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１. 調査概要 

1-1 目的 

 本調査は株式会社エックス都市研究所が北九州市と共に、タイ国北部チェンマイ県にて、チェ

ンマイ県庁統合廃棄物管理実現のための一方途として、焼却発電施設、乃至メタンガス回収利用

施設を導入すると共に当該事業の JCM 制度登録の実現を目的として実施した。 

 

1-2 調査実施の背景 

(1) 気候変動 

本調査の実施予定国であるタイ国は 1994 年 12 月に国連気候変動枠組み条約を、2002 年 8 月

には京都議定書を批准している。タイ国政府は 2003 年 7 月以降、天然資源環境省内のタイ環境

政策計画局(ONEP)を国家指定機関(DNA)としていたが、2007 年 7 月新たにタイ温室効果ガス

管理機構（TGO）を創設し、ONEP から DNA 機能を TGO に移管している。タイ国における

GHG の国家インベントリーについては、2015 年に第二次国別報告書を気候変動枠組条約事務局

に提出しており、同報告書にてタイ国の温室効果ガス排出量を二酸化炭素 210.23 百万 tCO2、メ

タンガス 2.8 百万 t、亜酸化窒素などと報告している。内訳は二酸化炭素ではエネルギー150、産

業 16、土地利用、土地利用変化、及び林業 44.2、メタンでは農業 2.0、エネルギー0.41、廃棄物

0.4(単位=百万 t)となっている。同報告書では併せ二酸化炭素吸収量を 54.4 百万 tCO2 と報告し

ており、結果、NET 排出量は 228 百万 tCO2 となっている。 

 

タイ国政府は 2011 年に 2011₋2030 年の期間を対象とする「タイ省エネルギー開発 20 カ年計

画」を公表、同国家計画にて、温室効果ガス排出量削減では Thailand NAMA toward 2020 を参

照資料とし、目標値として同年までに 2005 年比 7-20%の削減を達成する(中期計画)としている 

他、2030 年までに GDP のエネルギー原単位を 2005 年比で 25%削減するという目標を掲げてい

る。政府が 2008 年に策定している 2008₋2012 年「気候変動対応国家戦略」では、温室効果ガス

の排出量削減について、炭素吸収源の総合的開発と共に戦略 2 に記載がみられる。また 2014 年

8 月の時点で、タイ国政府は 2013 年以降の国家計画「Master Plan on Climate Change 2013-2050」

の作成を進めており 、同マスタープランにも「適応」、「低炭素開発を支える知識・データベース・

技術の開発」、「気候変動対策実務者レベルでの認知度向上と能力強化」と併せ「緩和と吸収源の

強化」についての記載が見られる。緩和策では発電、輸送、ビル、産業、廃棄物処理、農業、森

林、都市管理の 8 分野を戦略分野と位置付けている。 

 

日本政府の推進する二国間クレジット制度に対する取組としては、2010 年 10 月に策定された

グリーン・メコンに向けた 10 年」イニシアティブに関する行動計画において、「日本及びメコン

地域諸国が温室効果ガスの排出削減のために行う当面の具体的な措置」として構築に向けた検討

を進めることで合意している。その後、紆余曲折はあったものの、タイ温室効果ガス管理機構に

て JCM に係る二国間協定最終案を作成、2015 年 8 月 14 日付けで閣議に提出しており、2016 年
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11 月 19 に二国間で協定が締結され、晴れて JCM 制度参加国となった。 

 

かかる背景の下、タイ国政府は今後、更なる温室効果ガス削減に対する取組を強化したい意向

を示しており、温室効果ガス削減を促進する一方途として JCM 制度に大いに期待するところで

ある。本調査は後述する事業主体の企業活動の一環としての事業化意思に加え、タイ国における

気候変動対策に係る活動への貢献も視野に事業化調査を実施した。 

 

(2) 廃棄物管理 

 タイ国における一般廃棄物所管部局の一つである天然資源環境食・公害管理局が、2016 年に公

表する「仏歴 2559 年 タイ国における都市廃棄物の現状」によると、タイ国内で発生する都市

固形廃棄物は年間 27.06 百万トンであり、1 日１人あたりの排出量は 1.14 キロとなっている。同

値は 10 年前に比して発生量全体では 13％、1 日 1 人あたりでは 10％程度増加している。タイ国

政府は他国同様、3Rs の推進を第一優先事項とし、処理・処分されるべき廃棄物の総量を可能な

限り減量化した上で、適正な処理・処分を行う方針を打ち出しており、3Rs 活動に積極的に取り

組む地方自治体も増加している。一方で 3Rs 活動は持続的な環境教育の実施など排出者の啓発、

3Rs 実現のための規則、ガイドラインの制定、インフラの整備などさまざまな要素が必要となり、

初めて定着する性質のものであり、また定着までにある程度の年月を要することが一般的である

ため、中央政府、また地方自治体ともに 3Rs 推進活動の成果を享受するための試行錯誤を我慢強

く継続している状況にある。かかる状況の中、廃棄物の適正処理・処分は特に大都市において大

きな課題となっており、政府は広域処理化を軸に、統合的廃棄物処理施設の設置、一定の域内に

所在する地方自治体の同処理施設への都市固形廃棄物の搬送を行うことで適正処理を推進する

としている。また都市固形廃棄物に係る課題として、国内に 2,057 ヵ所にも上るオープン・ダン

プがあり、その一部は現在も継続して使用されている。また閉鎖済、乃至は使用を停止している

箇所も含めて、30．5 百万トンの都市固形廃棄物が過去の負の遺産として残留しているとされて

いる。本調査対象事業は、バンコク都、ナコンラチャシマ県などに次ぐタイ国第五の人口1を抱え

るチェンマイ県において、同県内で発生する都市固形廃棄物を焼却、乃至は嫌気性処理を用いて

適正処理を行う、また処分場に埋立てられている廃棄物を掘り起こすことで、処分場を再生する

と共に、同から分別する可燃物を燃料利用することで事業費を捻出する RDF 発電事業の実現を

通じて県、ひいてはタイ国の廃棄物適正処理に寄与することを目指すものである。 

 

(3) 事業実施主体 

 本調査対象事業の実施主体は、WtE 事業では、チェンマイ県南部ホート郡に衛生処分場を保有

する BANTAN グループと廃棄物供給契約を締結する Chiang Mai Waste 2 Power 社（以下

CMW2P 社）、またバイオガス事業は県内自治体、並びに自治体と協業を行う民間企業となる見

込みである。CMW2P 社が廃棄物の提供を受ける予定の最終処分場は、BANTAN 社が所有する

320 ヘクタール程度の敷地内に造成されたもので、1997 年からチェンマイ県内の都市固形廃棄物

                                                      

1 出典:2016 年度センサス 
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を受入れ、埋立て処分を行っており、新政権下で政府が推進する県内３つのクラスター(広域処理

区)の一つとして南部地区に設置が予定される廃棄物処理センターの候補地となっている。同社

は、県内の他のクラスターに設置予定の廃棄物処理センターと廃棄物の受入れで競合しており、

優位性を確保するためにも CMW2E 社の WtE 事業・事業化を急ぎたいとしている。同社、並び

に事業主体候補と位置付ける県内自治体の概要は以下、4-1 に記載する。 

 

(4) 調査実施主体 

 調査実施主体である(株)エックス都市研究所は 1972 年に設立された都市設計、並びに環境関

連コンサルタントを主たる業務内容とするシンクタンクである。当社は 2005 年以降、気候変動

関連の多くの調査に従事しており、JCM 制度における第一号クレジット発行案件となったインド

ネシア国・高効率冷却装置導入プロジェクトにおいてコンサルタントとして事業化調査、方法論

開発、MRV 実施支援業務に従事するなど、二国間クレジット制度についても 2010 年以降、複数

の調査に関与してきている。2016 年には当該分野における活動のより一層の強化を目的とする

現地法人をフィリピン、並びにタイに設立、本調査対象事業・事業化を通じて、事業運営主体と

なる国際コンソーシアムへの参画と現地法人を活用した事業管理モデルの確立を目指すもので

ある。 

 

（5）本邦自治体 

 北九州市はチェンマイ県に対して 2000 年以降、環境分野での支援を継続しているが、市が 2017

年初頭に日本国内で開催された JCM ワークショップに県庁から職員を招聘したことに端を発し、

県がエコタウン構想の実現に着手したことで協力関係の強化についての機運が高まった。2017 年

3 月には北九州市から公式使節がチェンマイ県を訪問、両者間にて統合廃棄物管理支援に係る合

意を締結するに至っている。これらの経緯から市と県との協力は県のエコタウン構想実現支援、

特に廃棄物適正管理支援が主となり、同管理支援を通じて県の廃棄物管理計画を策定、同計画に

本事業で対象とする施設整備、並びに施設整備事業の JCM 登録を目指した。 

 

1-3 調査内容 

本調査の提案主体である(株)エックス都市研究所は、平成 28 年度低炭素社会実現のための都市

間連携に基づく JCM 案件形成可能性調査にてタイ国ラヨン県における廃棄物焼却廃熱利用発電

事業の調査を実施している。同調査の実施を通じて、事業実施予定国であるタイ国における基礎・

一般情報、並びに事業化のための一般情報は上記調査の実施を通じて収集を行っていること、ま

た本調査対象事業の事業化蓋然性が高いことから、基礎・一般情報は、情報の最新化を行う程度

とする一方で、北九州市と県庁の合意に基づく統合廃棄物管理支援、同支援で絞り込みを行った

事業・事業化のための調査、並びに日系エンジニアリング会社による受注精度向上、並びに JCM

事業化のための調査に特化した調査を行った。 

 

1-4 調査実施体制 

 本調査は、北九州市とチェンマイ県庁の都市間協力の枠組みの下、(株)エックス都市研究所が
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調査実施主体として北九州市と共に調査を統括し、新日鉄住金エンジニアリング株式会社、並び

に北九州市内企業である日本プライスマネジメント社からそれぞれ WtE、バイオガス事業に係る

技術支援を受けた。またチェンマイ県のみならずタイ国北部地区における学会の最高峰であるチ

ェンマイ大学から現地での活動に対する支援を受けた。実施体制を以下、エラー! 参照元が見つ

かりません。に示す。 

 

図 １-1 調査実施体制図 

 

1-5 調査実施スケジュール 

 本調査は実施スケジュールは、以下、表 １-1 の通りとした。 

 

表 １-1 調査実施スケジュール 

調査項目 2017 2018 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 

基礎・一般情報収集            

チェンマイ県廃棄物関連情報収集            

県統合廃棄物管理支援            

事業化調査            

施設整備計画検討            

JCM 事業登録可能性調査            

事業化計画策定            

北九州市による活動支援            

現地調査            

日本国内ワークショップ・協議            

報告書作成            
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２. 一般・基礎情報 

2-1 タイ王国 

（1）国土・地勢 

タイ国の国土面積は 51.4 万平方キロメートル、インドシナ半島のほぼ中心、北緯 5-21 度(南北

1,600l キロ)、東経 97-106 度(東西 800 キロ)の間に位置し、東はカンボディア、西はミャンマー、

南はマレーシア、北はラオス及びミャンマーと国境を接する。国土は大きく４つの地区に区分さ

れ、北部は山岳地帯、中央部はチャオプラヤー河水系に沃野が広がる。東北部はメコン河がラオ

ス、カンボディアとの国境を流れるが、中央部にコーラート大地が広がるため、水利は悪く、ま

たラテライトなど保水・保肥力に乏しいやせた土地が多くなっている。南部はシャム湾とアンダ

マン海に挟まれたマレー半島に位置する。 

 

（2）気候 

タイ国はケッペン気候区分では、南部が熱帯モンスーン気候(Am)、その他全域がサバナ気候帯

（AW）に区分されているが、タイ国気象庁は、通年の気候変動パターンから北部、東北部、中央

部、東部、南部の 5 地区に区分されるとしている。地区毎に相違はあるものの一般的には 5 月以

降インド洋から吹く湿度の高い南西の季節風と熱帯収束帯(貿易風)が雨を降らせ、東シナ海で発

生する台風は時に強風を伴う大雨をもたらすこともある。例年、貿易風は 5 月頃から南部地区で

吹き始め、徐々に北上、8 月頃に北部、北東部で、更に遅れて 9-10 月には中央部と南部も含めた

タイ全土で吹くことが多い。東北からの季節風は 10 月頃から吹くもので、中国大陸からの冷た

い空気をタイ国全土に運んでくる。1 年を通じて 2 月中旬-5 月中旬の暑気、5 月中旬-10 月中旬

の雨季、10 月中旬-2 月中旬の涼季の三つの季節からなる。暑季には国内各地で 40 度を超える暑

い日が続く一方で、涼季にはタイ国全土で気温が下がり、北部、東北部の標高の高い地区では 10

度以下の最低気温を記録することもある。一方で、南部、並びに東部は南西の季節風の影響も受

けるため涼季でも比較的温暖な気候となる。 

 

（3）民族 

タイ国民の大多数はタイ族であるが、中央部にはタイ・ノイと呼ばれるタイ人と中華系の移民、

及び移民の子孫が多く、北部はタイ・ヤイ、タイ・ムアンと呼ばれるタイ人と山岳民族、東北部

ではラオ系、南部ではマレー系の住民が多いが、各地とも民族間の婚姻を通じて混血・同化が進

んでいる。またカレン族、モン族、アカ族など山岳少数民族に加え、クメール族など近隣諸国か

らの越境移民・移住者も存在する。 

 

（4）宗教 

タイ国民の多くは仏教徒である。タイ国の仏教は上座部仏教にヒンドゥー教や精霊信仰の要素

が加わったもので、ブッダの他、ヒンドゥー教の神々、また大樹や奇岩などが精霊が宿るとして

信仰の対象となっている。南部にはマレー系を中心にイスラム教徒も多く、特にナラティワート、

ハジャイ、ヤラーの 3 県は県民の多くはイスラム教徒である。 
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（5）言語 

タイ国の公用語はタイ語である。タイ語は 13 世紀にクメール文字を参考に作られた。現在の

タイ語は 42 の子音と 30 の母音文字からなり、左から右に横書きする。サンスクリット語、パー

リー語と共通する語彙も多く、近年では英語がそのままタイ語の語彙として使用される事例も多

い。 

 

（6）政体 

タイ国の政体はラタナーコシン王朝の国王を元首とする立憲君主制である。2016 年 10 月 13

日のラマ九世国王陛下のご崩御に伴い、2016 年 12 月 1 日に当時皇太子であったワチラコーン国

王陛下が第十世国王陛下に即位された。 

 

（7）政治 

2001 年に首相に就任したタクシン元首相に対する糾弾運動が 2006 年ころから活発化、2006 年 9

月に軍事クーデターが勃発して以降、同年 12 月下院議員選挙、結果、成立したタクシン系の人民

の力党を首班とする連立政権が 2008 年 12 月に崩壊、民主党政権が誕生するも反独裁民主戦線に

よる反政府運動の激化もあり、2011 年 5 月に下院を解散、同年 7 月の総選挙では三度タクシン

系のタイ貢献党が政権与党となるなど激動した。タイ貢献党を与党とする政権は、2 年以上にわ

たり安定した政権運営を行ったが、2013 年 11 月の大赦法案を巡って反政府活動が活発化し、再

び政情不安となった。反政府組織である人民民主改革委員会(PRDC)がバンコク都内で大規模な

デモ活動を展開する中、2014 年 2 月総選挙が実施されたが憲法裁判所は無効と断定、首相が職権

乱用で失職するなど混迷を極める中で、軍を中心とする国家平和秩序維持評議会(NCPO)が全統

治権を掌握した。2016 年 9 月現在、NCPO が継続して全統治権を掌握、2018 年 2 月の時点でも

政権運営を継続している。 

 

（8）経済 

2015 年のタイ国の国民総生産は 3,952 億ドル、一人当たり国内総生産にして US＄5,878.-であり、

経済成長率は 2.8％であった。失業率は 0.8％と世界的にも低い水準であり、農業、漁業の他、製

造業の多くで、近隣諸国からの越境労働者を雇用しているため、有効求人者数は 1.0 以上とされ

ている。主要産業は就労人口では全就労者の 40%近くを占める第一次産業が主要産業となるが、

業種別国内総生産では製造業が約 34%を占めている。輸出高は 2,121 億ドル、輸入高は 1,775 億

ドルとなっており、輸出・輸入の主な品目は、それぞれ輸出：電気機器並びに部品、自動車並び

に部品、機械器具、農作物、及び加工品、輸入：機械器具、原油、電子部品などとなっている。

2015 年末にはアジア経済共同体(AEC)が発足し、アセアン域内での人・モノ・金の移動上の制限

が少なくなったことで更なる経済発展が見込まれている。タイ国は南部のビーチリゾート、中央

部、北部の歴史資産・遺跡など豊かな観光資源を有しており、観光産業もタイ国における重要な

産業の一つに数えられている。2013 年に 26.55 百万人であった観光客数は、2014 年に 24.81 百

万人に減少したものの、2015 年には 29.88 百万人と 3 千万人の大台に後一歩というところまで
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増加してきている。2016 年の 1-3 月期の観光客数は 9 百万人(前年比 15.45%増)していることか

ら 2016 年通年での観光客数は 32-35 百万人に上ると推計されている。 

 

（9）行政 

タイ国における行政区分は、中央政府、地方行政、地方自治体の３つである。中央政府は内閣、

政府の各機関から構成される。地方行政とは内務省が派遣する県知事の下、各機関が地方・県に

職員を派遣し、派遣元の中央政府機関の行政を県知事の下で担うものである。最後に地方自治体

による行政とは、各地方自治体が管轄する地域内を対象とする行政であり、地方自治体は政令立

案を行う立法府、政令発令、またその他、行政を執行する機関・組織を持つ。国による地方行政

は県、郡、支郡、行政区、村の 5 つに区分される。県は地方行における最上位の単位で全国に 76

の県がある。県は中央政府が各県で実施する地方開発、雇用促進、公衆衛生の向上などの政策実

施支援や県内の地方自治体の管理監督・指導などに責を負う。 

 

2-2 チェンマイ県 

 本調査対象事業の所在地であるチェンマイの一般・基礎情報は次の通りである。 

(1) 地勢 

 チェンマイ県は、タイ国の首都バンコクから約 700 キロの距離、北緯 16

度、東経 99 度に位置する県で、標高は海抜約 310m である。県内の最長区

間はそれぞれ東西 138 キロ、南北 320 キロ、土地面積は 20,107.057 平方キ

ロメートルで北部に位置する県の中では最大となっている。県が県境を接

する国、県(郡)は以下、表 ２-1 の通りである。 

 

県内の多くの地区は灌木の生える山岳地帯で、 県内の土地利用区分は、

森林 69.92%、農地 12.82%、居住区 17.26%となっており、タイ国内で第二

位の大きさの森林面積を有する県である。 

 

 

表 ２-1 チェンマイ県と県境を接する国・県(郡) 

県境 隣接国・県(郡) 

北 ミャンマー連邦 

南 ターク県(サムガオ郡、メーラマ郡、ターソンヤン郡、東側はチェンライ県のメーサ

ールアン郡、ムアン・チェンライ郡、メーサルアイ郡、ウィアン・パーパオ郡) 

東 ランパン県(ムアン・パーン郡とムアン・ランパン)、及びランプーン県(バーンティ

郡、ムアン・ランプーン郡、パーサン郡、ウィアン・ノーンロン郡、バーンホン郡、

並びにリー郡) 

西 メ―ホーソン県(パイ郡、ムアン・メーホンソン郡、クンユアン郡、メーラーノイ郡、

メーサリアン郡、スックムーイ郡) 
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(2) 人口 

 2016年のセンサスによるとチェンマイ県の人口は、1,735,762人、性別では男 843,088人、女 892,674

人となっている。また世帯数は 768,855 戸となっている。県内に位置する郡・市別の人口、並びに世

帯数は以下の通りである。 

 

表 ２-2 チェンマイ県センサス 

 郡 男 女 計 世帯数 

1 Mueang Chiang Mai  6,298 7,028 13,326 10,435 

2 Mae Taeng 27,067 27,045 54,112 22,934 

3 San Sai 8,395 9,314 17,709 8,163 

4 San Kamphaeng 23,636 25,925 49,561 23,197 

5 Chiang Dao 12,414 12,759 25,173 10,714 

6 Mae Chaem 29,024 27,800 56,824 16,612 

7 Mae Rim 40,472 41,445 81,917 34,417 

8 Mae Wang  13,377 13,483 26,860 9,164 

9 Mae Ai 34,069 33,700 67,769 26,366 

10 Chai Prakan 14,978 14,884 29,862 10,887 

11 Chom Thong 28,283 28,947 57,230 18,704 

12 Doi Lo 12,724 13,207 25,931 11,063 

13 Doi Tao  11,611 11,447 23,058 8,372 

14 Doi Saket  21,945 23,635 45,580 20,009 

15 Wiang Haeng 22,527 22,036 44,563 8,671 

16 San Pa Tong 28,591 31,760 60,351 24,087 

17 Fang 53,570 54,239 107,809 38,523 

18 Saraphi 20,709 23,195 43,904 19,649 

19 Hang Dong 33,607 37,087 70,694 37,760 

20 Phrao 18,811 19,051 37,862 15,018 

21 Omkoi 30,929 30,193 61,122 20,499 

22 Hot 12,799 13,023 25,822 9,186 

23 Samoeng 9,366 8,932 18,298 5,670 

24 Mae On 10,631 10,665 21,296 8,854 

25 Galyani Vadhana 6,296 5,797 12,093 3,710 

26 

その他 上記郡役場と

は別に住民票管理を行

う 53 市・計 

310,959 346,077 657,036 346,191 

計  843,088   892,674   1,735,762   768,855  
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出典: 仏歴 2559 年(2016 年)センサス 

 

(3) 社会経済 

 タイ国政府の公表する資料によると、県内には 25 郡、204 市・区、2066 村2があり、人口は

173.3 万人3(2012 年度)である。一人当たり県内総生産は THB11.3 万バーツ(約 37.3 万円)、産業

区分別では第一次産業 22.14％、第二次産業 10.12%、第三次産業 67.83%4となっている。チェン

マイ県は国際的観光都市として世界中から年間 9.3 百万人(2015 年度)の観光客を受け入れてお

り、観光産業を主とする第三次産業の県内総生産に占める比率を高めている。 

 

(4) 行政 

 タイ国における地方行政は、中央政府がの出先機関を設置する県、郡と自治体と位置付けられ

る県自治体、市、支郡自治体、更には村から構成される。チェンマイ県内には、25 郡、204 区、

2066 村がある。それらの行政区に対して県自治体(PAO)が県全体を、また 121 の市5と 89 地方

区自治体(SAO)が自治を行っている。県内に位置する郡・市、並びにそれらの郡市に属する村数

は以下、表 ２-3 チェンマイ県内・行政区の通りである。 

 

表 ２-3 チェンマイ県内・行政区 

 郡名 大都市 中都市 小都市 SAO 

1 Mueang Chiang Mai 1 1 8 1 

2 Mae Taeng - 1 5 7 

3 San Sai - 1 11 - 

4 San Kamphaeng - 1 6 3 

5 Chiang Dao - - 7 2 

6 Mae Chaem - - 2 6 

7 Mae Rim - - 6 5 

8 Mae Wang - - 1 5 

9 Mae Ai - - 1 6 

10 Chai Prakan - - 2 2 

11 Chom Thong - - 6 1 

12 Doi Lo - - 3 1 

13 Doi Tao - - 1 5 

                                                      

2 2017 年 1 月付公表資料 

3 2016 年 8 月付公表資料 

4 2016 年 8 月付公表資料 

5 市は所管域内の人口により、テサバーン・ナコン、テサバーン・ムアン、テサバーン・タンボ

ンに区分される。本報告書ではそれぞれ大都市、中都市、小都市と仮訳した 
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 郡名 大都市 中都市 小都市 SAO 

14 Doi Saket - - 13 1 

15 Wiang Haeng - - 1 2 

16 San Pa Tong - - 6 7 

17 Fang - - 4 6 

18 Saraphi - - 12 - 

19 Hang Dong - - 10 2 

20 Phrao - - 6 4 

21 Omkoi - - 1 6 

22 Hot - - 3 4 

23 Samoeng - - 1 4 

24 Mae On - - - 6 

25 Galyani Vadhana - - - 3 

計 1 4 116 89 

出典: チェンマイ県・県開発 4 か年計画(BE2589-2561) 

 

３. 事業化検討 

3-1 関連法規制 

 本調査では、タイ国内における一般廃棄物適正処理のための施設として焼却発電施設、並びに

バイオガス回収・利用施設の整備の可能性を検討しており、それら対象事業の事業化に際して適

用を受ける法規について文献調査を含む調査を行った。 

 

廃棄物発電事業については昨年度の調査実施を通じて概ね把握できている状況であったが、

2017 年 1 月に公布された国家清潔秩序維持法については、概要を把握しているに留まっていた

ため、原文の確認、並びに改訂前の法律にて規定される事項などとの比較も含め理解に努めた。

また本年度調査では新たに都市固形廃棄物からのメタンガス回収・利用を対象に含めることとし

たため、メタンガス回収・利用に係る諸法規について調査を行った。 

 

（1）国家清潔秩序維持法 

 国家清潔秩序維持法は、仏歴 2535 年(西暦 1992 年)に制定・公布された清潔秩序維持管理に係

る法律である。2010 年以降、都市固形廃棄物の適正管理に係る議論が活発化し、官学民共に適正

管理実現上の障害についても概ね認識を共有する中で、最大の課題の一つと位置付けられたのが、

複雑で整合性に欠ける法体系、省庁間の曖昧な責任所在、民間投資促進上の許認可などに係る事

項であった。2013 年に発足した現政権は、政権発足後、都市固形廃棄物の適正処理を政府の最需

要事項の一つと位置付け、適正管理・処理推進上の障壁を取り除くことに腐心している。国家清

潔秩序維持法の改訂はそれら現政府の取り組みの成果の一つで、2017 年 1 月 17 日付で第二版と

して制定・公布されている。仏歴 2560 国家清潔秩序維持法(2017 年)は、前文と全 12 条からな
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る法律で、仏歴 2535 年の同法の一部を取消し、改訂、または追加を行っているもので、仏歴 2560

年法で規定される以外の事項については、引き続き仏歴 2535 年法が適用される。以下に 2017 年

の第二版での改訂事項を 1992 年版の記載なども参照しつつ紹介する。 

 

条項 規定 

四条 仏歴 2535 年法 第四条にて規定される用語の定義を一部改訂 

五条 仏歴 2535 年法 第四条にて規定されるタリフを改訂、併せて支払い免除、料金設定

に係る指針などに係る規定を追加 

六条 仏歴 2535 年法 第三十四条に、第二項から第四項を追加 

七条 仏歴 2535 年法 第四十二条、四十三条を改訂 

八条 仏歴 2535 年法 第五十八条に、第一項と第二項を追加 

 

上記中、第四条は用語の定義の見直しを行ったものであり、四十二条と四十三条の改訂は四条

の用語の定義見直しに伴い全文が改訂されているが、同条項に記載される規定は仏歴 2535 年の

通りとなっている。 

 

次に第五条にて規定されるタリフ中、都市固形廃棄物に係るものは以下の通りである6。 

 

表 ３-1 廃棄物取り扱いに係る手数料など 

 項目 手数料 単位(THB) 

2 下水・固形廃棄物収集運搬事業 10,000 件 

3 下水・固形廃棄物処理事業許可証 50,000 件 

4 下水・固形廃棄物利用事業許可証 50,000 件 

5 下水・固形廃棄物管理費用 

5.1 固形廃棄物収集費用 

月量 120 キロ、または 600 リットル、または

0.6 立米を超過しない固形廃棄物 

150 月 

月量 120 キロ、または 600 リットル、または

0.6 立米を超過する固形廃棄物に対して、上

記を 1 単位として 1 単位毎 

150 月 

5.2 固形廃棄物処分費用 

月量 120 キロ、または 600 リットル、または

0.6 立米を超過しない固形廃棄物 

200 月 

 月量 120 キロ、または 600 リットル、または

0.6 立米を超過する固形廃棄物に対して、上

200 月 

                                                      

6 タリフに記載される下水処理に係る費目などは割愛 
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記を 1 単位として 1 単位毎 

5.3 月量 3.600 キロ、18 千リットル、または 18

立米を超過する固形廃棄物の収集・処理に対

する追加費用。上記 5.1、5.2 に記載する量を

1 単位として、1 単位当たり 

200 月 

5.4 一時収集・処理 

5.4.1 1 回あたり 120 キロ、または 600 リッ

トル、または 0.6 立米の固形廃棄物を 1 単位

として 1 単位毎とする収集費用 

200 回 

5.4.2 240 キロ、1.2 千リットル、または 1.2

立米を超過する固形廃棄物の収集・処理に対

する追加費用。上記 5.1、5.2 に記載する量を

1 単位とする、1 単位当たりの収集費用 

200 回 

5.4.3 1 回あたり 120 キロ、または 600 リッ

トル、または 0.6 立米の固形廃棄物を 1 単位

として 1 単位毎とする処理費用 

200 回 

5.4.4 240 キロ、1.2 千リットル、または 1.2

立米を超過する固形廃棄物の収集・処理に対

する追加費用。上記 5.1、5.2 に記載する量を

1 単位とする、1 単位当たりの処理費用 

200 回 

 

 尚、同条では内務大臣、並びに保健大臣は上記タリフを上限として、手数料に係る告示を行う

ことができるとしている。手数料については、仏歴 2535 年法では広告宣伝などに係る許認可手

数料のみが定められており、下水・廃棄物の取り扱いに係る諸費用は公衆衛生法(第六十三条)で

保健省令などで定める上限値内で地方行政府が設定するとされていた点が上述の通り改訂され

ている。 

 

 三十四条は、仏歴 2535 年法では、公共の場所への排泄を禁じる規定となっており、本改訂で

追加された項目との関連性は低いが、仏歴 2560 年の追加条項を仏歴 2535 年法に加えるには第三

章 公共の場所への廃棄物などの廃棄の禁止が適所と判断されたものと推察される。尚、後述す

る第五十八条が三十四条の規定違反者に対する罰則規定であることから本法改正の主たる部分

は本条に追加された第二項から第四項までと理解される。以下に同条に追加された各項の規定に

つき詳細を述べる。 

 

第三十四条二項 

 地区を所管する県自治体(PAO)を除く地方自治体が域内における下水・都市固形廃棄物の収集

と処分に係る義務と権限を有する。上記義務を履行するため、内務省が告示する省令などで規定
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する規則、手順、条件の下で、地方自治体は政府機関、県自治体を含む他の地方自治体、または

民間企業を起用、乃至は他の地方自治体と共同で実施することができる。民間企業の起用、乃至

は共同実施は共同出資とは見做さず、よって“民間企業による公共事業への投資法”の適用を受

けないものとする。但し内務省が規定する規則、手順、条件は上記“民間企業による公共事業へ

の投資法”との整合性を以下の通り担保する。 

 地方自治体、政府機関、県自治体を含む他の地方自治体、民間は第二文に基づく権限移譲を受

けることにより下水・都市固形廃棄物を収集・保管することができる。よって収集は収集物の利

用、乃至、再利用を、第二文に基づく内務省の規定する規則、方法、手順に準拠する関係者間の

事前合意に基づき、承認するものである。 

 地方自治体、乃至は県自治体が他の自治体から実施者としての権限移譲を、第二文に基づき、

受けた場合は、“地方自治体設置法“における域外における事業運営の適用外とする。 

 域内における政令にて規定され、省令で定める上限を超過しない料率に基づく、関係者からの

収集、運搬、処理費用の収集は地方自治体の責務とする。 

 工場法に基づく有害廃棄物、非有害廃棄物の管理は、地方自治体が下水、乃至固形廃棄物と併

せて収集する場合を除き工場法規定の通りとする。収集の権限委譲を受けた地方自治体、政府機

関、県自治体を含む他の地方自治体、乃至民間企業は、工場法にて規定する係官に、工場法に基

づく処理を行うよう通知を行う。担当係官は通知の受理後 3 日以内に実施開始せねばならない。

係官が期限を超過して実施しない場合は、権限移譲を受けた地方自治体、政府機関、県自治体を

含む他の地方自治体、乃至は民間企業が検討の上、対処することとする。通知を受けた工場法で

規定される係官が故意に対処しないものと解釈し、係官が発生した損害に対する責を負うものと

する。 

 下水、及び固形廃棄物の収集・運搬、並びに処理は内務省が官報で告示する規定、方法に従う

ものとするが、特に規則、方法、基準を定めた法がある場合には地方自治体の責任者は法で定め

る規則、方法、基準に従って実施する責を負うものとする。 

 

第三十四条三項 

 下水、廃棄物の収集・運搬・処理業、乃至は利用・再利用を事業、または対価を得て行おうと

するものは地方自治体の長から許認可を得なければならない。許認可の申請、発給、延長、仮許

認可発給申請と発給は地方自治体が告示する規定と方法に従うものとする。 

 

 上記第一文に基づき発給される許認可の有効期間は以下の通り。 

(1)  下水・廃棄物の収集・運搬許可証は発給日から 1 年間 

(2)  下水・廃棄物処理許可証は発給日から 5 年間 

(3)  下水・廃棄物を利用許可証は発給日から 5 年間 

許認可発給 

 上記第一文に記載する許認可を受給したものは公衆衛生法 34 条 3 項 公益を目的とする下水、

または廃棄物の分別、収集、運搬と処分に係る清潔秩序維持に基づく許認可を受給したものと見

做す。地方自治体に所管域内の行政に係る規制を告知する権限を以下の通り付与する。 
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(1) 市民が入構し、下水、及び廃棄物を受け入れる民間所有地に係る規則の制定 

(2) 下水、及び廃棄物の分別、収集・運搬、処理方法 

(3) 地方自治体が、自治体に代わり下水、廃棄物の収集運搬、処理業務に従事する権限を委譲し

た地方自治体、政府機関、県自治体を含む他の地方自治体、乃至は民間企業の役務提供費の

設定 

(4) 34 条 2 項にに基づく許認可発給手数料の省令規定上限を超過しない範囲での設定。 

(5) その他、下水・廃棄物処理に関して必要な規約の制定 

 

 地方自治体の下水・廃棄物の分別、収集運搬、処理に係る責務の実施に際しては第一文の記載

に基づき告示された地方自治体の条項に従うものとする。基準に合致した共用の下水・廃棄物の

受入れ場所を公共の場所に設営することを地方自治体の責務とする。 

 

第三十四条四項 

 内務省・地方行政支援局の責務における地方行政府に対する、下水・廃棄物管理計画立案上の

提案、指導、支援は、県の開発計画に準じるものとする。国家予算を必要とする場合には、地方

行政支援局が閣議のための予算計上を提案する。 

 第一文に記載する計画立案に際しては手順に従い、また国家環境保全法の規定に基づく環境影

響報告書の作成を行わねばならない。 

 内務大臣は、地方自治体の第一文、並びに第二文に記載する計画の実施に際して助言と監視を

行う中央委員会を設置する。中央委員会は、公害管理局、公共事業・都市設計局、工業局、地方

行政支援局、環境改善局、保健局の代表から構成されるものとする。また必要に応じて他の部局

の代表を別途任命してもよい。 

 県知事が県において、地方自治体の第一文、並びに第二文に記載する計画の実施に際して助言

と監視を行う委員会を、内務大臣の権限移譲に基づき設置する。 

 

五十八条は、罰則に係る規定であり、仏歴 2535 年法では、同法第二十四条、並びに二十五条

の違反者に対して、2 千バーツ以下の罰金と違反が発見されてから改善されるまでの期間中、1 日

あたり 100 バーツ以下の罰金が規定されているのに加え、仏歴 2560 年法で新たに規定する第三

十四条第一項から第四項の違反者に対して、6 か月以内の禁固刑、乃至 5 万バーツ以下の罰金刑、

または両方を課すと規定している。 

 

 上記から理解される通り、本改訂法は、タイ国政府が説明する通り、仏歴 2535 年 国家清潔

秩序維持法を軸に据え、仏歴 2496 年 自治体設立法(1953 年)、仏歴 2542 年 地方分権計画・

実施法(1992 年)、仏歴 2556 年 民間企業による公共事業への投資に係る法(2013 年)、仏歴 2535

年 公衆衛生法(1992 年)にて規定される都市固形廃棄物関連項目を網羅、統合され、結果、主と

して国民に対して国家の清潔・秩序を維持を目的とする規定を制定していた仏歴 2535 年 国家

清潔秩序維持法に官側の規定が盛り込まれた形となっている。仏歴 2535 年 国家清潔秩序維持

法における廃棄物に係る規定は以下の通りである。 
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条項 規定 

第 6 条  建屋の所有者、乃至入居者は建屋敷地、並びに隣接する道路の清潔を維持せね

ばならない。市場については市場の所有者が隣接する道路、入居者が入居する

場所の清潔を維持せねばならない。 

 上記義務を負うものは、義務履行のための代理人を任命することができる。 

第 26 条 地方行政府、国営企業などが保有する緑地への廃棄物などの廃棄の禁止 

第 31 条 (2)公共の場所での地方自治体が指定する容器以外への廃棄物の廃棄の禁止 

第 32 条 (1)公共の場所への廃棄物の廃棄の禁止 

(2)公共の場所から見える場所での不適切な廃棄物管理の禁止 

第 53 条 第 6 条規定違反者に対して 1 万バーツ以下の罰金 

第 54 条 第 26 条、第 31 条、第 32 条規定違反者に対して 2 千バーツ以下の罰金 

 

（2）仏歴 2550 年エネルギー事業法(2007 年) 

仏歴 2550 年エネルギー事業法はタイ国政府のエネルギー産業再編成方針に基づく制定された

もので本法を以て、エネルギー事業は分野毎に区分されることとなった。また本法は、社会経済、

並びに環境に配慮しつつ、国内需要と国家の持続的な開発を実現させるべく、エネルギー事業営

への民間企業、コミュニティーの参加を通じて効率的、安定的な運営を推進し、妥当性のある価

格で質量共に安定した供給の実現を目指すとしている。本法については WtE 事業に係る部分を

把握済であったが、バイオガス関連事業・事業化も含め精査を行った。 

 

エネルギー規制評議会 

エネルギー規制評議会(以下、評議会)は仏歴 2550 年エネルギー事業法 第二章第一部(第 10-

29 条)に基づき創設された機関で、2008 年 2 月 1 日付けで国王陛下の勅許を得ている。所管業務

は電力ガス事業運営における国家方針との整合性などの管理で職務遂行のための事務局を同法 

第二章第二部(第 30-46 条)の規定に基づき設定している。 

 

仏歴 2550 年エネルギー事業法・第 11 条にて規定される評議会の権限は以下の通りである。 

(1) エネルギー事業運営の規制による事業者の法順守の確保 

(2) エネルギー事業区分に係る通知と王令公布に係る上申 

(3) 電力システムの安全と責務に係る基準の制定 

(4) 電力調達に係る規定の設定と売電提案書提出要請書の発行、並びに調達元選定過程の監視と

公正性の担保 

(5) 電源開発計画、電力事業への投資計画、天然ガス調達計画、エネルギーシステム拡張計画な

ど各種関連国家方針・計画への意見の上申 

(6) エネルギー事業許認可保有者の事業運営における効率と公正性に係る査察 

(7) 顧客サービスと品質に係る規定と通知の発令と管理・監督 
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(8) 評議会員と職員の職制などに係る提案 

(9) 評議会員間、並びに職員間の利害関係、並びにその他利害関係者に係る方針とガイドライン

に係る規定、通知の発令 

(10) エネルギー基金への貢献と国家エネルギー政策評議会の方針に合致した運用に係る適

用条件、方法、条件に係る規制と通知の発令 

(11) 行政管理強化上の罰金規定に係る告示の発令 

(12) エネルギー事業の運営に係る提言 

(13) エネルギー事業に係る調査・研究の支援、推進 

(14) エネルギーに係る国民啓発奨励 

(15) エネルギー事業効率化を目的とする人材開発支援・促進 

(16) エネルギー事業の効率的運営と天然資源バランスに考慮したエネルギー、再生可能エネ

ルギー、環境影響の低いエネルギーの経済的、効率的利用の推進 

(17) 本法で規定する業務執行における他政府機関との関係性考慮 

(18) 評議会の権限と義務に係る本法、並びに他の関連法規にて規定される業務の遂行 

 

エネルギー事業関連規制 

同法では、次に第三章第一部にてエネルギー事業に係る許認可につき規定を行っている。第 47

条ではエネルギー事業を営もうとするものは報酬の有無に係らずエネルギー規制評議会から許

認可を取得せねばならないと規定している。但し、許認可取得を免除する事業については別途、

王令で告示するとしている。続く第 50 条にて許認可申請者の条件、許認可の区分、種類、手続

き、費用などについては評議会の規定により規定されるとしている。 

 

エネルギー事業許可証を必要としない事業 

エネルギー事業許認可を必要としない事業の種類・容量などについては、上述する仏歴 2550 年

エネルギー事業法 第 47 条規定に関連し、仏歴 2552 年発令された王令にて規定されている。免

除対象は、第三条にて 5 種類の事業が規定されており、ガス関連事業については、同条第五項に

て“天然ガスの保管と液体のガス化を行うもので、天然ガスの貯蔵量は 50,000 リッター以下のも

の”が対象とされている。 

 

エネルギー規制評議会は仏歴 2550 年エネルギー事業法 50 条に基づき仏歴 2551 年にエネルギー

事業の許認可申請に係る通達を発している。同規制の概要は以下の通りである。 

条項 規定 

第 4 条 申請者区分(個人、民間企業、政府機関・国営企業・法人)別、申請資格 

第 5 条 仏歴 2550 年エネルギー事業法・第 48 条に基づき 

第 6 条 エネルギー事業運営者のための許認可取得希望者は、申請者区分(区分は上記、第

4 条規定の通り)別に提出せねばならない書類(申請用紙を含む) 

第 7 条 以下に記載するエネルギー事業の運営を企図する事業者は、許可証申請に際して
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本条にて規定する追加書類を提出する。 

(1) 電気事業 

1) 発電事業許可証 

2) 送電事業許可証 

3) 電力系統管理許可証 

4) 配電事業許可証 

5) 電力システム管理許可証 

(2) ガス事業 

1) パイプラインを利用する天然ガスの輸送事業許可証 

2) ガス開発・卸売業許可証 

3) 天然ガス配送網を利用するガスの小売事業 

4) ガスの保管とガス化事業許可証 

 

 本調査で対象とする事業に関連する許認可は、RDF 発電事業では、上記、第 7 条中、(1)1)、

嫌気性発酵、メタン回収利用事業では事業規模、並びに形態により(2)ガス事業中 2)、並びに 3)

を取得する必要が生じる可能性がある。 

 

タリフ 

 エネルギーの販売価格については、第三章第二部 第 64 条にて、主務大臣は、国家エネルギー

政策評議会の同意を得て、タリフ設定の方針とガイドラインを設定する権限を有すると規定して

いる。続く第 65 条にてエネルギー規制評議会は、国家エネルギー政策評議会の策定する方針と

ガイドラインに基づき、以下の各事項を考慮の上、各事業区分毎にタリフを設定する権限を有す

ると規定している。尚、上記に記載する考慮すべき事項は以下の通りである。また続く第 66 条で

は評議会はタリフが採択された後、タリフの計算方法を開示せねばならないと規定している。 

(1) 実コストを反映し、エネルギー事業者の正当な利益を考慮すること 

(2) 国家のエネルギー需要に合致し、効率性を維持すること 

(3) エネルギー事業許認可受給者に対するエネルギー事業における効率化の動機付け 

(4) エネルギー事業許認可受給者、並びに顧客への公平性への考慮 

(5) 地方での分散開発における電力供給者、貧困なエネルギー消費者への考慮 

(6) 明確で透明性のある価格体系と公表 

(7) エネルギー需要者への不公平への回避 

 

技術規定 

 エネルギー事業運営者のための基準と安全については第三章第三部に規定されている。具体的

には第 73 条にてエネルギー事業運営者は評議会が定める技術基準と安全基準に合致せねばなら

ないとしている。 
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電源開発基金 

 第四章第二部には電源開発基金に関する規定が記載されている。電源開発基金は、地方分散型

電源の開発、発電所の建設により影響を受ける地域コミュニティーの開発支援、環境負荷を最小

化し得る再生可能エネルギーや技術の利用促進などエネルギー・サービスのさまざまな地区への

拡張を財政的に支援することを目的として創設されるものでるとされている。第 96 条にて電力

事業者は、本法第 11 条 10 項の規定に基づき基金への貢献を義務付けている。 

 

 エネルギー規制評議会は上記規定に基づき 2010 年 11 月 15 日付けで評議会令を発令し、電源

開発基金への貢献につき細則を以下の通り規定している。第 5 条規定に基づくタリフは以下の通

りである。 

 

区分 拠出金 備考 

建設期間中 年間 5 万バーツ。但し建設期間が 1 年未

満の場合は月割。但し 1.5 万バーツ以上 

年初 5 営業日以内に支払い 

運営期間中 事業区分 単価(satang/unit) 

天然ガス 1.0 

重油・軽油 1.5 

石炭 2.0 

風力・太陽光 1.0 

水力 2.0 

その他(廃棄物) 1.0 
 

〆日(月末)から 45 日以内に支払

い 

 

 続く第 7 条ではエネルギー事業許認可受給者に対して、以下を内容とする報告の評議会への提

出を義務付けている。 

 報告内容 

1 目的別発電量 

A 電力網への給電 

B 電力網以外への消費者への給電 

C 自社消費(発電事業関連施設) 

D 発電施設内消費電力 

2 燃料種別発電量 

3 基金への拠出金 

 

 またメタンガス回収・利用事業では、回収したメタンガスを代替燃料として利用、または供給

することとなるため、事業予定地における電気、ガス料金が事業性を検討する上での必須事項と

なる。同よりタイ国内の電気・ガス料金に係る法規につき情報収集と整理を行った。 
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（3）仏歴 2542 年 商品役務価格法(1999 年) 

 本法律は仏歴 2542 年(1999 年)にタイ国政府が公布したタイ国における商品・役務提供に係る

価格に関する法律で仏歴 2522 年に公布された独占品目の販売・役務提供に対する価格決定に係

る法律(1979 年)の改訂法と位置付けられる。第一章では、8 条で商務大臣を議長とする商品役務

価格中央評議会の設立を規定し、また 9 条で評議会の権限を以下の通り規定している。 

 

 第 24 条に基づく価格管理品目の公表 

 第 25 条に基づき価格管理商法に係る規定 

 第 26 条に基づく価格管理対象品目製造業者、流通業者に対するステートメント提出指示 

 第 27 条に基づく通達への承認の付与 

 第 28 条に基づく商品・役務価格表示方法についての規定 

 第 29 条第二項に基づく価格調整に係る規定 

 第 33 条に基づく承認、更新費用に係る規定 

 管理品目の需給動向の把握と調整。本業務については中央評議会は県商品役務価格評議会、

事務局長、所管事務員を代理として起用する 

 苦情への対応 

 証人喚問 

 本法に基づき評議会に付与されたその他の諸業務 

 

 続く第二章では第 16 条以下で評議会の事務局として商品役務価格中央評議会・事務局の設置

につき、事務局は商務省国内取引局内に設置し、同局・局長を以て、評議会・事務局長とすると

規定している。また第 17 条では、商品・役務提供価格に係る県評議会の設立と同権限・義務につ

いて規定を行っている。 

 

 第三章以下で管理される商品・提供役務に対する価格について、第 24 条にて不適切な価格で

商品・役務が提供されることを防ぐため、中央評議会は閣議の承認を得て、特定の商品の販売、

乃至は役務の提供価格を通達する権限を有するとしている。通達は 1 年 1 回以上とするが、価格

算定の基準に変動があった場合は、閣議承認を得て直ちに通達を発し、通達が官報に掲載された

日以降、効力を発すると規定している。第 25 条では、第 24 条に基づく通達発令後の評議会の権

限として以下を規定している。 

 取引価格の固定 

 管理対象商品・役務の売買における最大利益の確定 

 製造、輸入、輸出、販売、流通、保管に係る規則、手法、条件の規定 

 通達が適用される地区、時期についての規定 

 関連省庁に対して、数量、保管場所、資本、費用、生産計画、輸入計画、輸出計画、購買計

画、流通計画、流通方法などに係る報告の提出要請 

 在庫量の変動に係る報告の提出 
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 輸出入の制限 

 事業者に対する効率改善命令 

 既定価格による商品・役務の提供 

 既定価格を超過する価格での流通 

 既定価格を超過する簿価での商品の保管 

 

 第 26 条では生産者、流通業者、再販業者、輸入業者に対して、事業者名、購買価格、流通価

格、規格、品質、大きさ、容量、重量と併せ、管理対象商品の名前と含有量の表記を義務付ける

通知を、また第 28 条では商品価格の表示に係る通知の発令権を付与している。 

 

3-2 バイオガス回収・利用 事業許認可 

 本調査で事業化を検討するバイオガス回収・利用事業は、回収したガスをそのまま熱源利用

を目的とする供給の他、蒸気、電力などの形で外部に供給し収益を得る形態が想定される。上

述する事業は、仏歴 2535 年(1992 年)工場法に基づき同年 9 月 24 日に発令された工業省令第一

号にて以下の通り業種区分がなされており、事業の規模に拘らず工場法に基づく工場と規定さ

れ、工場法、並びに工場法に基づき発令される各種省令・省告示に基づき操業許可を取得する

必要がある。 

業種区分  第一類 第二類 第三類 

88 発電、給電、配電事業 - - 全規模 

89 非天然ガス7の生成、生産、供給、販売・流通

事業 

- - 全規模 

102 蒸気の生成、発生、供給事業 - - 全規模 

 

 上記より、いづれの事業形態を取る場合でも、工場法に基づく操業許可の取得が必要とな

る。また環境アセスメントについては、天然ガスの分離・精製工業が対象業種区分 7 に該当す

るが、発電(熱エネルギーによる発電)については、10MW 以上が対象(業種区分 18)となってお

り、本調査対象事業では該当しない。 

 

 但し上記は文献などの調査から得ている情報であり、最新の情報は今後、継続収集する予定

である。 

 

3-3 事業化に係る動向など 

（1）気候変動 

タイ国における気候変動に対する取組み経緯は上記 1．調査概要 (2) 調査実施の背景 1) 

気候変動に記載する通りである。 調査実施期間における状況は、上記と一部重複するが、タイ

                                                      

7 天然ガスについては記載無し。 
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国政府は 2011 年に公表している 2011₋2030 年の期間を対象とする国家計画「タイ省エネルギー

開発 20 カ年計画(2011-2030)」にて、温室効果ガス排出量削減では Thailand NAMA toward 2020

を参照資料とし、目標値として 2020 年までに、2005 年比87-20%の削減を達成する(中期計画)と

し9、また 2030 年までに GDP あたりのエネルギー利用に伴う排出量を 2005 年比で 25%削減す

るという目標を掲げていた。同目標値は、タイ国政府が 2015年 10月 1日付けで国連気候変動枠

組条約事務局宛てで提出している約束草案にも“2030 年までに同年の BAU 排出量比 20%(気候変

動枠組条約における均衡した野心的な合意に基づく適正技術、財政支援、能力強化支援の提供に

より 25%までの貢献の可能性を示唆)温室効果ガスの削減を行うこと”と記載されている。 

 

約束草案・附属情報 

ベースライン 2005 年を基準年として試算された 2030 年における BAU ベース排出量(主

要な気候変動対策無し)(BAU2030年、推定量 555MtCO2e) 

期間 2021-2030 

対象範囲 エコノミーワイド(土地利用を含み、土地利用変化と森林については後日

判断) 

対象温室効果ガス 二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、亜酸化窒素(N20)、HFCs、PFCs、及び六フ

ッ化硫黄(SF6) 

前提、並びに方法論 気候変動に係る政府間パネル第四次報告書 

セクター別活動、社会経済予測を含む国家統計 

計画立案進捗状況 - タイ国の約束草案に対するパブリック・ヒアリングを実施中 

- 利害関係者との調整は省庁横断型のワークグループとセクター毎の

代理機関、学術関係者、並びに民間企業の代表者から構成されるステ

アリング・コミッティーで検討・調整中 

- 分析・評価フェーズにて 3回の国レベルでの検討会を開催 

- 以下の国内法規に基づき草稿 

国家経済社会開発計画 

気候変動マスタープラン(2015-2050) 

電源開発計画(2015-2036) 

タイ国・スマートグリッド開発マスタープラン(2015-2036) 

エネルギー効率化計画(2015-2036) 

代替エネルギー開発計画(2015-2036) 

環境持続可能な輸送システム計画(2013-2031) 

国家産業開発計画(2012-2031) 

廃棄物管理ロードマップ 

                                                      

8 2005 年度の GHG 排出量は 183,287KtonCO2 であった 

9 COP20 におけるタイ政府コミットは 7%であった 
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国際的・市場メカニ

ズム 

タイ国は費用対効果の高い削減活動の強化における市場メカニズムの重

要性を認識する。それゆえ、タイ国政府はタイ国の持続可能、低炭素型、

且つ気候変動に対して弾力性のある成長実現のための努力を支援し得る

財源、能力強化、技術開発と移転を推進するさまざまなアプローチにつき、

二国間、地域間、国際間メカニズム活用の可能性と共に模索する。 

レビュー、及び調整 タイ国は気候変動枠組条約下の新たな国際的合意に基づき、その約束草稿

を再評価し、調整を行う権限を保持する。 

 

 尚、草稿に記載される主要事項中、緩和に関する記載は以下の通りである。 

 タイ国における温室効果ガス排出状況として、2012 年度の一人当たり温室効果ガスは

5.63tCO2e、国内総生産あたりの排出量は 409.54TCO2e/百万米ドルであった。 

 ペルー国リマで COP20 が開催された時点でタイ国政府のは、既に 4%の削減を実現しており、

引き続き 2020年までに政府のコミットメントである 7%の削減を実現すべく取り組んでいく 

 エネルギーセクターにおいては 1980 年初頭より発電燃料の石炭から天然ガスへの転換を推

進しており、結果 2005 年度の実績で総発電量の 72%の電力が天然ガス発電所で発電された電

力となっている。よってエネルギーセクターにおける一層の温室効果ガス削減手法は限定で

且つ高コストとなる。 

 エネルギー省は、エネルギー安全保障、経済とエコロジーを軸とし、電源開発計画(2015-

2036)、エネルギー効率化計画(2015-2036)、代替エネルギー開発計画(2015-2036)を策定、

2036 年までの再生可能エネルギー導入率を施設容量ベースで 20%、消費ベースで 30%などと

設定している。 

 環境持続可能な輸送システム計画(2013-2031)では、バンコク都におけるバス輸送システム

の改善、鉄道の複線化、路線拡張などに加え、二酸化炭素排出量に基づく重量税制の導入に

よる温室効果ガスの削減を見込んでいる。 

（2）都市固形廃棄物 

1）タイ国の現況 

 タイ国における都市固形廃棄物に係る様々なデータ、資料は、天然資源環境省傘下の公害管理

局により環境白書などとして公表されている。2017 年の時点での最新版は同局が公表する“仏歴

2559 年タイ国における都市廃棄物の現況(2016 年)”である。同に記載されるタイ国における都

市固形廃棄物のフローは以下、図 ３-1 の通り。また以下に同報告書の概要を抜粋する。 
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図 ３-1 タイ国における都市固形廃棄物フロー 

出典: 天然資源環境省公表資料に基づき調査実施主体にて作成 

 

都市固形廃棄物発生量 

 2016 年度の都市固形廃棄物発生量は年間 27.06 百万トン、1 人 1 日当たりの平均排出量は 1.14

キロで、それぞれ前年度比 0.6%、0.9%の増加となっている。2008 年間以降の発生量、1 人 1 日

当たりの排出量の推移は以下、図 X の通りであり、主に景気変動による一時的な減少はあるが、

概して増加傾向にある。 
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図 ３-2 タイ国における都市固形廃棄物排出量変遷 

出典: 天然資源環境省公表資料に基づき調査実施主体にて作成 

 

 但し、上記統計値は、行政区毎に 1 日 1 人当たりの排出量を推定し、同推定値に人口を乗じて

算出されたものである。行政区毎に 1 日 1 人当たりの排出量は、仏歴 2555 年(2012 年)に公害管

理局が設定したもので、詳細は以下、表 x の通りとなっている。また人口は住民票に基づき作成

されたセンサスで公表される値を使用しているが、住民票を移転せず移住している排出者、住民

登録を行わない外国人、旅行も含めて一時的に滞在する排出者についてどのように反映されてい

るかは、公害管理局が資料を開示していないため不明である。 

 

行政区分別、一人一日当たり廃棄物排出量 

行政区分(タイ語名) 都市固形廃棄物発生量(kg/person/day) 

大都市  (ﾃｻﾊﾞｰﾝ･ﾅｺｰﾝ) 1.89 

中都市 (ﾃｻﾊﾞｰﾝ･ﾑｱﾝ) 1.15 

小都市(ﾃｻﾊﾞｰﾝ･ﾀﾝﾎﾞﾝ) 1.02 

パタヤ特別市 3.90 

SAO(ｵﾝｶｰﾝ･ﾎﾞﾘﾊｰﾝ･ｽﾜﾝ･ﾄﾝﾃｨﾝ) 0.91 

出典: 天然資源環境省公表資料 

 

 発生源別、発生量では、バンコク都で 4.21 百万トン(16%)、パタヤ特別市、及びその他の市で

11.16 百万トン(41%)、SAO で 11.69 百万トン(43%)となっている。 
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収集運搬 

 タイ国における都市固形廃棄物の収集運搬は、処理・処分と併せて地方自治体の責務と法律で

規定されている10。タイ国内には上記、法の規定による都市固形廃棄物の収集・運搬に責を負う地

方自治体が 7,777 団体あり、内 60.6%に相当する 4.711 団体が所管地区内の都市固形廃棄物の収

集・運搬役務を提供している一方で、39.4%に相当する 3.066 団体が役務を提供していない。タ

イ国政府は役務が提供されていない地区について十分な情報を収集できておらず、更なる情報収

集が必要としながらも、役務未提供地区は概して、過疎地区で人口密度が低く、居住者の住居が

点在、また多くの場合、居住者は住居に隣接して土地を保有していることから、リサイクル可能

な廃棄物はリサイクル、所有地に埋め立て可能な有機系廃棄物など廃棄物は簡易埋め立てなどに

よる処理がなされているものと推察されるとしている。尚、収集運搬役務提供地区と未提供地区

で発生している廃棄物量は、それぞれ年間 21.05 百万トン(77.8%)、6.01 百万トン(22.2%)と推計

されている。中継基地は、国内に 14 ヵ所、官営、民営それぞれ 7 か所となっている。 

 

処理・処分 

 2016 年度における都市固形廃棄物の処理・処分は、大別してリサイクル 5.81 百万トン(21%)、

適正処理 9.57 百万トン(35%)で前年からそれぞれ 3%、4%増加している。2008 年度以降の処理・

処分の区分別変遷は以下、図 X の通りである。ここで適正処理とは、Sanitary Landfill、及び日量

50 トン以下の埋立を行う Controlled Dump、コンポスト化、焼却、その他で、年間の処理別・処

理量は、それぞれ 7.82 百万トン、0.5 百万トン、0.7 百万トン、0.55 百万トンとなっている。 

 

 

図 ３-3 タイ国における都市固形廃棄物処理・処分区分別数量変遷 

出典: 天然資源環境省公表資料に基づき調査実施主体にて作成 

                                                      

10 仏歴 2560 年 国家清潔秩序維持法・改正法 第 34 条 2 項 
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処理施設・処分場の区分別詳細は以下、表 x 通りである。タイ国内には 2,480 ヵ所の OPEN 

DUMP 最終処分場など不適切とされる処分場があり、地方自治体、並びに民間企業が管理運営を

行っている。他方、適正処理施設・処分場は 330 ヵ所となっており、内訳は Sanitary Landfill 92

ヵ所、Controlled Dump 202 ヵ所、排ガス処理設備を併設する焼却施設 19 か所(内、日量 10

トン以下の焼却施設 12 か所)、コンポスト化 12 か所、MBT 5 か所である。 

 

表 ３-2 タイ国における処理・処分区分、官民区分別施設数 

処理・処分方法 官営 民営 

1．適正処理 (計 330 ヵ所) 

1) Sanitary Landfill 84 8 

2) 日量 50 トン以下の埋立を行う Controlled Dump 129 73 

3) 排ガス設備を併設する焼却施設 1 6 

4) 同 日量 10 トン以下 12 - 

5) コンポスト化施設 9 3 

6) MBT 4 1 

2．不適正処理 (計 2,480 ヵ所) 

1) 日量 50 トン以下の埋立を行う Controlled Dump 6 9 

2) Open Dump 1,802 255 

3) 野焼など(焼却炉を使用しない焼却処理) 326 8 

4)  排ガス設備を併設しない焼却施設 59 15 

出典: 天然資源環境省公表資料に基づき調査実施主体にて作成 

 

 また上記表 ３-2 に記載される施設中、本調査対象事業である焼却施設については、所在地は

以下の通りである。 

 

表 ３-3 排ガス処理施設を付設する焼却施設 

区分 官保有施設所在地 (1 ヵ所) 民間保有施設所在地 (6) 

1 Ayutthaya Bangkok 

2  Songkhla 

3  Phuket 

4  Khon Kaen 

5  Kanchanaburi 

6  Saraburi 

 

表 ３-4排ガス処理施設を付設する焼却施設(日量 10トン以下) 

官保有施設所在地 (12 ヵ所) 
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県名 炉数 

1 Phitsanulok 2 

2 Phichit 1 

3 Kamphaeng Phet 1 

4 Prachin Buri 1 

5 Ratchaburi 2 

6 Nong Khai 1 

7 Loei 1 

8 Rayong 1 

9 Nakhon Si Thammarat 1 

10 Krabi 1 

 

広域区 

 タイ国政府は内務省・地方自治体局が中心となり廃棄物の広域処理を推進している。2017 年末

時点で内務省が公表する広域計画区は 324 区、内訳は日量 500 トン以上が搬入される大型区が

10 区、300-500 トンの中型区が 11 区、日量 300 トン未満の小型区が 303 区である。 

 

国家目標 

 タイ国政府は廃棄物管理における国家目標を次の通り設定している。 

 

【枠組み】 

 子供を含む市民の啓発、3R の理念に基づく民間企業による発生源での排出削減 

 廃棄物の有効利用とエネルギー転換を主とする地方自治体の広域化と中央処理施設の利用

による都市固形廃棄物と有害廃棄物の適切な廃棄方法の確立 

 全てのセクターの都市固形廃棄物、有害廃棄物管理への参加 

 

【目標】 

 内容 目標値・年度 

1 都市固形廃棄物の適切な廃棄 (19.6 百万トン) >75% 2021 

2 埋立ゴミの適正処理・処分 (30.5 百万トン) 100% 2019 

3 家庭で発生する有害廃棄物の適正処理・処分(0.17 百万トン) >30% 2021 

4 感染性廃棄物の回収と適正処理(0.05 百万トン) 100% 2020 

5 有害産業廃棄物の適正処理 (2.06 百万トン) 100% 2020 

6 地方自治体による域内（家庭）での分別廃棄システムの導入 (3,889 

自治体) 

>50% 2021 
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1）チェンマイ県 

チェンマイ県では、上述する 210 の行政区から年間 605,351.16 トンの都市固形廃棄物が発生

している。210 の行政区中、自治体が民間などへの業務委託も含め、収集運搬役務を提供してい

る地区は 149 地区、役務提供が行われていない地区は 61 地区となっている。収集運搬後も含め

た県内の都市固形廃棄物フローは以下、図 ３-4、並びに表 ３-5 の通りである 

 

 
図 ３-4 チェンマイ県 都市固形廃棄物フローチャート 

出典: 天然資源環境省公表資料に基づき調査実施主体にて作成 

 

表 ３-5 チェンマイ県内・区分別廃棄物量 

収集 発生 利用 適正処理 不適正処理 

埋立 ｺﾝﾎﾟｽﾄ 焼却 その他 

収集区 485,773.54 166,035.60 252,545.16 0.00 0.00 0.00 67,192.77 

非収集区 119,577.63 25,875.68 0.00 0.00 0.00 0.00 93,701.95 

計 605,351,16 191,911.28 252,545.16 0.00 0.00 0.00 160,894.72 

出典:  天然資源環境省公表データに基づき調査実施主体にて作成 
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都市固形廃棄物発生状況 

 県内における都市固形廃棄物は県内 210 の自治体所管域内、並びに県自治体所管区域で年間

60.5 万トンが発生している。  

 

収集・運搬 

 収集運搬は県内 210 の自治体中、149 の自治体が役務を直接、乃至は民間企業に委託を行う形

で提供を行っている一方で、61 の自治体は収集運搬役務を提供していない。収集運搬されている

廃棄物量は年間 48.6 万トンであった。収集された廃棄物の運搬先は、リサイクル品買取店、再利

用施設への搬送が年間 16.6 万トン、埋立処分場への搬送が同 25.3 万トンとなっている。 

 

処理・処分 

 上述する通り、収集された都市固形廃棄物は、リサイクル品買取店、乃至は最終処分場に搬送

され処理・処分されている。適正最終処分については適正最終処分場が Wiagn Fang に

Engineering Landfill、Doi Saket と Hort にそれぞれ Sanitary Landfill があり、いづれかへの搬送

が行われているものと推察される。他方、収集運搬役務が提供されていない地域における処理・

処分は、再利用が年間 26 トン、不適切な処分が同 94 トンとなっている。 

処理処分区分 数量(t/d) 

Control Dump 49.73 

Engineer Landfill 88.72 

Incinerator 20.20 

Open dump 157.65 

Sanitary Landfill 600.00 

 

有害廃棄物(蛍光灯、農薬など容器、乾電池、スプレー缶など) 

 県内における有害廃棄物の収集・運搬、処理は、地方自治体がそれぞれの所管域内に専用の回

収箱を設置し、回収、その後、一時保管を行っている。内務省は市町村が回収した有害廃棄物は

県が回収、一時保管した上で、適正処理を行うという方針を打ち出しているが、2018 年 2 月現
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在、チェンマイ県庁は具体的な方策を検討している段階にある。 

 

広域化 

 タイ国における廃棄物の適正管理は、内務省、並びに天然資源環境省が中心となって推進され

ている。具体的には両省で国家計画を策定し、同計画を県に通知、計画に示される目標達成のた

めの計画を各県毎に作成することになっている。県庁は中央省庁の出先機関として、県内の各地

域で廃棄物管理を所管する地方自治体から情報収集を行うと共に、計画策定、管理支援などを行

っている。また政府は都市固形廃棄物適正管理のための広域化(クラスター化)を推進しており、

広域化を含めた県内関係者の利害調整を、知事を議長とする県廃棄物管理委員会の運営を通じて

実施している。天然資源環境省、内務省の指示を受け県が公表する広域化計画などは以下の通り

である。 

 

ｸﾗｽﾀｰ 

(区分) 

ｸﾗｽﾀｰ名 域内都市ゴミ 

発生量 

埋立ゴミ 

賦存量 

ｸﾗｽﾀｰ内・地方自治体(郡) 

１ 

(L2) 

FANG 357.85t/d 7,806.75t Mea Ai、Fang、Chai Prakan、Phrao、

Chiang Dao、Wiang Haeng 計 6 郡 

２ 

(L1) 

DOI 

SAKET 

995.93t/d 12,081.36t Mae Thong, Doi Saket、San Sai、Mae 

On、San Kampheaeng、Saraphi、Muang 

Chaingmai、Mae Rim、Hang Dong、

Samoeng、Galyani Vadhana 計 12 郡 

３ 

(L2) 

HORD 365.14t/d 2,100.41t Mae Chaem、Mae Wang、San Pa Tong、

Doi Lo、Chom Thong、Hot、Doi Tao、

Om Koi 計 8 郡 
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図 ３-5 チェンマイ県・廃棄物管理・処理クラスター化案 

出典: チェンマイ県・環境局 

 

 上記マスタープラン中、クラスター２については、チェンマイ Provincial Administrative Office 

(以下チェンマイ PAO)が、DOI SAKET 郡に分別施設、コンポスト化施設、最終処分場を含む廃

棄物処理センターを建設しているが、稼働後に施設が故障、同故障により計画通りに廃棄物の処

理が進まなかったことから、衛生面、悪臭などの問題が発生した。結果、周辺住民による反対運

動が発生し、運営を休止していたが、2017 年に入り、故障した施設を修繕、新たに運営会社を起

用するなどを行った上で、Doi Saket 郡内の一部の市町村からの都市固形廃棄物を試験的に受け

入れるなど運営を再開している。 

 

ゴミ質 

 本調査対象事業・事業化の後に施設で処理を行うこととなる県内で発生する一般廃棄物のゴミ

質調査を以下の要領で実施した。 
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 概要 

 本調査で対象とする施設整備事業を検討する上で必要となるチェンマイ県における都市固形

廃棄物・ゴミ質調査を以下の通り実施した。 

検体収集地 : チェンマイ県・チェンマイ市内ハイヤー区・都市固形廃棄物中継基地 

  

 

GPS : 北緯:18.774735 東経:98.978437 

検体収集期間 : 2017 年 9 月 24-30 日 

検体収集機関 : チェンマイ大学 

 

 Hai Ya 中継基地は、チェンマイ市・南部に位置する市が所有する中継基地で市内で収集された

廃棄物は同中継基地に搬送され、大型車輛に積替えた後、県南部 HORD 郡に位置する最終処分

場に搬送、埋立処分されている。 

 

 検体収集方法 

検体収集期間中の Hai Ya 中継基地での都市固形廃棄物受入量は以下の通りであった。 

 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

廃棄物量(t) 182 221 227 189 203 217 175 198 227 0175 

 

 分析手法 

 検体収集以降の分析フロー、及び手法は以下の通り。 
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- 嵩比重分析 

 比重分析は環整 95 号に基づき以下の手法を用いて行った。具体的には(i) 抽出した検体を容量

100L のプラスティック容器に一杯まで入れ、(ii) 30 ㎝程度の高さから落下させる (iii) (ii)にて

生じる上部の空き容量に検体を一杯まで入れる (iv) 上記(ii)と(iii)を 2 回繰り返す(計 3 回)、そ

の後 (v) 重さを計量し、(vi) (v)から空容器の重量を減算し、検体の重量を得る。(vii) (vi)で得

られた重量を容器の容量で除した値を持って嵩比重とした。 

 

比重分析作業 

 

- 組成分析 

 組成分析は WET ゴミと DRY ゴミの 2 種類で行った。WET ゴミの組成分析は上記検体を裁断

した後、更に四分法を繰り返し、約 0.15L とした上で、(i) 厨芥、(ii) 紙類、(iii) プラスティッ

ク、(iv) ゴム・皮革、(v) 金属、(vi) ガラス・陶器類(vii)、草木類 (viii) 布・繊維、(ix) その他

の 9 分類に区分した。 DRY ゴミは上記 WET ゴミをオーブンで乾燥させた後、WET 同様、9 分
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類に区分、検量を行った。尚、組成分析は WET、DRY 共にチェンマイ大学の分析室で実施した。 

 

- 強熱減量・化学的酸素要求量 

 バイオガスの回収・利用事業・事業化を検討する上で参考となる、有機系廃棄物の強熱減量と

化学的参与要求量に係る調査を実施した。調査は収集したサンプルを組成毎に分別した上で、電

気マッフル炉を使用し乾燥させた試料を 700-800℃で 1 時間加熱した。 

 

 分析結果 

- 嵩比重 

 嵩比重は以下の通りであった。 

単位 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

嵩比重 0.15 0.22 0.22 0.16 0.20 0.25 0.15 0.19 0.25 0.15 

 

- 組成分析 

 組成分析の結果は以下の通りであった。 

WET(％) 

ゴミ区分 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ 21.97 21.47 22.53 25.71 22.07 21.21 22.82 22.54 25.71 21.21 

紙 8.22 8.22 6.96 9.11 5.54 3.96 11.36 7.63 11.36 3.96 

布･繊維 6.38 1.21 2.51 1.24 - 0.75 1.18 1.90 6.38 0.00 

ｶﾞﾗｽ 5.08 2.74 3.87 4.18 3.00 3.16 2.70 3.53 5.08 2.70 

金属 1.14 0.70 0.16 0.92 0.64 1.01 0.83 0.77 1.14 0.16 

ﾊﾞｲｵﾏｽ - 0.38 0.31 0.51 0.01 0.14 0.66 0.29 0.66 0.00 

厨芥 54.72 64.43 63.12 57.02 68.33 68.13 59.95 62.24 68.33 54.27 

ｺﾞﾑ 0.03 0.01 - 0.12 - 0.29 - 0.07 0.29 0.00 

その他 2.45 0.83 0.54 1.17 0.42 1.34 0.50 1.04 2.45 0.42 

 

DRY(％) 

ゴミ区分 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ 27.65 33.73 35.88 38.15 36.34 35.15 37.38 34.90 38.15 27.65 

紙 10.61 11.45 10.26 11.95 7.29 6.44 17.38 10.77 17.38 6.44 

布･繊維 4.50 0.99 2.16 1/12 0.00 0.64 0.88 1.47 4.50 0.00 

ｶﾞﾗｽ 6.88 4.25 6.30 6.39 4.96 5.25 4.39 5.49 6.88 4.25 

金属 1.61 1.12 0.26 1.34 1.05 1.71 1.37 1.21 1.71 0.26 
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ﾊﾞｲｵﾏｽ 0.00 0.43 0.35 0.47 0.01 0.16 0.82 0.32 0.82 0.00 

厨芥 45.15 46.65 43.93 38.71 49.67 47.84 36.99 44.14 49.67 36.99 

ｺﾞﾑ 0.05 0.02 0.00 0.12 0.00 0.46 0.00 0.09 0.46 0.00 

その他 3.55 1.36 0.87 1.74 0.68 2.33 0.79 1.62 3.55 0.68 

 

 

 

- 三成分 

 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

灰分 5.65 6.50 4.61 7.21 6.51 6.10 6.28 6.12 7.21 4.61 

水分 23.99 30.29 28.45 25.50 30.73 30.67 25.76 27.91 30.73 23.99 

可燃分 70.36 63.21 66.94 67.29 62.76 63.24 67.96 65.97 70.36 62.76 

 

- 有機物・強熱減量(%) 

 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

紙 84.48 86.25 87.66 84.36 85.63 86.37 88.56 86.62 88.56 84.38 

厨芥 88.86 83.32 92.48 82.21 87.54 91.43 90.99 96.60 88.12 82.21 

ﾊﾞｲｵﾏｽ - 97.39 97.04 96.24 96.41 96.28 96.26 96.60 97.39 96.24 

 

化学的酸素要求量 

 2017 年 9 月 平均 最大 最小 

24 日 25 日 26 日 27 日 28 日 29 日 30 日 

有機系廃棄物 - - - - - - - - - - 

廃水 21,486 13,075 17,905 17,406 18,571 29,481 26,150 20,582 29,481 13,075 

 

1）国家方針 

 タイ国政府は、2014‐2036 年度の国内長期経済成長率を GDP ベースで平均 3.95％/年、人口

増加率を 0.03 と推定する一方で、省エネなどの効果を盛り込み、電力需要を年間 2.67％増と試
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算、結果、2036 年度の電力需要を 326,119GWh、要求施設容量 49,655MW としている。同需要

に対して 2014 年時点で、上記の通り 37,612MW の施設容量があり、2015-2036 年の期間中に

24,736MW の施設が廃止される見込みである。同より、2015‐2036 年の期間の新規設備容量導

入計画を区分別に以下の通り設定している。 

 

 区分 施設容量(MW) 

1 再生可能エネルギー 21,648 

(内訳) 国内 12,105 

国外 9,543 

2 揚水発電  2,101 

3 コジェネレーション発電  4,119 

4 コンバインド・サイクル  17,478 

5 火力・原子力発電  12,113 

計 57,459 

 

現況 

 2014 年度の電源構成は以下、の通りである。 

施設容量 

1 コンバインドサイクル 21,145 56.2 

2 火力 7,538 20.0 

3 再生可能エネルギー 8,476 22.5 

4 ガス・タービン、ディーゼル発電機 154 0.5 

5 EGAT-TNB 接続 300 0.8 

計 37,612 100.0 

 

電源開発計画 

2017 年 2 月 8 日にエネルギー省が公表していた 2017 年度の再生可能エネルギー分野での買電

計画に基づく、売電事業公募が 2017 年 8 月 4 日付で公示となった。同により、電源開発計画に

記載されていなかった SPP HYBRID FIRM、VSPP＋SEMI FIRM の実施が確実となった。公示

も含めた 2017 年度の電源開発計画は以下の通りとなった。 

電源開発計画における再生エネルギー割当 850-1,000MW 

電源 新規 SPP HYBRID FIRM 300MW 

新規 VSPP SEMI FIRM 289MW 

新規 南部バイオマス(政府) 53MW 

既定 太陽光(民間) 119MW 

既定 都市ゴミ焼却発電 78MW 

既定 南部(バイオガス) 8MW 
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既定 太陽光(政府) 100MW 

計 953MW 

 

 エネルギー省は 2017 年 2 月 8 日のプレス・リリースで、2017 年の電源開発計画における新規

施設容量について 850-1,000MW と公表しており、今回の公表・公示でほぼ目標値を達成するこ

ととなる。今回の SPP HYBRIDFIRM については、当初、政府枠の太陽光発電に 400MW が割当

られていたものが政府枠を 100MW に縮小し、差分を割り当てたものとの見方もあるが、現時点

で政府は「既存のスキームは継続し、新たに SPP HYBRID 他のスキームを加えた」としている。 

同枠での買電については、エネルギー規制評議会の 2017 年 9 月 27 日付けの告示通り実施され、 

2017 年 12 月 14 日付、告示にて交渉権を獲得して企業 17 社が、以下、表 ３-6 の通り公表され

た。 

 

表 ３-6 SPP HYBRID 交渉権獲得企業 

No. 事業者名 事業サイト 発電容量 

（MW） 

買電容量 

(MW) 

1 Kaset Phol Power Plant Co., Ltd. 

(Kaset Phol Power Plant Project) 

Udon Thani 40.00 27.00 

2 Korach Industry Co., Ltd. 

(Biomass Power Project 3) 

Nakhon Ratchasima 22.00 13.84 

3 Sri Chaopraya Co., Ltd. 

(Thung Yai 1 Clean Power Plant Project) 

Nakhon Si 

Thammarat 

25.00 21.50 

4 Bio Power Plant Co., Ltd. 

(Thung Yai 2 Clean Power Plant Project) 

Nakhon Si 

Thammarat 

25.00 21.50 

5 Thaico Technology Co., Ltd. 

(SPP Hybrid Firm Renewable Energy 

Project, 2017 24 MW (Krabi)) 

Krabi 30.00 24.00 

6 Thaico Technology Co., Ltd. 

(SPP Hybrid Firm Renewable Energy 

Project, 2017 16MW (Pathio-

Chumphon)) 

Chumphon 20.00 16.00 

7 Thaico Technology Co., Ltd. 

(SPP Hybrid Firm Renewable Energy 

Project, 2017 16 MW (Udon Thani)) 

Udon Thani 20.00 16.00 

8 Sri Chaopraya Co., Ltd. 

Ranong Clean Power Plant Project 

Ranong 23.00 20.00 

9 Mitr Phol Bio-Power (Phuviang) Co., 

Ltd. (SPP Biomass Power Plant Project 

Khon Kaen 27.00 16.00 
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No. 事業者名 事業サイト 発電容量 

（MW） 

買電容量 

(MW) 

Mitr Phol Bio-Power 5) 

10 Thaico Technology Co., Ltd. 

(SPP Hybrid Firm Renewable Energy 

Project, 2017  16 MW (Sawee-

Chumphon)) 

Chumphon 20.00 13.85 

11 Surin Electric Co., Ltd.  

(Surin Power Plant Project (Project 3)) 

Surin 

 

22.00 11.29 

12 Blue Solar Farm 1 Co., Ltd. 

(Blue SPP Jawrakeyai Project) 

Suphan Buri 35.60 12.00 

13 Bio Power Plant Co., Ltd. 

(Khlong Khlung Clean Power Plant 

Project)  

Kamphaeng Phet 20.00 13.31 

14 Bang Sai Phumiphat 16 Co., Ltd. 

(SPP Hybird Sukhothai Project) 

Sukhothai 17.00 13.29 

15 Super Solar Energy Co., Ltd. 

SPP Hybrid Firm Renewable Energy 

Project, 2017) 

Sa Kaeo 32.00 16.00 

16 Bang Sai Phumiphat 20 Co., Ltd. 

(SPP Hybird Phichit Project) 

Phichit 26.00 21.00 

17 PST Energy 1 Co., Ltd. 

(Rong Fong Biomass power plant 

Project) 

Phrae 30.00 23.42 

 

尚、同スキームを利用して売電を行う場合に適用される買電タリフは以下の通りである。 

対象事業 買電価格(THB/UNIT) 契約期間 

FITF FITv FIT 

SPP HYBRID 

発電容量 10-50MW 

1.81 1.85 3.66 20 年 

出典: エネルギー規制委員会 

 

 都市ゴミ焼却発電への割当は表にも示す通り、第一期割当として 2016 年 10 月 22 日に公示

された Quick Win 枠 78MW のみが公示されている。同についても 2017 年 2 月 23 日で入札結果

発表延期に係る通知が告示されていたが、2017 年 11 月 14 日付で漸く、改訂スケジュールが告

示された。同告示には延期となった経緯なども記載されており、概要を以下に示す。 
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 エネルギー規制評議会・FIT 型・都市固形廃棄物由来発電事業からの売電に係る告示 

 

 エネルギー規制評議会の仏歴 2559 年 FIT 型・都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係る

告示（仏歴 2559 年 12 月第一号）(エネルギー規制評議会【都市固形廃棄物由来発電事業からの

買電に係る告示】)に関して、国家清潔秩序維持法(仏歴 2560 年・改訂第二法)を遵守する義務が

生じたため、法律に則り【都市固形廃棄物由来発電事業からの買電】に係る告示に改訂・追記を

以下の通り行う。 

 

第一項 本告示は【エネルギー規制評議会・FIT 型・都市固形廃棄物由来発電事業からの売

電に係る告示(…号) 仏歴】と呼称する 

第二項 本告示は告示日の翌日から効力を有するものとする 

第三項 エネルギー規制評議会【都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係る告示】第三

項【定義】中、“事業”の定義の後に“事業者”の定義を以下の通り追記する。 

“事業主”とは県自治体、市、町自治体、バンコク都、パタヤ特別市、及び法によ

り設置された地方自治体である 

第四項 エネルギー規制評議会【仏歴 2559 年都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係

る告示】第三項【定義】中、「内務省の都市廃棄物処理事業選定委員会」を削除す

る。 

第五項 仏歴 2559 年 Feed in Tariff における都市固形廃棄物発電事業からの発電電力買取

に係る【都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係る告示】第六項一条を以下に

改訂する 

 計画 予定 

1 2017 年 11 月 2 – 15 日 国家送電網・システム確認 

2 2017 年 11 月 7 日 説明会・及び申請準備開始 

3 2017 年 11 月 16 -30 日 申請 

4 2018 年 1 月 5 日 事業者発表 

5 2018 年 1 月 8 日 4 月 6 日 提示条件の確認、及び売電条件提示 

6 2018 年 5 月 4 日 事業者最終選考結果公表 

7 最終選考結果公表後 120 

日以内(2018 年 8 月中) 

電源公社、乃至電力公社による選定事業者と

の売電契約締結. 
 

第六項 エネルギー規制評議会【仏歴 2559 年都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係

る告示】中、第七項を削除し以下に改訂する 

“第七項 事業者申請、提示条件の確認、売電条件の提示を受理する場所 

エネルギー評議会・事務所 No. 319 19th Floor Chamchuri Square Phayathai Rd., 

Pathumwan Bangkok 10330 (エネルギー評議会は、申請書受理、提示条件確認依頼

書、売電条件に係る書類受理証明を発行)” 

第七項 エネルギー規制評議会【都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係る告示】第八
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項を以下に改訂する 

“事業者申請 

8.1 事業者となることを希望するものは本告示の添付書式と記載事項事項に従

い、権限を有する者が全ての頁に署名、押印（あれば）を行う。署名・押印は本紙

にも行い、同を持って原本とする。複製は 原本と複製の記載内容に違いがある場

合には原本に基づき検討を行う。 

8.2 事業者となることを希望するものは後段 11.1 項に記載する書類と共に事業者

申請書を提出せねばならない。 

(1) 本通知に基づく FIT を利用する都市固形廃棄物発電事業・事業者申請を行う

許認可取得に係る県管理機構、郡管理機構、バンコク都、パタヤ特別市、その他法

律で定める機関などの執行権限者からの承認書 

(2) 機関の代表としての執行者任命証と有効な公務員身分証明書、乃至は市民証

明書 

(3) 本通知に基づく FIT を利用する都市固形廃棄物発電事業に係る配電会社の電

力網との接続に係る検査報告書 

8.3 事業者となることを望むものは申請書を指定の期日内に指定の場所に提出な

らない。尚、事業者申請についての権限移譲を行う場合、授権者は後段 11.2 項に

記載する委任状と委任者、受任者それぞれの有効な公務員身分証明書、乃至は市民

証の写しに「原本の通り」と記載した書類を提出する。必要な書類が期日内に提出

されない場合、評議会は申請書を受理しない。 

第八項 エネルギー規制評議会【都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係る告示】に第

8/1 項として以下を追加する。 

第 8/1 項 売電申請 

超小規模発電事業者(以下 VSPP 事業者)、即ち第八項に基づく共同事業者は以下

に記す 4 種の申請書を別々に提出せねばならない。  

書類 数量 

1. 売電提案書・申請書 1 式 

2. 売電提案・申請書提出に係る提出書類一覧 1 式 

3. 売電提案・申請に係る保証 1 式 

4. 上記 1-3 の書類写し. 3 式 

(2) VSPP 事業者は本告示の後ろの書式と指示通りに売電提案・申請書を作成し、

権限保有書が原本の全ての頁に明瞭に署名を行い、且つ(あれば)押印を行う。同は

原本として保管する。 上記の原本を基に 3 部の副本の作成する。仮に原本と副本

の間に相違があった場合は、原本に基づき考慮を行う。 

(3) VSPP 事業者は本告示 11.4 で規定する書式と VSPP 事業者証明書に基づく売

電提案・申請書と 11．7 で規定する書式を記す保証書を併せて提出する。申請書の

提出を委任する場合には、11.5 項で規定する書式を使用し、委任状と委任者、受任
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者それぞれの有効な市民証の写しに「原本の通り」と記載した書類を提出する。ま

た授権者は市民証の原紙を提示する。 

(4) 売電申請を行う VSPP 事業者は指定された日時に指定された場所に書類を本

告示に基づく保証と共に提出する。保証書の無い申請は受理しない。 

(5) 評議会は売電申請を行った VSPP 事業者に対して、申請書の提出に際し、提出

書類を確認の上、書類受取証を提出者に発行する。 

(6) 売電申請を行った VSPP 事業者による記載内容の改訂を以下を除き認めない。 

1) 申請書の返却申請を書面で行った場合 

2) 新規の提案・申請書は 6.1 項に規定する期日内に提出する。本告示に基づき、

提案・申請書は評議会が新たに発行する受理順となる。 

第九項 エネルギー規制評議会【仏歴 2559 年 都市固形廃棄物由来発電事業からの FIT に

基づく買電に係る告示】第十一項を削除し、以下に改訂する 

第十一項 本告示の添付は本告示の一部とする。 

11.1 事業申請書 

11.2 事業申請書提出委任状 

11.3 送電網接続調査報告書 

11.4 売電提案・申請書 

11.5 売電提案・申請提出委任状 

11.6 売電提案・申請書提出書類一覧 

11.7 入札保証書 

11.8 FIT 制度での都市固形廃棄物発電事業からの買電適格性 

11.9 発電のための廃棄物焼却事業・事業一覧と内務省とバンコク都から第一期間 

(Quick Win Project)に実施を行う準備が整っているとの連絡を受けている 

地方自治体(OBT)の電力システムの受容量に係る情報 

11.10 事業所所在地（水源、自然保護区の中に位置してはならない） 

11.11 エネルギー規制評議会の仏歴 2558 年再生可能エネルギーを利用する

VSPP 事業者からの買電(太陽光を除く)に係る規定 

11.12 首都圏電力公社 仏歴 2558 年送電網接続規定 

11.13 地方電力公社 仏歴 2559 年送電網接続規定  

11.14 事業予定地に係る自己申告  

第十条 エネルギー規制評議会【仏歴 2559 年都市固形廃棄物由来発電事業からの買電に係

る告示】中、第 11.1 項から 11.11 項に記載する添付資料を取消し、本告示に添付

する書類と差し替える。 

 

 尚、上述する Quick Win 対象プロジェクトは以下、の通りである。 

 

表 ３-7 Quick Win 対象プロジェクト 
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No 県 事業主 建設予定地 事業数 買電容量 

(MW) 

1 Ayutthaya Ayutthaya PAO T. Maha Phram   

A. Bang Ban 

1 5 

Nakhonloung Subdistrict 

Municipality 

T. Bang Rakam   

A. Nakhon Luang 

1 8 

T. Nong Khainam   

A. Nong Khae  Saraburi 

1 8 

2 Nonthaburi Nonthaburi PAO (2) Moo 2 T. Khlong Khwang   

A. Sai Noi 

1 8 

Nonthaburi PAO (3) Moo 8 T. Khlong Khwang   

A. Sai Noi 

1 5 

3 Rayong Rayong PAO Moo 3 T. Nam Khok   

A. Mueang 

1 8 

4 Nong Khai Nong Khai PAO T. Phon Sawang  A.Mueang 1 6 

5 Krabi Krabi Town Municipality T. Sai Thai /  T. Thap Prik 

A. Mueang 

1 4.4 

6 Tak Mae Sod Subdistrict 

Municipality 

T. Maepa  A. Mae Sot 1 5.5 

7 Udon Thani Udon Thani City 

Municipality 

T. Nong Na Kham  A. 

Mueang 

1 8 

8 Bangkok Nong Khaem Waste 

Disposal Center 

45 Phutthamonthon Sai  3 

Nong Khaem, Bangkok 

1 3 

On nut Waste Disposal 

Center 

Soi On nut 86, On nut, Prawet, 

Bangkok 

1 3 

 

またエネルギー規制委員会が公表する各区分毎の電源開発スケジュール(再生可能エネルギー)

は以下、図 ３-6 の通りである。 
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図 ３-6 エネルギー規制評議会・再生可能エネルギー利用発電・電力買取計画 

 

 既述の通り、タイ国においては、一般廃棄物の適正管理は喫緊の課題であり、政府も最重要課

題の一つとして取り組んでいる。一方で、2014 年に取り組みを本格化させて以降の課題も明らか

になってきている。具体的には法規制の不備であり、法規施行上の課題であり、自治体のキャパ

シティーであり、財源の不足などである。過去 3-4 年に亘る政府の取り組みはそれらの課題を一

つづつ解決するものであり、廃棄物の広域処理の推進と同を前提とする施設整備による廃棄物の

適正処理は着実に前進している。 

 

４. 事業化推進・事業性評価 

 本調査では、チェンマイ県内の大規模広域区内・廃棄物処理センターにおける焼却発電事業、

並びに中小規模広域区、乃至は地方自治体におけるバイオガス回収・利用事業の事業化、並びに

同事業の JCM 事業登録を目標とし、事業化調査を行うと共に対象事業の事業性評価を行った。 

 

4-1 対象事業概要 

（1）廃棄物焼却発電事業 

1）概要 

 本調査において廃棄物焼却発電施設事業化対象とする事業の概要は以下の通りである。 
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事業主体 : Chiang Mai Waste 2 Power Co., Ltd. 

事業サイト : チェンマイ県ホート郡バンタン区 7 

GPS : 北緯: 18.037563 東経: 98.708333 

所在地図 : 

 

施設概要 : 10MW 程度の容量を有する廃棄物焼却発電施設、乃至は RDF 発電施設 

 

2）事業主体 

 事業主体は上述の通り、Chiang Mai Waste 2 Power 社(以下、CMW2P 社)である。同社の概要

は以下の通りである。 

会社名 : Chiang Mai Waste 2 Power Co., Ltd. 

本社所在地 : タイ国バンコク都 

資本金 : 20 百万バーツ(約 7 千万円) 

設立年 : 2015 年 

株主 : Ferrum Energy Co., Ltd. 100％ 

 

 同社はタイ国証券取引所上場企業である通信機器販売大手 Ferrum 社の 100％出資子会社であ

る Ferrum Energy 社を通じて設立した会社である。業容は非有害廃棄物の処理と処分となってお

り、実質上チェンマイ県ホート郡バンタンにおける都市固形廃棄物焼却発電事業への投資と事業

運営を目的とする特別目的会社である。尚、Ferrum 社は対象とする事業では県内で発生した都市

固形廃棄物、乃至は埋立処分場に埋設されている廃プラ由来の RDF を利用するため、最終処分

場の所有者であり、域内で発生する都市固形廃棄物の収集運搬、並びに最終処理業務を行ってい

るバンタン・グループとの間で協力協定を締結した上で、CMW2P 社を設立している。 尚、親

会社にあたる Ferrum 社の概要は以下の通りである。 

会社名 : Ferrum Public Company Limited 

所在地 : M-LINK BUILDING, 73 SOI SUKHUMVIT 62, SUKHUMVIT 

ROAD, BANG JAK, PHRA KHANONG, Bangkok10260 

ホームページ : http://www.ferrum.co.th/index.html 

設立年 : 1998 年 

http://www.ferrum.co.th/index.html
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事業概要 : 携帯電話関連事業、エネルギー関連事業 

資本金 : THB2,006,000,000.- (約 66.2 億円) 

従業員数 : - 

売上高 : THB1,164,140,000.-(約 38.4 億円) 

支社・関連会社 : Ferrum Energy Co., Ltd. 

Ferrum Asia Energy Co., Ltd. 

Chiang Mai Waste to Power 2 Co., Ltd. 他、多数 

 

（2）バイオガス回収・利用事業 

 都市固形廃棄物からのバイオガス生成・利用については北九州市内に本社を置く日本プライス、

マネジメント社と共に同社の有する高効率バイオガス生成施設を核とする施設をチェンマイ県

内の地方自治体に導入すべく以下の活動を行った。 

 

 チェンマイ県統合廃棄物管理セミナーでの会社、技術、製品の紹介 

 チェンマイ県内自治体中、関心を表明している自治体の実地調査 

 チェンマイ県内自治体を対象とするアンケート調査 

 アンケート調査の回答に基づくフォローアップ 

 第一次選定サイトにおけるゴミ質分析調査 

 

1）会社・技術・製品紹介など 

まずチェンマイ県統合廃棄物管理セミナーでの会社、技術、製品の紹介については、2017 年 8

月 23 日にチェンマイ市内で開催した第一回現地ワークショップを含む第二回現地調査に日本プ

ライスマネジメント社から吉社長が参加し、同社の会社、技術、製品の紹介を以下の通り行った。 

時期 内容 

8 月 22 日 第二回公式協議会にて同社の会社概要、技術、製品をチェンマイ県、並びにチ

ェンマイ大学に紹介 

8 月 23 日 第一回現地ワークショップにてワークショップに参加する県内の自治体（160

自治体）に会社概要、技術、製品を紹介。その後、自治体との個別協議会で質疑

に対応 

8 月 24-25 日 事前に関心表明のあったインタキン市、ムアンガイ市を訪問、サイト視察と関

係者との個別協議を実施 
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第二回公式協議会(左)と第一回現地ワークショップで講演する吉社長(右) 

 

 セミナー開催の翌日以降、県内で関心を表明している地方自治体 2 都市(8 月 24 日には県内の

インタキン市、翌 25 日にはムアンガイ市)を訪問し、両市の廃棄物管理状況、バイオガス発生・

利用施設導入に関して意見交換を行った。両都市における協議概要は以下、4-3 3)に記載する通

りである。 

 

2）県内自治体の関心 

 続く県内自治体を対象とするアンケート調査では、事前に関心表明のあった県内 4 自治体に加

え、可能性のあると思われる自治体に対して質問票を配布し回収・検討を行った。質問票は、調

査実施主体が、バイオガス生成・利用事業・事業化を前提に必要となる情報を収集する目的で、

環境省の公表するメタンガス化施設整備マニュアル(改訂案)も参照に原案を作成、チェンマイ県

庁、チェンマイ大学とも協議の上、最終化を行ったもので、チェンマイ県庁がこれまでの各地方

自治体との交信の中で、関心があると認識している自治体を対象に配布を行った。質問票の回収

結果を含む自治体の関心は以下、表 ４-1 の通りである。 

 

表 ４-1 チェンマイ県内自治体によるバイオガス事業関心表明状況 

 自治体名 郡名 状況 

1 Mae Jo 市 Sansai Biogas 事業に関心あるも予算確保が課題 

2 Donkaew 市 Sansai 市は現在、家庭でのバイオガス回収装置を試験中

だが、課題があり、家庭レベルでの装置の改善、

または収集を前提とする施設導入について、支援

に期待 

3 Muang Gai 市 Chiang Dao 関心あるが、質問票への回答は未だ 

4 Intakhin 市 Mae Taeng 同上 

5 Wiang Fang Fang 同上 

6 Doi Saket Doi Saket 焼却発電を優先して検討。バイオガスは焼却発電

事業の実施が困難であれば検討の可能性あり 
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7 Ku Chang SAO  観光象園が散在する地区で廃棄物を含む環境の

観光産業への影響を懸念。象園が園内で発生する

有機物（象糞）の処理を検討していることから、

同処理施設での域内発生有機系廃棄物の処理併

用を検討中。 

 

4-2 事業化推進‗北九州市による県統合廃棄物管理支援 

チェンマイ県における統合廃棄物管理は、チェンマイ県が計画するチェンマイ県エコ・タウン

事業の中核であり、統合廃棄物管理を通じて県内の廃棄物管理の適正化を推進したいとするチェ

ンマイ県庁の強い要望に基づき、北九州市が 2017 年 5 月以降、支援を行っている事業である。 

 

（1）実施方針 

本調査のキックオフ、並びに第一回公式協議会を兼ねた協議の席上、日本側から、以下の提案

を行い県知事から承認を得た。 

 本調査は環境省の委託事業であり、日本政府の推奨する JCM 事業・事業化を目指すもので

ある。北九州市はチェンマイ県からの統合廃棄物管理支援に対する要望を承知しており、統

合廃棄物管理支援を上記、環境省の委託事業の趣旨と平行して進める。 

 具体的には県の統合廃棄物管理計画策定におけるインフラ整備について、JCM の対象となり

得る事業については JCM 設備補助、並びに JCM 事業登録を前提として提案を行う。 

 支援の実施方法としては、図 ４-1 に示す通り、現況確認→目標確認→ギャップ分析→対策

検討→実施計画案策定とし、実施主体は県庁、北九州市は県が収集・提供する資料に対して

ギャップ分析以降の工程で技術的支援を行う。対策には適正処理のための技術を含むものと

し、廃棄物焼却発電やバイオガスの利用・回収を含むものとする。 

 支援事業の進捗状況は定期的に開催する公式協議にて報告・確認を行う 
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図 ４-1 チェンマイ県統合廃棄物管理支援作業フロー 

 

（2）県内自治体の廃棄物管理状況 

1）現況・課題 

 チェンマイ県における都市固形廃棄物の発生状況については、公害管理局が上記、図 ３-2 に

記す通りのデータを公表しているが、データ収集年度が 2015 年であることから、現況との乖離

が懸念されたため、県内地方自治体に対して、タイ国政府が配布する質問票の再記入を依頼、現

況確認を行うと共に県内の複数の自治体を訪問しヒアリングを実施した。結果、一部の地方自治

体を除き、域内で発生している廃棄物について正確な情報、・数値を把握していないことが判明し

た。尚、チェンマイ県庁が認識する廃棄物管理上の課題は以下、図 ４-2 の通りである。 

 

図 ４-2 チェンマイ県での廃棄物管理上の課題 
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 また本調査と特に関係性が高いと認識される広域化の

調整状況は、中央政府による県内地方自治体に対する廃棄

物処理の広域化推進にも拘らず、県内自治体の多くが所属

する広域区に係る回答を保留しているため、図 ３-5 に示

す計画にも拘らず、左図に資示す通りとなっている。具体

的には、北部では、Wiagn Fang 市に位置する廃棄物管理

センターを広域処理センター候補とし、同に Wiang Fang

郡、Prakan 郡、Mae Ai 郡 3 郡からの廃棄物を搬送・処理、

中部ではチェンマイ県自治体(PAO)が所有する廃棄物処

理センターを広域処理千センターとし、Doi Saket 郡の他、

周辺 3 郡からの廃棄物を受入れ、南部では民間企業が

HORD 郡に所有する最終処分場を広域処理センターと位

置付け、HORD 郡他、近隣の郡からの廃棄物受入れを行

っているが、いづれも広域化計画への参加を正式に表明し

ての搬送ではなく、あくまで単年度契約に基づく搬送となっている。また Chiang Dao 郡、Phrao

郡、Mae Chaem 郡など県内の 6 郡はどの広域区にも属さない独立郡となっている。 

 

 上述する県内 3 か所の広域処理センターの概要は以下の通りである。 

 

北部広域処理センター 

名称 : Wiang Fang 廃棄物処理センター 

所在地 : 617 Moo 3 T. Wiang Fang A. Fang, Chiang  Mai Province 

所有者  Wiang Fang 市 

敷地面積 : 150 ライ(24 ヘクタール) 

施設 : (i) 埋立処分場 

(ii) 分別施設 

(iii) コンポスト施設 

廃棄物受入量 : 日量 60-80 トン 

廃棄物受入地区 : Wiang Fang 郡 Prakan 郡、Mae Ai 郡内・地方自治体 

その他 : 上記以外の自治体からも廃棄物受入れの打診を受けているが、処理

能力の関係で受入れを断っている。処理能力が増強できれば、受け入

れを再開する可能性がある。 
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Wiang Fang 廃棄物処理センター内・処分場（左）と分別された廃プラ（右） 

 

廃プラの二次選別行程（右）とコンポスト製造ライン（最終工程）（左） 

 

中部広域処理センター 

名称 : Doi Saket 廃棄物処理センター 

所在地 : Ban Pa Tueng Noi Moo 1 T. Papong  A. Doi Sa Ket, Chiang Mai 

Province 

所有者 : チェンマイ県自治体（PAO） 

敷地面積 : 160 ライ(25.6 ヘクタール) 

施設 : (i) 埋立処分場 

(ii) 分別施設(日量 150t x 2 ライン) 

(iii) コンポスト施設（故障） 

廃棄物受入量 : 日量 300 トン（計画値=分別施設の容量に準拠）。実際には日量 30 ト

ン程度を受入中 

廃棄物受入地区 : Doi Saket 郡他、中部郡内自治体 

その他 :  
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Doi Saket 廃棄物処理センター内・最終処分場(右)と分別センター(左) 

 

Doi Saket 廃棄物処理センター土地利用図 

 

南部広域処理センター 

名称 : HORD 郡衛生埋立処分場 

所在地 : T. Ban Tan A. Hot, Chiang Mai Province 

所有者 : Tha Chiang Thong Company Limited 

土地面積  320 ヘクタール 

施設 : 最終処分場 

LFG 回収・利用施設 

廃棄物受入量 : 日量約 600 トン 

廃棄物受入地区 : チェンマイ市、及び南部郡内地方自治体 

その他 :  
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Hord 最終処分場(左)と LFG 回収施設(右) 

 

大型の施設整備を進めるためには、一定量の廃棄物が事業期間を通じて搬入されることが必須

となるため、広域化の推進は大型施設整備検討を行う上での最重要事項の一つである。よって、

広域化推進支援は本調査で対象とする南部処分場における廃棄物発電事業・実現のためばかりで

はなく、今後、タイ国での大型施設の整備推進を行う上でも、本調査の一環で実施する県廃棄物

統合管理支援における最重要課題の一つと位置付けられる。 

 

2）県内自治体の設定する管理目標など 

県内地方自治体の多くが中央政府が設定する目標値を採用している一方で、一部の自治体は 

中央政府とは別に独自のより高い目標値を設定していることが判明した。また限られたリソース

の中での適正管理が求められているため、3R の推進によるゴミの減量を主たる取り組みとする

自治体が多いことが判明した。 

 

（3）修正後の実施計画 

県内自治体の廃棄物管理状況を確認した結果は上述の通りであり、当初、想定していた現況 

と目標の確認、その後のまた県庁の依頼による情報の最新化に対しても十分な協力が得られなか

ったことから、実施計画の修正を余儀なくされることとなった。計画と改訂後の実施スケジュー

ル概要は以下、図 ４-3 の通りとした。 



54 

 

 

図 ４-3 県統合廃棄物支援実施計画・改訂スケジュール 

 

一方で、本調査の趣旨である廃棄物処理施設整備実現のためには、地方自治体の一層の能力強

化と広域化に係る合意形成が必須となることから、県内の全ての自治体を対象とする廃棄物セミ

ナーの開催(本調査における第一回ワークショップ)と、同セミナーなどを通じて県庁が特に選定

する自治体を対象とするワークショップ(同、第二回ワークショップ)を開催し、日本側から日本

における廃棄物管理、また北九州市から本邦地方自治体の廃棄物管理事例の紹介を行うなど知見

を共有、併せ個別協議を通じて能力強化を試みた。 

 

4-3 知見共有・能力強化 

(1) 第一回現地ワークショップ 

 本調査における知見共有・能力強化支援の一環として現地ワークショップを以下の要領で開催

した。 

1) 概要 

タイトル : 第一回 チェンマイ県-北九州市都市間連携におけるチェンマイ県統合廃

棄物管理セミナー 

場所 : チェンマイ・グランドビューホテル 

日時 : 2017 年 8 月 23 日 09:00-17:00 

主催 : チェンマイ県庁、並びに北九州市 

共催 : 天然資源環境省 公害管理局 

協力 : チェンマイ大学、エックス都市研究所 

出席者 : 

 

 参加団体数 参加者数 

県内地方自治体 160 209 
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病院 15 21 

ホテル 6 14 

県庁内部局 2 4 

中央省庁 1 2 

チェンマイ大学(学部) 4 22 

百貨店 2 3 

処理・処分業者 3 5 

その他 10 18 

計 203 298 
 

 

2) プログラム 

時間 プログラム 

09:00-09:30 開会 

- 開会の挨拶 Chanon  Khamthong県 天然資源環境局部長 

- 歓迎の挨拶 Pawin  Chamniprasart 県知事  

- 歓迎の挨拶 園順一 北九州市環境局・特区課長 

- 集合写真  

09:30-10:30 基調演説 Suwan Nanthasarut天然資源環境省・公害管理局・副局長 

10:30-11:00 講演 I チェンマイ県統合廃棄物管理(県・天然資源環境局) 

- 県における廃棄物の現況と課題 

- 不適切な廃棄物の処理・処分が環境・健康に与える影響 

- 県-北九州市都市間連携事業概要 

11:00-11:30 講演 II 北九州市と市の廃棄物管理手法の紹介(北九州市) 

11:30-12:00 講演 III 県統合廃棄物管理で検討され得る技術紹介 

- Waste to Energy (WtE) (新日鉄住金エンジニアリング(株)) 

- バイオガス回収利用(日本プライスマネジメント(株)) 

12:00-12:25 講演 IV JCM-廃棄物処理施設整備への資金支援(エックス都市研)  

12:30-13:30 昼食 

13:30-14:30 質疑応答、並びに自由討議(司会：チェンマイ大学)  

12:25-12.30 - 総括・開会の挨拶 Chanon  Khamthong県 天然資源環境局部長 

14:30-17:00 個別協議 

(1) WtE(新日鉄住金エンジニアリング(株) 

(2) バイオガス(日本プライスマネジメント(株)) 

(3) JCM(エックス都市研) 

(4) 統合廃棄物管理(北九州市) 
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3) 講演内容など 

基調演説 タイ国における一般廃棄物管理 

Suwan Nanthasarut天然資源環境省・公害管理局・副局長 

講演資料: 添付 1-1 

講演 I チェンマイ県統合廃棄物管理(県・天然資源環境局) 

講演資料: 添付 1-2 

講演 II 北九州市と市の廃棄物管理手法の紹介(北九州市) 

講演資料: 添付 1-3 

講演 III-I 県統合廃棄物管理で検討され得る技術紹介 

- Waste to Energy (WtE) (新日鉄住金エンジニアリング(株)) 

講演資料: 添付 1-4 

講演 III-II  県統合廃棄物管理で検討され得る技術紹介 

- バイオガス回収利用(日本プライスマネジメント(株)) 

講演資料: 添付 1-5 

講演 IV  JCM-廃棄物処理施設整備への資金支援(エックス都市研) 

講演資料: 添付 1-6 

 

4) 質疑応答・自由討議趣旨 

 質疑応答、並びに自由討議セッションでは主に県内自治体からの出席者から多くのコメントが

あった。主なコメントは以下の通りであった。 

 県庁からの一層の廃棄物管理支援に期待 

 適正処理・処分に係る技術的、財政的情報が欠如 

 域内に多くの課題がある(最終処分場の強制閉鎖と代替処理・処分の検討、及び同に際して

発生する費用の捻出など) 

 規制・罰則強化すべき 

 市町村レベルでは、廃棄物処理・処分に係る情報、資金、人的リソースが欠如している。市

町村は収運のみを担当し、廃棄物処理・処分は市町村レベルではなく、上位レベルで対応す

べき 

 自治体の実情を加味せず規制・規則を統一すべき 

 難分解性ゴミは使用量を低減、乃至は停止すべき 

 PE容器を食品容器として使用する場合の健康影響に対する懸念 

 周辺焼却場からの煙と臭いに対する苦情 
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歓迎の辞を述べるチェンマイ県知事(左)と集合写真(右) 

 

基調演説を行う公害管理局・副局長(左)と質疑応答(右) 

 

(2) 第二回現地ワークショップ 

1) 概要 

タイトル : 第二回 チェンマイ県-北九州市都市間連携におけるチェンマイ県統合廃

棄物管理セミナー 

場所 : チェンマイ・グランドビューホテル 

日時 : 2017 年 12 月 12 日 09:00-16:00 

主催 : チェンマイ県庁、並びに北九州市 

共催 : 天然資源環境省 公害管理局 

協力 : チェンマイ大学、エックス都市研究所 

出席者 : 

 

 参加団体数 参加者数 

県内地方自治体 16 30 

県庁内部局 3 6 

中央省庁 1 3 

国際協力事業団 1 1 

チェンマイ大学(学部) 4 22 

その他 10 18 

計 35 80 
 

 



58 

 

2) プログラム 

時間 プログラム 

09:30-09:55 開会 

歓迎の挨拶 I（チェンマイ県・副知事） 

歓迎の挨拶 II （北九州市 環境局 園課長） 

09:55-10:20 講演 I プロジェクト概要・進捗状況報告（県・天然資源環境局） 

10:20-10:40 講演 II 北九州市の廃棄物管理に係る取り組み紹介（北九州市） 

10:40-11:00 講演 III バイオガス・プロジェクト事例紹介（チェンマイ大学） 

11:20-12:20 県内自治体による廃棄物管理事例紹介 I 

12:20-13:00 昼食 

13:00-14:20 県内自治体による廃棄物管理事例紹介 II 

14:20-15:30 自由協議 

県統合廃棄物管理実現に向けて 

（モデレーター：エックス都市研＋チェンマイ大学） 

15:30 総括・閉会 

 

3）講演資料 

講演 I プロジェクト概要・進捗状況報告（県・天然資源環境局） 

講演資料: 添付 2-1 

講演 II 北九州市の廃棄物管理に係る取り組み紹介（北九州市） 

講演資料: 添付 2-2 

講演 III バイオガス・プロジェクト事例紹介（チェンマイ大学） 

講演資料: 添付 2-3 

自由協議・ 

配布資料 

県統合廃棄物管理実現に向けて 

講演資料: 添付 2-4 

 

 

 

 

(3) 地方自治体との個別協議会 

計 4 回に亘る現地調査期間を通じて、県内の xx の自治体を訪問、自治体幹部に対して本プロ

ジェクトの趣旨を説明すると共に廃棄物適正処理・処分の方途について意見交換を行った。訪問

した自治体の中で、ムアンガイ市とメージョ―市について概要を述べる。 

 

1) ムアンガイ市 

 ムアンガイ市では市長以下、助役、市議会議員、環境部長など職員に調査団の視察に応対頂

いた。市長の挨拶に続き、市の廃棄物管理に係る説明を受け、質疑応答を行った。市から聴取
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した廃棄物の管理状況は以下、図 ４-4 の通りである。図にも示す通り、市は国、県の方針に従

い、啓発活動、３R 推進活動を行っており、域内で発生する廃棄物量が大幅に減少するなど一定

の成果を上げている。また収集・運搬役務も提供するなど適正管理に努めているが、収集運搬

後の処理・処分に問題を抱えている。 

  

 

図 ４-4 ムアンガイの都市ゴミ管理状況 

 

 具体的には、現在使用している最終処分場は、オープン・ダンプである上に森林局から 20 年の

期限付きで借り受けている借地であり、2025 年以降の継続利用は困難とみられている。またオー

プン・ダンプ処分場に共通する悪臭、衛生、嫌気性発酵などの発熱に伴う蒸気、またランドフィ

ルガスなど煙の発生が確認されている他、浸出水への有害物質の混入と、浸出水による地下水汚

染などが懸念されている。ムアンガイ市はチェンマイ県内でも北部の山岳地帯に位置し、付近を

流れるピン川はタイ国内の水源でもあるため、浸出水が水源に流入することに起因する水質の悪

化、また健康被害なども懸念されている。 

 

 ムアンガイ市は上述する認識に基づき、（I）現在使用中の埋立処分場の使用停止と、域内発生

ゴミの県内衛生処分場への搬送、（II）現在使用中の処分場をコントロール・ダンプに改修するな

どに加えて、（III）廃棄物処理施設の導入と処理による廃棄物の減容、減量化に残渣の最終処分を

組み合わせる方式の採用などを検討している。方途 I は、毎年約 1 千万円の費用が発生し、方途

II は改修を行ったとしても 2025 年以降の処分場の使用が不透明であることから、方途 III を第一

案として検討を進める中で、チェンマイ県から JCM を活用したインフラ整備を含む統合廃棄物

管理支援事業につき通知があったため関心を表明した。また市はバイオガス回収・利用施設の導

入について関心を持っているが、専門家がいない上に、郡内の他の市町村との情報共有も不十分

で、隣接する市町村の廃棄物管理の現状や意向についてしっかりと把握できていないため、詳細
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計画の立案には至っていないとのことであった。 

 

調査団からは、「量が増えると処理単価が下がる(2t と 10t では、10t の施設がユニット・コス

トでは 30－40％程度安価(日本プライスマネジメント社))ため、 隣接都市からの受入れや隣接都

市に設置、同にて共同処理ができれば経済効果が高まる可能性がある。」ことを説明したが、市か

らは「焼却施設協議の際は郡単位で協議したが、議論がまとまらなかった。ムアンガイ市につい

ては他の市から廃棄物を受けいれて処理することに対して市民の理解と協力を得ることが困難

なのではないかと思われる」との回答があった。一方でムアンガイ市から他市に対して処理を依

頼する場合には処理費用が発生、同費用を市が負担することになる可能性がある点については、

市長から「問題無い」との回答があった。また調査団から、事業化を進めるに際しては、(公的資

金を利用する場合、予算確保に時間がかかることなどから)事業主体としての民間企業の参画が

望ましいことを説明し理解を得た。 

 

  
ムアンガイ市役所での協議(左)と分別活動状況の視察(右) 

 

2）メージョ―市 

 メージョ―市はチェンマイ市の北約 10 キロに位置するチェンマイ市の衛生都市の一つで、セ

ンサスで公表される人口は 24,337 人であるが、市内にはメージョ大学、食品加工大手の

BETAGRO 社の工場などがあるため、学生、労働者などを含めると実際には 5 万人以上が居住し

ているものと推察されている。市は、早くからメージョ―大学の協力を得て廃棄物を含む環境問

題に取り組んでおり、市内にはタイ国における廃棄物管理コンテストで優勝した Phepaha コミュ

ニティーなど、ゴミ問題に高い意識を持ったコミュニティーも多い。これらのことから県庁は、

メージョ―市を県統合廃棄物管理実現のためのモデル市と設定したい意向を市に提示し、市も県

庁の申し出を受けた。 

 

 上記から、メージョー市に対して域内の廃棄物に係る情報開示を求めたところ、市・環境局か

ら以下の情報を入手した。尚、入手した情報は、第二回のワークショップで議論を行うための素

材として活用した。 
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図 ４-5 メージョ―市における廃棄物の現状 

 

 市は一般廃棄物の 3R 活動に積極的に取り組んでおり、市内の同一収集運搬区における収集回

収が減少したなど一定の成果を得ているとしている。また回収された都市固形廃棄物は、市郊外

SANSAI 地区にある一時保管場所に搬送され、同で大型車輛に積替えた後、県南部のホートに位

置する衛生埋め立て場に搬送、埋め立て処理されているとのことで、タイ国政府が推奨する 3R

の推進と発生ゴミの適正な処理を実現している。一方で、廃棄物収運・処理・処分には依然とし

て多額の費用が発生していること、他地域からの流入者が多い地区では発生源での分別活動が進

まないこと、有害廃棄物については市内で回収後の処理について県からの明確な指導がないため、

処理・処分方法を確立できずにいること、更には感染性廃棄物については、市は市内のクリニッ

クで発生した感染性廃棄物は市内の SANSAI 病院に搬送され、同病院を経由して許可を受けた民

間企業に委託処理がなされているとの説明であったが、病院からは他所からの感染性廃棄物の受

入れは行っておらず、今後も施設・人などの課題があるため、受け入れを行う予定はないとの説

明を受けた。 

 
SANSAI 地区に設営された市内固形廃棄物の一時保管場所 
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 その他、メージョ―市では、上述する Phepaha 5、並びに市内のコンテストで最優秀コミュニ

ティーに選出されたコミュニティーの視察を行った。視察を行った２つのコミュニティーはいづ

れも古くからの居住区に位置し、居住する住民もほぼ固定されているという特徴があった。 

 
コミュニティーでの廃棄物に係る活動 

 

 コミュニティーを指導するメージョ―大学の助教授は、コミュニティーの活動に自信と自負を

持っており、「廃棄物は 3R の徹底で、ほぼ対応可能であること、既に県内に衛生最終処分場があ

ることから(市としての)追加の施設整備は不要」との意見であった。 

 

4-4 チェンマイ県-北九州市間・公式協議会 

 チェンマイ県と北九州市間の公式協議は、本プロジェクトの進捗状況報告を兼ねて現地調査実

施時に実施するもので、第一回公式協議会における両者間の合意に基づき開催されたものである。 

2017 年 6 月の第一回公式協議から、プロジェクト終了までの間に計 4 回の公式協議会を開催し

た。概要は以下の通りであった。 

 

(1) 第一回公式協議会 

日時 : 2017 年 6 月 30 日 09:00- 

場所 : チェンマイ県庁内会議室 

出席者 : 1．チェンマイ県庁  

(Mr. Pawin Chamniprasart 知事以下、3 名) 

2．北九州市 

(園順一 環境局 特区課長以下 2 名) 

3．新日鉄住金エンジニアリング株式会社(2 名) 

4．チェンマイ大学(3 名) 

5．エックス都市研究所(大野 代表取締役会長兼 CEO、他 1 名) 

協議事項 : 1．事業説明書に記載される内容で本調査を取進めることを了承 

1) 対象は一般廃棄物、特官廃棄物、医療系廃棄物、 

2) 3R の推進と適正処理・処分、収運の効率改善の観点で幅広く方途

を検討 
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3) 適正処理実現、推進の一方途として県の管理計画の中で JCM の活

用を検討 

4) 利害関係者との情報共有、意見交換の場としてセミナーを開催(調

査期間中 2 回) 

2．本調査を(県が設置している)県廃棄物委員会における外部支援と位 

置付け、委員会と情報の共有を行う 

3．調査の結果を県の管理計画に反映させる、実施計画に基づく活動が成果

を上げるなど結果を出すことが重要(成果が認められない場合は、調査

を単年度で終了する可能性もあり得る) 

4．継続、実務レベルで連絡を密に取り調査を進めていく 

配布物 : 1．議事次第 

2．事業説明資料( 

3．北九州モデル(廃棄物管理＝英語版) 

 

第一回公式協議(中央:県知事) 

 

(2) 第二回公式協議会 

日時 : 2017 年 8 月 22 日 14:30- 

場所 : チェンマイ大学内会議室 

出席者 : 1．チェンマイ県庁  

(Mr. Chanon Kamthong 県・天然資源環境局長以下、3 名) 

2．北九州市 

(安武 環境局 他 1 名) 

3．新日鉄住金エンジニアリング株式会社(2 名) 

4．日本プライスマネジメント（吉） 

4．チェンマイ大学(3 名) 

5．エックス都市研究所(高木) 

協議事項 : 1． 進捗報告 

2． 支援方針に係る合意 

(県内地方自治体の計画立案、実施能力強化を柱とする支援) 
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配布物 : 1．議事次第 

2．事業説明資料 

 

(3) 第三回公式協議会 

日時 : 2017 年 12 月 13 日 09:00- 

場所 : チェンマイ県庁内会議室 

出席者 : 1．チェンマイ県庁  

(副知事以下、6 名) 

2．北九州市 

(園順一 環境局 特区課長以下 2 名) 

3．新日鉄住金エンジニアリング株式会社(1 名) 

4．チェンマイ大学(3 名) 

5．エックス都市研究所(高木) 

協議事項 : 1． 進捗報告 

2． 今後の取り進めに係る協議 

(県より市に対して本プロジェクトの継続とプロジェクト実施を通じた

県内地方自治体の(1)計画立案、(2)実施能力強化、(3)広報活動に係る

支援要請がなされた) 

配布物 : 1．議事次第 

2．事業説明資料(1) 進捗報告 

3．事業説明資料(2) JCM、並びにバイオガス事業 

 

第三回公式協議会 

 

(4) 第四回公式協議会(2017 年度事業における最終協議会) 

日時 : 2018 年 2 月 12 日 09:00- 

場所 : チェンマイ県庁内会議室 
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出席者 : 1．チェンマイ県庁  

(知事以下、6 名) 

2．北九州市 

(園順一 環境局 特区課長以下 2 名) 

3．新日鉄住金エンジニアリング株式会社(1 名) 

4．チェンマイ大学(2 名) 

5．エックス都市研究所(高木) 

協議事項 : 3． 進捗報告 

4． 今後の取り進めに係る協議 

- 県庁より北九州市に対して市の支援に対する謝意表明と次年度以

降の支援継続要請 

- 県庁より、市に対して、既に合意済となっている市町村への支援に

加えて家庭レベルでの３R 推進に対しても助力を要請。県庁は市

による市町村への支援と市民への支援が組み合わさることでより

大きな効果を期待。 

配布物 : 1．議事次第 

2．事業説明資料(1) 進捗報告 

 

4-3 事業化検討・事業性評価 

（1）焼却発電事業 

1)社会基盤整備状況 

水源 

 本調査対象事業・事業主は冷却方式として水冷方式を採用予定である。水冷方式を採用した場

合、施設運営における必要水量(蒸散、及びボイラー用水)は、時間あたり約 50 立米と試算され

る。年間の稼働時間を 24 時間 x330 日から 7920 時間とすると、貯水池を含む循環型冷却システ

ムを採用する場合 39.6 万立米の流水量が必要となる。 

 

 事業サイト周辺には深井戸 3 井と、貯水量 10 万立米程度の貯水池が 2 ヵ所、同 8 万立程度の

貯水池が 1 ヵ所あり、事業化に際してはそれらが水源となる。以下に貯水池の所在地を示す。 
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図 ４-6 事業サイト、及び水源所在地図 

 

 本調査対象事業の実施に際しては、既設の井戸を整備し水量の増加を計る他、事業予定地北側

に位置する貯水量 10 万立米の貯水池 2 箇所を統合、改修・拡張し、貯水量 50 万立米の貯水池と

し、8 万立米の貯水池を予備とすることで必要となる水量を確保する。貯水池には雨季を含め雨

水と表流水を貯水する。事業で利用する水は、他の雨水と事業者の所有地内の表流水を利用する

ためたの水利権者との競合はない。また水利用に伴う費用は、水処理費用を除き基本的に発生し

ない。上述する水源整備計画は以下、図 ４-7 に示す通りである 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-7 水源整備計画中、貯水池の整備計画案 

 

送電線、及び国家送電網との接続 

 本調査対象事業・事業サイト最寄りの変電所は HORT 変電所である。事業予定サイトから変電

所までの距離は約 30 キロであり、送電線の敷設を道路沿いに行う場合には 30 キロの敷設となる

が、変電所までの経路に BANTAN 社が所有する土地が含まれ、同については最短距離での送電
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線敷設が可能となることから、実際には 25 キロ程度の送電線敷設が必要となる。タイ国における

一般的な送電線敷設費用(11KVA、架空配線)はキロあたり 2 百万バーツとされていることから、

送電線敷設費用は 5 千‐6 千万バーツになると試算される。尚、送電線は敷設後、電力公社に移

譲され、以降は電力公社が保守保全を行うこととなるため、送電線管理・保守保全は発生しない。 

 

 HORT 変電所の FEEDER 利用状況は以下の通りである。 

 

図 ４-8 事業サイトと変電所所在地図(左)、並びに変電所外観(右上)、処分場(右下) 

 

 尚、HORD 変電所における FEEDER の利用状況は以下、図 ４-9 に示す通りであり、2017 年

の時点で FEEDER NO.11 と接続が可能である。 
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図 ４-9 地方電力公社 HORD 変電所の FEEDER 利用状況 

 

2）廃棄物 

都市固形廃棄物搬入量 

 処分場の所有者であり、且つ運営会社で BANTAN 社によると同社はチェンマイ市内で発生す

る日量 300 トンの都市ゴミを含む日量 600 トンを県内の自治体から受け入れているとのことで

あった。 

 

埋立ゴミ 

埋設量 

 BANTAN 社から提供を受けた都市固形廃棄物の受入に係るデータは以下の通りであった。 

地区名 区域 廃棄物埋立期間 数量 

(t/d) 計 

C1 Z1 1997.03.01-2002.06.01 (1,918 日) 250 421,960 

C2 Z3 2002.06.02-2004.10.01 (852) 300 255,600 

C3 Z3 2006.04.02-2007.06.01 (350) 425 148,750 

C4 Z2 2007.06.02-2008.10.01 (426) 487 207,462 

C5 Z4 2008.10.07-2009.11.15 (409) 450 184,050 

C6 Z4 2009.11.16-2011.02.17 (458) 500 229,000 

C7 Z4 2011.02.18-2011.07.31 (163) 500 81,500 

C8 Z2 2011.08.01-2012.05.31 (304) 500 152,000 

C9 Z4 2012.06.01-2012.10.31 (152) 500 76,000 

C10 Z3 2012.01.01-2013.07.15 (256) 550 140,800 

C11 Z6 2013.07.16-2013.12.18 (155) 600 93,000 
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C12 Z4 2013.12.19-2014.07.31 (224) 600 134,400 

C13 Z4 2014.08.01-2014.12.31 (153)  600 91,800 

  2015.01.01- 600  

計 2,216,322 

 

ゴミ質 

 埋立ゴミのゴミ質については BANTAN 社にて 2016 年 6 月に調査を実施しており、同調査結

果の開示を受けた。調査結果は以下の通りであった。 

 

検体収集方法 

Z1、Z3、Z5 地区で収集点各 1 点を選定し、同収集点を地表から 15m までアースオーガを利用し

て掘削、同掘削から得られた廃棄物を一次検体とした。 

 

図 ４-10 HORD 郡 埋立処分場・場内区画とサンプル収集点 

 

分析項目 

 Z1、Z3、Z5 各収集点で収集した一次検体はよく混合した上で、四分法を繰り返し約 200 キロ

の二次検体を得、同二次検体を使用して、組成分析、三成分、発熱量などの分析を行った。 

 

分析結果 

 BANTAN 社から組成分析、並びに発熱量の分析結果の一部につき、以下情報の開示を受けた

(その他、分析結果は非開示)。 

 

組成分析結果 
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熱量 

4,256kcal/kg （低位発熱量 含水率 0％） 

 

（2）バイオガスの利用 

 一般的に施設で生成したバイオガスは、以下の通りさまざまな用途で利用することが可能で

あるとされている。 

 発電用燃料代替 

 燃料電池 

 産業用熱源代替 

 自動車燃料代替 

 調理用など都市ガス代替 

 

 上記は、用途は異なるものの、いづれの場合も代替エネルギーとしての利用であり、本調査

対象事業の事業化検討においては、(i) 生成するガスを精製後、代替ガスとして利用・販売する 

(ii)生成したガスを電気、熱などその他のエネルギーに変換した上で利用・販売するの２つに大

別できる。バイオガスをガスとして利用するか、ガスを利用して発電を行い、電力として利用

するかのいづれかに区分される。以下にそれぞれの区分で利用する場合についての考察結果を

述べる。 

 

1）ガスの利用・販売 

 ガスの販売は、上述の通り、産業用、自動車用、調理用の代替燃料としての利用・販売の可

能性がある。タイ国では産業用(小規模需要者)と調理用燃料としてガスを利用する場合、液化石

油天然ガスが利用されていることが多いことから、液化石油ガス=都市ガスの代替という括りで

事業性の検討を行った。 
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小規模事業者産業利用、並びに調理用など都市ガス代替 

 タイ国では都市部を中心に一般家庭、また外食産業などで調理用燃料として液化石油ガスが

一般的に使用されている。ガス管が各家庭まで配管されていないため、元売りからガスを購入

した充填業者がボンベにガスを充填、同がガス小売店に販売され、消費者はガスの販売店から

ガス・ボンベを定期的に購入し利用している。国内で販売される調理用液化石油ガス、並びに

ガス・ボンベの規格は次の通りである。 

 

 液化石油ガス規格 

成分 : プロパンガス 30％＋ブタンガス 70％ 

圧力 : 120psi 

オクタン価 : 95-108 

性情 : 無色・無臭 

その他 : メタクリル酸メチルで有臭化 

 

 液化石油ガス・ボンベ規格 

 

 

 ガス充填施設  

本調査対象事業で、生成したガスをガス充填事業者に提供しない場合、調査対象事業にて充

填システムを導入する必要が生じる。タイ国の製品規格を所管する工業局の公表するガス充填

工程は以下の通りである。 
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ガス充填システム(1) 

出典:タイ国工業局 

 

域内配管を利用するガスの消費者への供給 

 有機系廃棄物からのメタンガスの回収と HDPE 管による簡易配管の組み合わせによる周辺住

民へのバイオガス供給事業は、タイ国内で既に幾つかの事業化事例がある。本調査で協業を行

うチェンマイ大学もチェンマイ県南部 HORD 郡において処分場から回収する LFG をプロジェ

クトで敷設したガス管を利用して周辺の村落に供給している。 

 

追記＝時間があれば 

 

NGV 車・代替燃料利用 

 

 

 

2）発電と電力の利用・販売 

 バイオガスを利用する発電の技術としてはガスエンジンとタービン、乃至はマイクロガスタ

ービンがある。タービンは主に大型の発電施設で利用される。ガス・タービンは始動時間が短

い、冷却水が不要、メタンを含むさまざまな種類のガスを利用できるといった利点がある一方

で、耐熱素材で製造せねばならない、整備に専門的な知識を要するなどのデメリットがある。

ガスタービンエンジンは価格も高価であることから、本調査対象事業ではガスエンジンの導入

を前提に事業化を検討した。 

 

 発電電力の利用について、電力公社への売電がもっとも一般的と考えられるが、タイ国にお



73 

 

いてはバイオガス発電を含む FIT 制度導入の黎明期にあり、電力公社との売電契約が容易に締

結できる状況にはないことから、発電・電力から施設内での電力消費量を差し引いた余剰電力

は、バイオガス生成・利用施設周辺の電力需要者に対して供給する(ESCO 事業)ことを前提に事

業化案を検討した。尚、別の技術である燃料電池は先進国でもコストなどの課題から導入は限

定的であり、本調査では対象外とした。 

 

3）タイ国内電力・ガス料金 

 回収するバイオガスは代替燃料として、発電施設を含む熱源を必要とする諸施設での利用を想

定、施設導入のための初期コストは、回収するバイオガスを代替燃料利用することによる光熱費・

燃料費などのコスト減額分で償却を行うこととなる。また運転・保守保全費用も同コスト減額分

から捻出される必要があることから、事業性試算の前提となる電力・ガスの国内小売価格につき

調査を行った。結果は以下の通りである。 

 

電気代 

 電気代は仏歴 2542 年 商品役務販売価格法に基づき、商品・役務提供価格中央評議会事務局

が価格を統制している。特定の需要者向けに電力供給を行う事業者(ESCO)を除き、タイ国内で

電力を供給できる事業者は首都圏電力公社と地方電力公社の 2 社のみである。首都圏電力はバン

コク都の他、バンコク都周辺のｘ県域内での電力供給を業容としており、タイ国内のその他の地

区における電力供給は地方電力公社が担っている。本調査対象事業はチェンマイ県内で実施する

ことから、本調査では地方電力公社が公表する売電価格表を本事業の事業性評価資料とした。 

  

電力料金は、添付 x の通りとなっており、一般家庭用、小規模事業者、中規模事業者、大規模

事業者、特定事業者、非営利団体、農業利用(灌漑用ポンプ)別で異なる料金体系となっている上

に受電・電圧、ピーク、オフピークの時間別でも価格が異っている。本調査対象事業では、複数

の一般家庭に対して電気を供給することは不可能であるため、施設周辺の事業者、乃至は政府機

関などを含む非営利団体に適用される電力料金が参考価格となると思料されるが、その際の電力

料金は概ね、サービス料、月額 312.4 バーツ(約 1,030 円)と 1KWh あたり約 3.2 バーツ(約 10 円)

に使用量を乗じたものとなる。 

 

ガス代 

 ガス代は、電気代同様、仏歴 2542 年 商品役務販売価格法に基づき、商品・役務提供価格中

央評議会事務局が価格を統制している。調理用ガスの最新価格については、同事務局・局長を

兼務する国内販売局・局長名で 2017 年 9 月 6 日付けで【タンク入り液化石油ガス(調理用ガス)

販売価格に係る告示 仏歴 2560 年 第 13 号】が発令されており、同にて以下の通りとされて

いる。 

 

商品・役務提供価格中央評議会事務所が発した仏歴 2560 年 5 月 2 日付・仏歴 2560 年 第 13

号・告示参照、 
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エネルギー政策局は、仏歴 2560 年 9 月 5 日付で LPG の国際価格の上昇に伴うコスト増を考

慮し、販売所における液化石油ガスの販売価格と流通価格をキロあたり 0.67 バーツを値上げし

LPG 販売価格を現行のキロあたり 20.49 バーツから仏歴 2560 年 9 月 6 日以降、同 21.15 バーツ

に変更することを決議した。 

上記に伴い液化石油ガス(調理用ガス)の販売価格 エネルギー省の告示に基づく法に合致する

適正な価格とするため、商品・役務提供価格中央評議会事務所はタンク入り液化石油ガス(調理

用ガス)の新しい販売価格を以下の通り調整する。 

 

第一項 本告示は仏歴 2560 年 9 月 6 日以降効力を有するものとする 

第二項 第二項 仏歴 2560 年 5 月 2 日付、商品・役務提供価格中央評議会事務局発令 仏歴

2560 年 第 13 号 タンク入り液化石油ガス(調理用ガス)販売価格に係る告示を取消し 

第三項 バンコク都内、ノンタブリ県、パトムタニ県、サムットプラカーン県における 15 キロ

タンク入り液化石油ガス(調理用ガス)販売業者のタンク販売価格は販売業者から 5 ㎞以

内の購入者の所在地までの配送費用を含め 353 バーツを超過しないものとする。高層

階への配送費用は含まない。 

第四項 液化石油ガス(調理用ガス)販売業者は、ガス販売価格の他、配送費用、諸費用を含む販

売価格を提示しなければならない。違反があった場合は仏歴 2542 年 商品役務販売価

格法 第 24 条に基づき 1 万バーツ以下の罰金刑を科す。表示価格以上の価格での販売

は同法第 25 条(3)に基づき 5 年以下の懲役、乃至は 10 万バーツ以下の罰金、または禁

錮刑・罰金刑を併せて科する。 

第五項 販売業者からの協力を得られない、乃至は適当な範囲での価格調整に係る要請を受け

た場合、商品・役務提供価格中央評議会事務局は以後、管理法を厳格に適用し、仏歴

2542 年 商品役務販売価格法に基づき、7 年以下の懲役、乃至は 14 万バーツ以下の罰

金、または禁錮刑・罰金刑を併せて科する。 

 

販売価格に係る上記告示の通り、液化石油ガス(調理用ガス)の販売価格表示、表示価格以上で

の販売、適正範囲を超過する価格での販売があった場合には、国内販売局 1569、または全県の

商務局、商品・役務提供価格中央評議会事務局、または商品・役務提供価格に係る県評議会に

連絡があれば、担当者を派遣し検査を行い、法に基づき厳格に処置する。 

 

 尚、ガス販売価格は上述の通り国際市場の価格に伴い適宜調整されている。過去の価格変動

は以下、図 ４-11 に示す通りである。 
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図 ４-11 タイ国内ガス小売価格の推移 

出典: タイ国商品役務価格業議会公表資料に基づき調査実施主体にて作成 

 

4）導入技術に係る検討 

 本調査対象事業で導入を検討する技術は高効率嫌気性発酵施設、及びガス利用のための諸施

設である。核となる高効率嫌気性発酵施設は、日本プライスマネジメント社が提唱するもの

で、同社は日本国内では宮城県亘理町、青森県横浜町など複数のサイトでシステムを導入して

いる。 

 

宮城県亘理町における野菜屑を原料利用する嫌気性発酵施設 

 

同社の技術の特徴は以下の通りである。 

 

 直列式高温可溶化槽と耐熱性菌の採用による高速可溶化システムの実現 

 メタン発酵阻害要素となるアンモニアを可溶化槽で吸着除去 

 システム内での消化液の循環による pH 調整と排水発生量の抑制、並びに消化率の向上 

 乾式メタン発酵方式の採用による多種多様な有機物の処理・利活用の実現 
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 上述する各特長の概要は以下の通りである。 

直列式高温可溶化槽と耐熱性菌の採用による高速可溶化システムの実現 

 嫌気性発酵施設の運転においては有機物の低分子化と酸発酵過程が律速条件とされていた。同

に対して有機物の低分子化を最適な条件下で行う可溶化についてはかなり以前からさまざまな

検証が行われてきている。日本プライスマネジメント社は、可溶化装置について特許第 5749846

号を取得している。同特許は特開２０１１−８３７６１号で出願される特許が、可溶化槽が 1 槽

のみであるため、可溶化の効率が低下する可能性がある点に着目し、可溶化槽を直列に連結する

ことで、可溶化効率を高めることに着眼し特許を取得しているものである。具体的には、提案す

る装置は、メタン発酵槽に送られる有機性廃棄物を可溶化する可溶化装置であって、前記メタン

発酵槽に送られる前の有機性廃棄物を貯蔵する貯蔵槽と、複数の可溶化槽が直列に接続されてお

り、最上段の可溶化槽に投入された有機性廃棄物が、下段の可溶化槽に順次送られて最下段の可

溶化槽から貯蔵槽に送られるうちに、各可溶化槽において、有機性廃棄物の可溶化処理を行う可

溶化槽列を備えるものであり、施設では、可溶化を促進する目的でプロテアーゼ生成菌を主とし

て利用するが、廃棄物の性情に応じて、リパーゼ生産菌、グリコシターゼ生成菌及び／又はセル

ラーゼ生成菌など、各種分解酵素を生成する菌体を単独または組み合わせて添加すること、また

後段のメタン発酵工程でメタンガス発生阻害要因となるアンモニアの吸着装置の併用について

も触れている。 

 

 次に耐熱性菌については、同社の吉社長は熊本県立大学で博士課程を修了しているが、同大学

で指導を受けた石橋康弘教授が研究、発見した高温耐熱性菌を利用する有機物の分解手法を採用

している。石橋教授の発見した高温耐熱菌は 80℃の好気-高温条件下で、耐熱性プロテアーゼを

産出するもので、新規の好熱性細菌(Bacillus sp.MU3)として NITE に寄託(AP-156 号)されたも

ので、併せ特開 2007-167047 号として特許申請が開示されている。菌の産出する酵素(耐熱性プ

ロテアーゼ)については、教授の研究により以下が判明している。 

 分子量 約 57,000 

 優れた耐熱性(45-80℃で活性) 

 広い pH 適応範囲(最適 Ph は 6.0 付近) 

 高い蛋白質分解力 

 

5）事業候補地 

事業サイト評価 

 調査実施主体は、調査を通じて得られた条件を精査、結果 Wiang Fang に位置する県北部廃棄

物処理センターをバイオガス事業の候補地と位置付け、事業化調査、並びに事業性評価を行った。 

Wiang Fang 廃棄物センターを候補とした理由は、事業化に必要となる諸元の内、他の候補地と

比べてもっとも条件が整っているためで、現況は以下の通りである。 
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 項目 評価 現況 

1 地方自治体の

関心・意欲 
◎ 

自治体は、幹部自らが本調査で実施している第一回、第二回現

地ワークショップに参加し、バイオガス事業・事業化への関心

を表明。第三回現地調査期間中の市長以下との協議で同意向を

確認済 

2 廃棄物の確保 
◎ 

事業予定地は廃棄物処理センター内であり、同には現況下、日

量 60-80 トンの廃棄物が搬送されている。また同処分場に搬

送・処分を行っている自治体は今後とも同地への搬送・処分を

継続する予定である 

3 周辺住民の理

解・協力 
◎ 

既設の廃棄物処理センター内に設置するため、住民との合意形

成は容易 

4 事業主体 △ 市は廃棄物処理センターを民間業者に委託しているが、契約は

6 年間で 2018 年度末までとなっている。同以降についても同

様に 6 年程度の長期契約の締結を見込むが、バイオガス事業を

民間の投資で実施するのか、または官の予算を利用し、市が主

体となって実施するのかについては継続協議・検討が必要 

5 環境影響 
◎ 

処理センター内には水処理用の貯水池などが整備されている

上、バイオガス回収施設からの消化液は液肥利用するため、廃

水による環境影響は無い。また発酵過程で若干の悪臭を発する

が周辺の村落がないため影響は軽微 

 

 

北部廃棄物処理センター所在地図 
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廃棄物処理センター採算 

 

 

 

５. 対象事業の JCM 登録に係る検討 

本調査で対象とする２形態の事業の JCM 設備補助申請を想定し MRV 方法論についての考察

を以下の通り行った。 

 

 JCM 事業登録に際しては、国連気候変動枠組み条約におけるクリーン開発メカニズム(CDM) 

に係る資料が参照、引用されることが多い。よって RDF 発電事業の JCM 事業登録を検討するに

際しても、同様に CDM などの資料を参照、引用することとした。まず CDM では、排出削減事

業を以下の 15 の分野に区分11している。その上で、承認パネルでは 1-9 を産業セクター、10-13

を排出・吸収源と大別している。 

 

CDM におけるセクトラル・スコープ 

 Energy Industries (Renewable / Non-Renewable Sources) 

 Energy Distribution 

 Energy Demand 

 Manufacturing Industries 

 Chemical Industry 

 Construction 

 Transport 

                                                      

11 CDM-ACCR-06 
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 Mining/Mineral production 

 Metal production 

 Fugitive emission from fuels (solid, oil and gas) 

 Fugitive emission from production and consumption of halocarbons and Sulphur hexafluoride 

 Solvent Use 

 Waste Handling & Disposal 

 Afforestation and reforestation 

 Agriculture 

出典: UNFCCC ウェブサイト 

 

一方で国連気候変動枠組み条約が 2014 年に刊行してる CDM 方法論冊子では、1-3 をエネルギ

ー、4-15 をその他という分類にしており、1-3 エネルギーについては以下に記載する通り、更に

幾つか観点から細分している。 

 

事業による区分 

 Electricity generation & supply 

 Energy for industries 

 Energy for transport 

 Energy for households and buildings 

 

削減活動による区分 

 Displacement of more GHG intensive output 

 Renewable Energy 

 Low Carbon Electricity 

 Energy Efficiency 

 Fuel and Feedstock switch 

 

 また 4-15 についても同様に以下の通り区分を行っている。 

 Displacement of more GHG intensive output 

 Renewable Energy 

 Energy Efficiency 

 GHG destruction 

 GHG emission avoidance 

 Fuel Switch 

 GHG removal by sinks 
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5-1 RDF 発電 

本調査対象事業中、RDF 発電事業は、(1)埋め立てゴミを掘り起こし、(2)同を分別、原料とす

る RDF を製造し、(3)RDF を燃料とする発電事業を行うものであることから、CDM セクトラ

ル・スコープでは 1． エネルギー産業、及び、乃至 13．廃棄物の取扱いと廃棄の双方を該当す

る可能性のあるセクターと特定した。次に CDM 方法論冊子などで紹介される区分では、(1) 

Electricity Generation & Supply(発電と電力供給)、Energy Efficiency(エネルギーの効率化)、並び

に(2) Energy Efficiency が該当する可能性のある区分と特定した。上記に該当する事業活動に適

用可能な方法論は、以下の通りである。 

 

表 ５-1 エネルギー・セクターで条件に合致する方法論論 

方法論 概要(方法論名・対象概要など) 

AM0014 Natural Gas Package Cogeneration 

AM0048 New cogeneration project activities supplying electricity and heat to multiple 

customers 

AM0049 Methodology for gas based generation in an industry activity 

AM0061 Methodology for rehabilitation and/or energy improvement in existing power 

plant 

AM0062 Energy efficiency improvement of a power plant through retrofitting turbines 

AM0076 Methodology for implementation of fossil fuel trigeneration in existing 

industrial facilities 

AM0084 Installation of cogeneration system supplying electricity and chilled water to 

new and existing customers 

AM0102 Greenfield cogeneration facility supplying electricity and steam to a greenfield 

industrial customer and exporting excess electricity to a grid and/or project 

customer(s) 

AM0107 New natural gas based cogeneration plant 

ACM0006 Electricity and heat generation from biomass 

ACM0013 Construction and generation of new grid connected fossil fuel fired plants using 

a less GHG intensive technology 

ACM0018 Electricity generation from biomass residues in power only plants 

AMS-II.B Supply side energy efficiency improvement – generation 

AMS-II.H Energy efficiency measures through centralization of utility provisions of an 

industrial facility   

AMS-III.AL Conversion from single cycle to combined cycle power generation 

 

表 ５-2 廃棄物取り扱いと廃棄セクターで条件に合致する方法論 

方法論 概要(方法論名・対象概要など) 
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AMS-III,AJ Recovery and recycle of material from solid waste 

AMS-III.BA Recovery and recycle of material from E-waste 

 

 次に上記表に記載する方法論名から本調査対象事業中、RDF 発電事業に適用できる可能性のあ

る方法論について精査を行った結果、ACM0013 Construction and generation of new grid 

connected fossil fuel fired plants using a less GHG intensive technology (化石燃料を利用する温

室効果ガス排出の少ない技術を用いたグリッド接続発電施設の新設)、小規模 CDM 方法論では

AMS-II B Supply side energy efficiency improvement – generation(供給者側のエネルギー効率改

善―発電)の 2 方法論に候補を絞り込むことができた。 

 

 以下に上記 2 方法論の概要を述べる。 

承認済統合方法論 ACM0013 化石燃料を利用する温室効果ガス排出の少ない技術を用いたグ

リッド接続発電施設の新設 

プロジェクト例 グリッド給電を行う、特定の化石燃料を利用する高効率発電技術を用いた

発電施設の建設と運転(例：超臨界技術を用いた石炭火力発電) 

削減活動区分 エネルギー効率の改善 

主たる適用条件 グリッド給電を行う場合のみ適用可能(コジェネは不可) 

対象とする化石燃料が、プロジェクトで建設する発電施設が接続するグリ

ッドにおいて定格容量ベースで50%以上を占有する主たる燃料であること 

５か所以上のプロジェクトに類似する発電施設が特定できること(ベース

ライン設定を目的) 

ベースライン・ 

シナリオ 

 



82 

 

プロジェクト・シ

ナリオ 

 

 

承認済小規模 CDM 方法論 AMS-II B 供給者側のエネルギー効率改善―発電 

プロジェクト例 効率改善を目的とする高効率設備の設置、または既設化石燃料焼却発電設

備の改善による既設熱発電設備、直接加熱プラント、コジェネレーション

設備一式の取替、または熱生成・供給施設の導入 

削減活動区分 エネルギー効率の改善 

(高効率技術の導入による化石燃料消費量の削減と温室効果がスの削減) 

主たる適用条件 ベースラインとプロジェクトで利用するエネルギー生成技術 

再生可能エネルギーを利用するプロジェクトには適用不可 

ベースライン・ 

シナリオ 
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プロジェクト・シ

ナリオ 

 

 

 上述する概要から、承認済統合方法論 ACM0013 では、ベースライン・シナリオとしてプロジ

ェクトで使用する化石燃料が、ホスト国におけるグリッド給電発電における定格容量の 50%を超

過していること、並びに直近 5 事業以上の類似事業の効率を以てベースラインの設定を行うこと

とされており、また承認済小規模 CDM 方法論 AMS-II B では、既存の設備への高効率化機器の

追加、または取替、または改造が条件となっていることから、いづれの方法論もそのまま本調査

対象事業に適用することは不可能である。また AMS II B は小規模 CDM 方法論であることから、

プロジェクト・タイプ II に分類される事業については年間 60GWh 相当までのエネルギー消費削

減となるエネルギー改善プロジェクトである条件が付加される。然しながら上述する AMS II 

B(EB33)の承認後、EB69 にてプロジェクト・タイプ II とタイプ III の新規事業への当該 CDM 方

法論の適用が条件付きで認められることとなった12。同に記載される条件、作業手順は以下の通

りである。 

 

タイプ II とタイプ III 新規事業(新施設)についてはタイプ II、並びに III の方法論を、対象プロ

ジェクト、乃至は POA に対するもっとも現実性のあるベースライン・シナリオを実証し、ベー

スライン・シナリオとすることを前提に使用できる。実証はプロジェクト、または POA を代替

し得るプロジェクトの評価を含み、以下の手順に従うものとする。 

手順 1 

CDM に未登録のプロジェクト、乃至は POA を含む事業主にとっての代替案の特定 

手順 2 

 手順 1 で特定した代替案中、ホスト国の法規に準拠する代替案の一覧表作成 

手順 3 

 “小規模プロジェクトの追加性証明に係るガイドライン“に基づく追加性の証明と代替案の削

除とランク付 

                                                      

12 Annex 27 J.22 
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手順 4 

 唯一の代替案が残り、且つ同提案が 

(a) 提案するプロジェクト、または POA が CDM 事業登録を行わずに実施されたものでなく、 

(b) 方法論で付与されるベースライン・シナリオの一つと合致する 

 場合、方法論の適用が可能。複数のベースライン・シナリオと合致する場合には、温室効果が

スの排出量がもっとも少ないシナリオを選択する。 

 

 上記より EB69 で規定される CDM 方法論の適用条件との整合性確認などが必要ではあるが、

現時点で承認される方法論の中では小規模 CDM承認済方法論 II.B がもっとも親和性の高い方法

論となる。よって以下にて同方法論の本調査対象事業中 RDF 発電事業への適用の可能性につき

検討を行う。まず方法論について、概要は以下の通りである。 

小規模 CDM 承認済方法論 II.B エネルギー効率改善プロジェクト V 09 

技術・方法 

本分類は、化石燃料を利用し、電力や熱を生成する設備で、年間 60GWhe または 180GWhth相

当以下のエネルギー、または化石燃料の削減を行う技術、乃至方法に適用。 

ベースライン 

ベースラインはプロジェクト境界内におけるエネルギーの技術損失である。施設の改造による

場合は、ベースラインは既設施設のパフォーマンスの測定値を、新設の場合には、General 

Guidance13記載事項に基づき選定されるであろう機器の一般効率を用いる。 

リーケージ 

他所から移設される場合 

モニタリング 

エネルギー効率改善後に、生成設備に投入された燃料と設備で生成された電力、または蒸気エ

ネルギーから測定。よって燃料投入量と出力の測定が必要。 

使用する燃料の一般的な排出係数が必要。IPCC のデフォルト値の利用可能。 

 

次に方法論などで参照すべきツール、並びにツールの概要は以下の通りである。 

CDM 方法論ツール 09 熱、または電力生成施設のベースライン効率 V.02.0 

本ツールは 2015 年 11 月 27 日付けで EB87 の協議結果が公開されたことに伴い、同日付けで

有効となった同 V.1.0 の改訂版である 

記載事項 

エネルギー生成システムのベースライン効率を決定するための様々な方途 

施設の負荷に応じた関数としての負荷効率関数値、乃至は保守的な定数値を決定する方途 

適用 

既設施設の効率改善、乃至は既設施設の取り換えを行う場合 

                                                      

13 http://cdm.unfccc.int/methodologies/SSCmethodologies/approved.html. 

http://cdm.unfccc.int/methodologies/SSCmethodologies/approved.html
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発電施設に適用可能 

コジェネレーション施設に適用可能 

本ツールは負荷がエネルギー生成施設の影響を及ぼす主たる要因である場合のみ適用可能 

本ツールに言及する方法論は、対象エネルギー生成施設、負荷効率関数値、または定数値のい

づれを使用するのかを特定せねばならない 

定義 

(a) 効率とはエネルギー生成設備にて生成された燃焼燃料に含まれるエネルギー量当たりの

利用可能なエネルギーの純生成量。発電のみを行う施設の場合、効率は発電施設による NET

発電量を燃焼燃料に含まれるエネルギー量で除したものと定義される。 

（II） 発電のみを行う発電施設の場合、効率は発電所で発電される純発電量全量を燃焼した燃

料に含まれるエネルギーで除したものと定義される。 

(b) 負荷とは効率実証試験で運転するエネルギー生成設備からの出力である。 

(c) 負荷効率変数とは 

(d)  性能曲線とは異なる負荷と異なる運転条件でのエネルギー生成設備の効率を表すグラフ 

である。ボイラーの性能曲線では蒸気圧や温度など異なる条件下における運転での負荷に

対する効率の図示である。 

(f)  回帰分析とは変数の因果関係を用いる統計手法である。 

パラメーター 

 本ツールでは以下のパラメーターの決定手順を示す。 

パラメーター 単位 詳細 

Η 無次元 エネルギー生成設備の定格値 

Η=f(L) 無次元 設備運転時の負荷変動としてエネルギー生成設備の効率を表

す負荷効率関数 

ベースライン設定手順 

 事業主は以下の選択肢の中の一つを用いてエネルギー生成設備の効率を定量化できる。但

し、オプション A から E は単一種の燃料を利用する設備のみ適用可能。 

(a) オプション A: 製造業者の負荷効率関数を使用 

(b) オプション B: 測定と回帰分析から負荷効率関数を設定 

(c) オプション C: 過去の運転データと回帰分析から負荷効率関数を設定 

(d) オプション D: 製造業者の効率値を使用 

(e) オプション E: 測定値と保守的な値の適用による効率の設定  

(f) オプション F: デフォルト値の使用 

 事業主は書類に選択するオプション、また測定を伴うオプション(B、C、E)で設定する場合

には測定機器、測定実施に係る詳細と測定結果を記載する。 

 

（2）リファレンス・エミッション 

 ここで本調査対象事業中、RDF 発電事業について、上記オプションの適用性を検討すると、 
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ベースラインはホスト国内で稼働中の類似事業(RDF 発電事業)となる。 

 

（3）プロジェクト・シナリオ 

 ベースライン(JCM では同に基づき保守性を担保した上でリファレンスとなるが)が確定すれ

ば同に基づきプロジェクト・シナリオにおける効率の設定を、製造業者とも協議の上で確定する。 

 

（4）温室効果ガス削減量定量化 

上記にて策定するリファレンス・エミッションとプロジェクト・エミッションから定量化を行う。 

 

日本国内では、廃棄物研究財団が“ゴミ焼却施設台帳”を刊行しており、日本国内にあるゴミ

焼却施設の情報はある程度公開されており、タイ政府にも知見の共有、施設導入の効率化・透明

性の向上などを目的とする同様の情報整備を期待したい。 

 

5-2 メタン回収利用 

(1) MRV 方法論 

 本調査対象事業は、プロジェクトが実施されない場合、オープン・ダンプ式の最終処分場に投

棄されると推定される都市ゴミから、有機ゴミを回収し、適切な方法で嫌気性発酵を行い、発生

するメタンガスを回収、エネルギー利用するものである。同よりリファレンス・シナリオは、以

下の通りとなる。 

 都市ゴミはオープン・ダンプ最終処分場で埋め立て処分、同に伴うメタンガス、並びに亜酸

化窒素が発生 

 熱、または電気需要者は、化石燃料を含む他の熱源、乃至は国家送電網から給電を受ける電

力を消費 

 

 上記より、リファレンス・エミッションは以下の通りとなる。 

排出詳細(温室効果ガスの種類と排出源) 単位 GHG 削減対象 

事業期間を通じて最終処分場に投棄される有機ゴミの嫌気性

分解に起因して発生するメタンガス 

tCH4 O 

事業期間を通じて最終処分場に投棄される有機ゴミの嫌気性

分解に起因して発生する亜酸化窒素 

tN2O X14 

事業期間を通じて最終処分場に投棄される有機ゴミの嫌気性

分解に起因して発生する二酸化炭素 

tCO2 X15 

事業期間を通じて熱需要者が消費する化石燃料の燃焼に伴い

発生する二酸化炭素 

tCO2 O 

                                                      

14 微量であるため定量化方法が確立されていない(IPCC ガイドライン(2006)) 

15 IPCC ガイドライン(2006) 
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事業期間を通じて電力需要者が消費する電力の発電に伴い発

生する二酸化炭素 

tCO2 O 

 

事業期間を通じて最終処分場に投棄される有機ゴミから発生するガスについては、生物分解性

有機物が分解されてガス状成分まで低分子化されることにより生成され流出されるものである。

有酸素下における反応は好気性発酵として知られており、有機物中の炭素は二酸化炭素、水素は

水、窒素はアンモニア、硫黄は硫酸イオンに分解される。他方、低酸素濃度の環境下においては、

酸化還元レベルと微生物の種類によってさまざまな反応が起こる。代表的な反応は X-X. 導入技

術に記す通りであり、易生物分解性有機物が中間体などに変換される酸発酵を経てより絶対嫌気

性環境下でメタンガスと炭酸ガスが同量発生する。埋立て地におけるガス発生量の変遷について

は、以下の５つの期間に分類される。 

 

期 期区分 期間 

I 期 好気性有機分解期 数時間 

II 期 易分解性有機物の酸発酵期 数ヶ月 

III 期 有機酸・メタン発酵開始期 1 年程度 

IV 期 メタン発酵安定期 数十年 

V 期 安定化進行期 数百年 

出典: 全国都市清掃会議 

 

 最終処分場におけるメタンガスの発生量については 1996 年と 2000 年に刊行された IPCC ガ

イドラインにて量モデルと一次分解モデルが紹介されていたが、2006 年モデルでは一次分解モ

デルのみが推奨されている。一次分解モデルでは、ゴミに含まれる分解性有機物を推量する。一

定条件下では同じ比率で分解が進行すると仮定するとメタンガスの発生量はゴミに含まれる炭

素量に比例することとなるため、最終処分場におけるメタンガス発生量は廃棄した翌年がもっと

も多く、以降、経年と共に減少することとなる。 

 

IPCC ガイドラインによると、有機物の半減期は、種類により 3-35 年と推定されており、廃棄

物廃棄場所からの温室効果ガス排出量の定量化に際しては、過去 50 年間のデータの収集が望ま

しいとしている。50 年のデータ収集が困難な場合には、過少評価を行っていないことを証する必

要がある。 

 

 次にパラメーターの設置については以下の３つの選択肢を用意している。 

  

選択肢 1 IPCC デフォルト使用 

選択肢 2 IPCC デフォルトデータとホスト国の個別データの共用 

選択肢 3 ホスト国個別データの使用 
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 タイ国においては、個別のデフォルト値が存在しないため、選択肢 1 にある IPCC の規定値を

適用することとなる。 

 

処分場におけるメタンガスの発生量は以下の算定式で得られる。 

 𝐶𝐻4Emission = [∑ 𝐶𝐻4𝑔𝑒𝑛𝑒𝑟𝑎𝑡𝑒𝑑𝑥,𝑇 − 𝑅𝑇] × (1 − 𝑂𝑋𝑇)𝑥    

ここで 

CH4 Emission  = 期間 T におけるメタンガス発生量  

T = 賦存期間  

X = ゴミ種、または原料種  

RT = 期間 T におけるメタンガス回収量  

OXT = 期間 T における酸化係数  

 

𝐶𝐻4𝑔𝑒𝑛𝑒𝑟𝑎𝑡𝑒𝑑𝑇 = 𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚𝑑𝑒𝑐𝑜𝑚𝑝𝑇 × 𝐹 × 16 12⁄  

ここで 

DDOCm 

decompT 

= T 年に分解された分解性有機物 Gg 

F = 発生ランドフィルガス中のメタンガス含有量 % 

 

𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚 𝑑𝑒𝑐𝑜𝑚𝑝𝑇 = 𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚𝑎𝑇−1 × (1 − 𝑒−𝑘) 

ここで 

DDOCmaT-1 = T 年の終わりに処分場に残存する分解性有機物量 Gg 

K = 反応定数(ln(2)/ T1/2) 年 

 

分解性有機物(DOCｍ)の計算方法は以下の通り 

(i) 廃棄物区分(都市固形廃棄物、汚水、産業廃棄物、その他) 

(ii) 廃棄物組成 

(iii) 処分場タイプ 

(iv) 3.2.3．に記載されるデータ(Tier 毎にソースは異なる) 

 

𝐷𝐷𝑂𝐶
ｍ

= 𝑊 × 𝐷𝑂𝐶 × 𝐷𝑂𝐶𝑓 × 𝑀𝐶𝐹 

ここで 

DDOCm  = 分解性有機物量 Gg 

W = 処分場における廃棄物賦存量 Gg 

DOC = 廃棄年における分解性有機物含有率 GgC/Gg Waste 

DOCf = 分解性有機物・分解率 % 

MCF = 廃棄物廃棄年における嫌気性発酵メタン補正係数 % 
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𝐿𝑜 = 𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚 × 𝐹 × 16 12⁄   

ここで 

LO  = メタンガス発生ポテンシャル GgCH4 

DDOCm  = 分解性有機物量 Gg 

F = 発生ランドフィルガス中のメタンガス含有量 % 

 

一次分解 

一次分解においては生成物量は反応物質量に比例する。よって最終処分場に廃棄物を投棄した年

とメタンガスの発生量は無関係で分解性有機物の賦存量のみが関係する。処分場への投棄量を知

る年初が初年度(YEAR NUMBER1)に相当する。投棄年の翌年 1 月 1 日から分解が始まるので以

下の単純な 2 式によって試算できる 

 

𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚𝑎𝑇 = 𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚𝑑𝑇 + (𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚𝑎𝑇−1 × 𝑒−𝑘) 

𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚 𝑑𝑒𝑐𝑜𝑚𝑝𝑇 = 𝐷𝐷𝑂𝐶𝑚𝑎𝑇−1 × (1 − 𝑒−𝑘) 

ここで 

T = 賦存期間  

DDOCma  = T 年の終わりに処分場に残存する分解性有機物量 Gg 

DDOCmaT-1 = T 年の終わりに処分場に残存する分解性有機物量 Gg 

DDOCmdT = T 年に廃棄された廃棄物量 Gg 

DDOCm 

decompT 

= T 年に分解された分解性有機物 Gg 

K = 反応定数(ln(2)/ T1/2 年 

T1/2 = 半減期 年 

 

IPCC 既定値 

事業サイトにおける IPCC デフォルト値は以下の通りである。 

OX 処分場区分 デフォルト値 

管理型、非管理型、非区分処分場 0 

メタン酸化材でカバーされた管理処分場 0.1 
 

MCF 処分場区分 デフォルト値 

管理型嫌気性処分場 1.0 

管理型準好気性処分場 0.5 

非管理型(深さ 5m 以上、乃至は高地下水位) 0.8 

同(深さ 5m 以下) 0.4 

その他、非区分処分場 0.6 
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K 廃棄物種 区分(熱帯・高温高湿度16) 

デフォルト値 範囲 

難分解性 紙・繊維 0.07 0.06-0.08 

 木・藁 0.035 0.03-0.035 

中程度分解性 その他(非食品有

機ゴミ)、腐敗性ゴ

ミ、庭・公園発生

ゴミ 

0.17 0.15-2.0 

易分解性 厨芥、汚水、汚泥 0.4 0.17-0.7 

粗大ゴミ  0.17 0.15-0.2 
 

T1/2 廃棄物種 区分(熱帯・高温高湿度17) 

デフォルト値 範囲 

難分解性 紙・繊維 10 8-12 

 木・藁 20 14-23 

中程度分解性 その他(非食品有

機ゴミ)、腐敗性ゴ

ミ、庭・公園発生

ゴミ 

4 3-5 

易分解性 厨芥、汚水、汚泥 2 1-4 

粗大ゴミ  4 3-5 
 

 

（2）定量化 

リファレンス排出量は上記方法論に基づき、事業サイトの実情に基づく規定値、乃至は測定値

を用いて定量化を行う。 

 

プロジェクト排出量は、上記で検討を行う事業化計画に基づき算定を行う。現時点では多くの

オプションがあるため、更に絞り込みを行った段階で算定することとした。 

 

排出削減量は、リファレンス排出量からプロジェクト排出量を減算し算定する。 

 

６. 環境十全性とホスト国の持続可能な発展への貢献 

6-1 環境十全性 

本調査対象事業は都市ゴミ焼却廃熱利用発電事業である。熱供給元である焼却施設の運営維持

継続が当該事業の必須条件となることから、排水、騒音基準に加え、焼却事業を含む事業所から

                                                      

16 気温 20 度以上、年間降水量 1,000 ㎜以上 

17 気温 20 度以上、年間降水量 1,000 ㎜以上 
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の排ガスの環境基準につき以下の通り確認した。 

 

（1）排ガス基準 

汚染物質 発生源別(燃料別)区分 燃焼時 

浮 遊 粒 子 状 物 質

(TSP)(mg/m3) 

焼却炉・ボイラ 

(バイオマス乃至、その他・燃料) 

≦320 

硫黄酸化物(SOｘ)(ppm) ≦60 

窒素酸化物(NOｘ)(ppm) ≦200 

一酸化炭素(ppm) 共通 ≦690 

硫化水素(ppm) ≦80 

塩化水素(mg/m3) ≦160 

アンチモン(mg/m3) ≦16 

ヒ素(mg/m3) ≦16 

銅(mg/m3) ≦24 

鉛(mg/m3) ≦24 

塩素(mg/m3) ≦24 

水銀(mg/m3) ≦2.4 

測定条件:25℃、1 気圧、絶乾下 

 

（2）排水基準 

 排水基準は排出先が一般河川か灌漑用水路かで異なる数値を設定している。以下に一般河川、

並びに灌漑用水への排水基準をまとめる。 

項目 排水先 

一般河川 灌漑用水 

Ph 5.5-9.0 6.5-8.5 

TDS <3,000mg/l 1,300mg/l 

SS <50mg/l 30mg/l 

水温 <40℃ <40℃ 

色・濁り 受入許容範囲内 受入許容範囲内 

硫化水素(H2S) <1.0mg/l <1.0mg/l 

シアン化物(HCN) <0.2mg/l <0.2mg/l 

油類 <5.0mg/l <5.0mg/l 

ホルムアルデヒド <1.0mg/l <1.0mg/l 

フェノール18 <1.0mg/l <1.0mg/l 

遊離塩素 <1.0mg/l <1.0mg/l 

                                                      

18 灌漑用水への排出基準値にはクレゾールが追加される 
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農薬 不検出 不検出 

BOD <20.0mg/l <20.0mg/l 

ケルダール窒素(TKN) <100.0mg/l - 

COD <120.0mg/l - 

亜鉛(Zn) <5.0mg/l <5.0mg/l 

クロム(Cr3+) <0.25mg/l <0.3mg/l 

クロム(Cr6+) <0.75mg/l - 

ヒ素(As) <0.25mg/l <0.25mg/l 

銅(Cu) <2.0mg/l <1.0mg/l 

水銀(Hg) <0.005mg/l <0.005mg/l 

カドミニウム <0.03mg/l <0.03mg/l 

セレニウム(Se) <0.02mg/l <0.02mg/l 

バリウム(Ba) <1.0mg/l <1.0mg/l 

鉛(Pb) <0.2mg/l <0.1mg/l 

ニッケル(Ni) <1.0mg/l <0.2mg/l 

マグネシウム(Mn) <5.0mg/l <0.5mg/l 

放射性物質 - 不検出 

タール - 不検出 

 

（3）騒音基準(工場) 

1）最大騒音値 <115dB 

2）1 日あたりの操業時間毎の最大騒音値は以下の通り 

操業時間数 最大騒音値(dB) 操業時間数 最大騒音値(dB) 

>12 87 <2 100 

<8 90 <1 1/2 102 

<6 92 <1 105 

<4 95 <1/2 110 

<3 97 <1/4 115 

 

 但し、上記は一般的な環境基準であり、事業者によっては地域住民と協議で、より高い環境基

準の順守をコミットすることにより合意を形成しているものもある。低環境負荷技術と技術への

信頼性は日本企業の有する高効率以外での優位点であることから、今後、他国企業との差別化を

図る上でも、低環境負荷技術の普及を進めたい。 

 

6-2 持続可能な開発への貢献 

国民負担の少ない都市固形廃棄物適正処理の実現 

 既述する通り、ホスト国では経済成長と同に伴う国民のライフスタイルの変化に伴い都市ゴミ
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発生量は増加傾向にある。加えて現在、使用中の埋立て処分場の逼迫、国民の環境意識の高まり

などからタイにおけるゴミ行政は過渡期にある。ゴミ行政は収支の厳しい部門であり、持続可能

な運転のためには収支の改善が求められるところである。当該事業は、事業の実施・運営を通じ

て（i）現在、埋立て処分されている都市ゴミの減容、無害化、また（ii）廃熱利用発電電力の売

電を行うこと問題解決に寄与するものであり、ホスト国の持続可能な開発に貢献するものである。 

  

技術移転 

 本調査対象事業である都市固形廃棄物焼却発電施設・設備は、2016 年 10 月末の時点でタイ国

での導入事例が 4 件と僅かであり、運転、保守保全も含めてタイ国内で今後、技術の普及が望ま

れている。EPC として起用を予定する新日鉄住金エンジニアリング(株)は、出資子会社であるシ

ュタイン・ミラー・バブコック社も含めて世界で 500 基以上のストーカー炉(発電施設併設)の納

入と運転・保守保全支援を行っており、行政に対する導入計画立案支援から運営会社に対する運

営・維持管理まで包括的な知見を有している。また本調査の実施主体である北九州市は行政の立

場から市内の 3R 推進、収集運搬の効率化、廃棄物管理計画の立案、実施など廃棄物管理業務を

行っている。現地関係者からの強い要望もあり、事業者は本調査対象事業の事業化が実現する場

合には、事業化を通じてこれらの技術・知見を現地側に移転する予定である。 

 

雇用創出と地元経済の活性化 

本調査対象事業では一部、高効率と環境負荷低減のための施設・設備を除く、多くの施設・設

備・機器を現地で製造・調達する予定である。また土木・建設工事は現地企業を起用する計画で

あり、建設期間中、また設備・施設導入を通じた雇用の促進と経済効果が期待される。また事業

は、施設稼働に際して、事業運営管理者、施設運転・維持管理要員、守衛、清掃員なども含め多

くの雇用を創出、更に事業運営期間を通じて雇用を維持すること、納税を行うことなどで地元経

済の活性化にも寄与する。 

 

環境負荷の低減と低炭素観光都市の実現 

チェンマイ県はタイ国北部の山岳地帯、またタイ国の水源であるメナム河の上流域にあたり、

ピン河などメナム河に流入する支流が縦走していることでも知られている。タイ国政府は年々悪

化の一途を辿る水質の改善に取り組んでいるが、廃棄物管理を含む水源地帯における不適切な環

境保全を水質悪化の主たる要因と位置付け、対策に乗り出している。本事業の実現を通じて、管

内自治体の廃棄物適正管理を実現することで、水源域での環境負荷を低減し、ひいてはタイ国の

水質改善に寄与し得る。またチェンマイ県はタイ国でも有数の観光都市であり、持続可能な発展

のためには環境保全に係る取組みが必須である。本事業は廃棄物の適正管理実現を通じて県の持

続可能な観光産業の発展にも寄与するものである。 
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Project for

Waste Management in Chiang Mai Province
Under city-city cooperation between Chiang Mai province & city of Kitakyushu

1st Seminar in Chiang Mai
August 23, 2017

By Pakawan Sansee
Natural Resources & Environment Bureau 
Chiang Mai Provincial Office

Content
1. Progress on the Project Implementation
2. Knowledge Sharing 
1) Waste Management in Japan

(Frameworks & Roles of Local Authorities)
2) Kitakyushu Model for Waste Management
3. Comparison between Waste Management in Japan and that of Thai

(National Level / Provincial Level and City & Village Level)
4. Discussion on how Chiang Mai Provincial Office work for
5. Proposal from Japanese Team I
6. Working Schedule   



1 Progress of the Project (1) Milestones 

• May 16 : Kick off Meeting held at the Ministry of Environment, Japan (Tokyo)

• June 28-July 1 : Kick off & first meeting in Thailand
- Official Meeting between Provincial Office & City of Kitakyushu
- Official Meeting among Provincial Office, Municipalities & Kitakyushu
- Tour to Waste Management related sites

• July 24-28 : 1st JCM Workshop in Japan (Kitakyushu & Kawasaki)

• August 21-26 Japanese Study Team 2nd Visit Chiang Mai 
• August 23 : 1st Seminar for Integrated Waste Management in Chiang Mai

Data & Information
Collection

Reporting & Assessment

1 Progress of the Project (2) Conclusion of the 1st General Meeting 
1. Joint Presentation done by City of Kitakyushu & Natural Resources & Environment Bureau, Chiang Mai Provincial Office was approved 

by the Governor

2. Basic Concept of the Study is as follows;

3. Chiang Mai Provincial Office regards the project as external resource for waste management project for the province and link the project 
with provincial committee for waste management. 

4. Blue print for integrated waste management with action plan will be considered as a part of Master Plan for Waste Management for the 
Province

5. Both Chiang Mai Provincial Office and City of Kitakyushu evaluate output of the project implemented in 2017-2018 and decide whether 
both parties will extend the project or not (including signing a MoU and/or LOI)

Target 1) Municipal Solid Waste (3RS + Appropriate Processing + Disposal)
2) Hazardous Waste (Disposal + Collection + Storage + Appropriate Processing & Disposal)
3) Infectious Waste (ditto)

Process 1) To update data & information
2) To analyze data & information above 1) and make issues in order 
3) To conduct gap analysis between target set up by and current situation
4) To draw blue print for integrated waste management
5) To prioritized projects and/or programs to be implemented in action plan (for next year)
6) To consider project implementation under JCM 
7) To share data, information & knowledge among stakeholders in the province, including organizing seminars

Output 1) Blue print for integrate waste management plan with action plan including projects proposal



2 Workflow for the Project  

1) National /   
Provincial Level

2) Present Level (cities & 
villages in average)

(2) TARGET(S) / 
PRESENT SITUATION

(1) FIELD & CATEGORY

(3) ANALYSIS 
for
1) How much ?
2) Where (at which cities &/or villages) ?
3) Why ?

Chiang Mai Provincial Office

Technical Support
(1) Knowledge Sharing
(2) Consultation

(4) DATA ANALYSIS & CLASSIFICATION
1) Issues & Challenges by type & categories
2) Issues & Challenges by cities & villages
3) Activities in past and outcome including reasons for success & un-success

(5) Blue Print for Integrated Waste Management Plan in Chiang Mai

ECO TOWN
Kitakyushu Model
(Waste Management)
Waste Processing & 
Disposal Technologies 

1 Progress of the Project (3) Updating Waste Management in Chiang Mai Province 

Level Publications
National 1) Road Map for Solid & Hazardous Waste Management (2558-2562)

2) Master Plan for 
3) National Waste Management Plan (2016-2021)

Province 1) Solid & Hazardous Waste Management Plan for Chiang Mai Province (2558-2562)
2) Development Plan for Chiang Mai Province (2561-2564) 
3) Unauthorized Data provided by local authorities in Chiang Mai Province in 2560

City & Village 1)   Development Plan 

- Data & Information Sources…Publications  -

Wide Area Processing Plan (DOLA/MOI)

or

???

Data & Information available is correct ?



1 Progress of the Project (4) Latest Targets set up in Waste Management Sector in Chiang Mai Province 

- Current Situation of Waste Management in Chiang Mai  -

No of Local 
Administration

210 (149/61)

Amount of MSW 605,351.16 t/y

Amount of waste utilized 
&/or recycled

191,911.28 t/y
(31.7%)

Amount of MSW properly 
disposed

253,001.41 t/y (41.8%)
(including 456.25t/y of 
MSW recycled)

Amount of MSW 
improperly disposed

160,894.72 t/y (26.6%)

Amount of old MSW 42,978.96 tons

No of Disposal Sites

1 Progress of the Project (5) Targets consider to be newly set up in Waste Management Sector in Chiang Mai Province 

- Targets for waste management set up by the Central Government -

National Solid Waste Management Plan (2016-2021)
Presented by Pollution Control Department & Approved by the Cabinet on May 3rd, 2016

Framework

Encourage citizens, including children, and the 
private sector to reduce waste at the source by 
following the 3Rs concept (Reduce, Reuse, 
Recycle)

Establish proper disposal methods for municipal 
solid waste and household hazardous waste by 
using centralized facilities for clusters of 
municipalities emphasizing waste utilization and 
waste to energy methods

All relevant sectors participate in the 
management of solid and hazardous waste



1 Progress of the Project (4) Gaps between Targets and current situation 

- Challenges in Waste Management in Chiang Mai Province  

The increase of remaining solid waste.

Remaining solid waste and solid waste disposal site in forest.

Local people protest against solid waste management facility. 

Illegal dumping.

Inefficient solid waste management database.

Inefficient waste segregation at the source .

Insufficient collected station of hazarded waste.

2 Knowledge Sharing…Waste Management  in Japan (1) 

Laws
(1) Basic Environment Act, 
(2) Basic Act on Establishing a Sound Material Cycle Society, 
(3) Waste Management & Public Cleansing Act 

(4) Recycle Promotion Acts 
• Containers & Packaging Waste, 
• E-Waste (A/C, TV, Refrigerator, Washing Machine, Small Electric Appliances)
• C&D Waste, 
• Food Waste & 
• ELV 

• Principal Law for Waste Management in Japan
• Waste Disposal at Waste Generating Points
• Waste Storage
• Collection & Transportation
• Intermediate Processing 
• Final Disposal 
• Recycle



2 Knowledge Sharing…Waste Management  in Japan (2)  

Objective Definition & Classification of Waste National Policy

Provincial Waste Management PlanWaste Management Plan (Local Authorities)

Responsibility

Promotion on 3Rs Promotion on Appropriate Processing & Disposal
3Rs Plan by Waste Generators
Processing & Disposal Plan by Waste Generators
3Rs promotional committee
Certification for “Recycle & Wide Area Processing”

Waste Processing Center
Information Center
Industrial Waste Management Center
Manifest System for Industrial Waste
Fund for Operation & Maintenance  

Standard Waste Processors Intermediate & Disposal Facilities 
Standard for Subcontract
Standard for Storage
Standard for Processing
Standard for facilities
Standard for maintenance
Standard for demolition 

Standard for licensing 
(Disqualification, Capability, 
Standard for Facilities)
Prohibition on lending license

Standard for licensing 
(Disqualification, Capability, 
Standard for Facilities)
Prohibition on lending license

Supervision Penalties 

- Constitution of Waste Management & Cleansing Act -

Level Roles & Functions
National • Basic Policy & Planning at National Level

• Gathering Information & Technology Development
• Standard for Processing, Facilities & Subcontracting
• Monitoring on Waste Export & Approval on Waste Import

Province • Approval for General Waste Processing Facilities 
• Supervision on General Waste Processing Facilities (Reporting, Inspection, Orders for improvement  & 

implementation
City & Village • Enactment of General Waste Management Plan

• Responsible for General Waste Processing & Disposal
• Observance for Processing Standard
• Observance for Subcontracting Standard
• Approval for General Waste Processors based on their observance on processing standard
• Supervision on General Waste Processors (Reporting, Inspection, Orders for improvement  & 

implementation

- Roles & Functions for Government Authorities in Different Level -

2 Knowledge Sharing…Waste Management in Japan (3)  



- Correlation among plans set by different Authorities in Japan (How about in Thailand ???)  

2 Knowledge Sharing…Waste Management  in Japan (4)  

National General Plan

General Plan for Province

General Plan for City & Village

Basic Concept

Basic Plan

General Implementation Plan

Basic Concept
Concept for Area Development
Principal Policies and Direction to realize the concept
Approval from city & village council required

Basic Plan
Long Term Plan
Identify & list issues in each field in administration the area
“Basic Plan for General Waste Management” which include “Plan for 
Establishment a Sound Material Cycle Society for the Area” and “Plan for 
Separated Waste Collection” shall be prepared in consistency with Basic 
Concept 

General Implementation Plan
Medium or Short Term Plan
With budgetary endorsement
To be revised every year in order to maintain flexibility & Feasibility
“Development Plan for General Waste Processing Facilities” shall be 
prepared in consistency with General Implementation Plan and  “Plan for 
Establishment a Sound Material Cycle Society for the Area”

2 Knowledge Sharing…Waste Management in Japan (5)  

“Basic Plan for General Waste Management”

PROVISION in Waste Management & Cleansing Act
[ ARTICLE NO. 6 ]

Local Authorities (city & village level) shall prepare “Basic Plan for General Waste Management”
“Basic Plan for General Waste Management” shall contain following subjects;
(1) Estimated Amount of General waste to be generated and processed in the Area,
(2) Measures to reduce amount of General Waste generated in the Area
(3) Types & categories of waste for separate disposal and collection
(4) Standard for Appropriate Waste Processing & Waste Processors
(5) Establishment of Waste Processing Facilities
(6) Others in related to General Waste Processing
“Basic Plan for General Waste Management” shall maintain consistency with “Basic Concept”  which is 
prescribed by Article 2-4 in the Act for Local Authorities
“Basic Plan for General Waste Management” shall be harmonized with those drawn by neighboring local 

authorities 
Local Authorities shall notify revisions / modifications, if any in published “Basic Plan for General Waste” 
without delay.



2 Knowledge Sharing…Waste Management in Japan (6)  

GUIDELINE by the Ministry of Social Welfare (Environment)
CHAPTER 1. Draw up “Basic Plan for General Waste Management”

1. General Waste Management Plan is consist of two plans, i.e. 
(1) “Basic Plan for General Waste Management” which is a basic plan for long term covering 10-15 years to be renewed every 5 

years or whenever there are any significant changes in premises adopted in planning. And
(2) “General Implementation Plan” which is an annual plan for General Waste Management covering 3Rs, Waste Collection & 

Transportation, Processing and Disposal. 
2. Local Authorities are requested to check & access the targets and achievement in waste management when they renew Basic Plan
3. Local Authorities, especially those who participate in wide area management, are requested to draw Basic Plan in harmonization with other 

local authorities. 
4. Preparation of general data & information related to general waste (as per list shown in next page)       

CHAPTER 2. Content of “Basic Plan for General Waste Management”

1. “Basic Plan for General Waste Management” shall contain following subjects;
(1) Estimated Amount of General waste to be generated and processed in the Area,
(2) Measures to reduce amount of General Waste generated in the Area
(3) Types & categories of waste for separate disposal and collection
(4) Standard for Appropriate Waste Processing & Waste Processors
(5) Establishment of Waste Processing Facilities
(6) Others in related to General Waste Processing

CHAPTER 3. Correlation with Basic Concept

CHAPTER 4. Correlation with Basic Plan drew by other Local Authorities 

2 Knowledge Sharing…Waste Management in Japan (7)  

Reference (1) Preparation of general data & information related to general waste 

(1) Basic Information (2) Amount & Characteristic of waste (3) 3Rs related activities

1) Population & Distribution
2) Town & Villages
3) Industries
4) Land Utilization
5) Plans (e.g. Development Plans)

1) Amount of waste generated by type 
(including oversize garbage and 
hazardous waste)

2) Characteristic of waste (including 
composition & calorific value)

1) Separate disposal & collection of waste
2) Resource recovery from oversize garbage
3) Group collection by communities
4) Resource recovery by private sector
5) Composting

(4) Waste Management Date & information for waste collection, transportation, processing & final disposal for at least 
past 5 years

(5) Organization for waste management Organization, Operation system, budget and cost & expenses for waste management covering 
collection, transportation, processing & final disposal 

(6) Technologies Technologies for waste processing

(7) Neighboring local authorities Policy, Direction & outline of projects in the field of waste management, which neighboring 
local authorities enacted or going to enact

(8) Laws, Regulations and Ordinances 
applicable for the area

Laws, Regulations and Ordinances applicable for waste processing facilities to be established in 
the area.



2 Knowledge Sharing…Waste Management in Japan (8)  

Reference (2) Contents of “Basic Plan”  
(1) Amount of waste to be generated in the area shall be estimated by taking following factors into consideration 

1) population transition, 
2) impact by 3Rs & group collection by communities, 
3) self processing by waste generators
4) flow in from & flow out to neighboring local authorities, if any,
5) development plan (commercial & residential area)
6) Tourist

(2) Classification of waste
1) by source of generation, i.e. domestic, commercial, others (offices & factories)
2) by collection & transport, i.e, by local authority, by subcontractor(s) or by waste generator(s)   
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Local Authority

Sub Contractors

Waste Generators

Self Processing

-A3

-B3

-A2

-B2

A1

B1

Amount of 
waste to be 
generated

Amount of 
waste to be 
processed

A5 =
(A4+B4-
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Neighbouring Local Authority

Flow In 
(F2)

Flow Out 
(F1)

2 Knowledge Sharing…Wide Area Processing in Japan (8)  

Reference (3) Contents of “Wide Area Processing Plan”  

Planned by Provincial Office Level
By Notification for Wide Area Processing Plan issued by the Ministry of Health in 1997

[ Objectives]
1. Countermeasure for Dioxin emission reduction
2. Advanced Treatment of Bottom Ash
3. Promotion of Material Recycle
4. Promotion of Thermal Recycle
5. Securement of final disposal sites (landfill)
6. Cost Reduction in Public Works
[Contents]
1. Duration: 10 years
2. Cluster
3. Facility Development Plan for each cluster
4. Amount of Dioxin emitting & to be emitted in future (estimation)
5. Waste Management in transitional period
6. Utilization plan for RDF, if any
7. Others (Transportation of waste & RDF, Amount of material to be recycled (present – plan), Amount of Power 

generated (present – plan), Waste Separation & Segregation in each cluster 
8. Assessment method for wide area processing plan



1. Initial Set Up
2. Adjustment
3. Renew (Continuous Year)

1. Basic Concept 2. Policy & Direction

4. Assessment 
(Before-implementation) 

7. Assessment 
(After-implementation) 

6. Implementation 5. Strategy & Action Plan 

3. Planning / Targets

3 Proposal for Integrated Waste Management I  

3 Proposal for Integrated Waste Management  

THEME I PLANNING
DESCRIPTION “PLANNING” is the First Step for Appropriate Waste Management, if it is, how Chiang Mai 

provincial office enhance planning by Local Authorities in the province
REFERENCE 1) Waste Management Plan (city & village level) in Thailand

2) Waste Management Plan (city & village level) in oversea (Japan)
3) Current Situation in Chiang Mai province

CONSIDERATION 1) How Chiang Mai provincial office enhance local authorities in planning for waste 
management?

2) What are the expecting achievement from activities to be selected in 1) above?
3) Which kind of resources Chiang Mai provincial office needs for implementation 1) 

above?
4) Whether Chiang Mai provincial office enable to allocate resources required in 3) above to 

the project? 
5) Whether Chiang Mai provincial office requires external support from any parties or not?

PROCEDURE 1) Literature Survey + Technical Support from City of Kitakyushu 
2) Questionnaire Survey to local authorities in the province
3) Summarization of questionnaire 2) above and assessment

PROPOSED ACTIVITIES 1) Capacity Building for local authorities
2) Introduction of Successful Models in Thailand to local authorities in the province
3) Develop a format & guideline for local authorities in the province
3)   Support for parts of planning such as (6), (7) & (8) by provincial office, if necessary



3 Proposal for Integrated Waste Management  

Contents in Basic Plan L/As Province Remarks

(1) Basic Information Chiang Mai Provincial Office with support from 
central government and external source, conduct 
capacity building for local authorities in the 
province as well as develop a format for “Basic 
Plan for Waste Management (Chiang Mai –
Kitakyushu Model) 

(2) Amount & Characteristic of waste 

(3) 3Rs related activities

(4) Waste Management

(5) Organization for waste management

(6) Technologies Chiang Mai Provincial Office in connection with 
central government, local authorities in the area 
and external source update information to be 
provided to local authorities in city & village level 

(7) Neighboring local authorities

(8) Laws, Regulations and Ordinances applicable for the area

Chiang Mai 
Provincial Office

Consideration for introduction of “Kitakyushu Model”

Central Government

External Resource
JCM

Local Authorities in the Area

3 Proposal for Integrated Waste Management  

Chiang Mai Province

Chiang Mai Provincial Office

(1) Support for Preparation of Basic Plan
(Capacity Building / Guideline &
Data & Information)

(2) Guide & Supervise Waste Management
as per guidance of central government

(3) Coordinate & Promote 3Rs, Appropriate 
Waste Processing & Wide Area processing

(1) Consultation
(2) Data & Information sharing

Central Government

External Resource

Provincial Waste Management Committee
Sub Committee (Proposed to be established for the project)
- Communication with Local Authorities in the Province & External 
- Capacity Building & Guideline Preparation
- Operation of Information Center
- Data Collection (Waste Management in the Area) & Analysis
- Promotion of 3Rs, Appropriate Processing & Wide Area Processing
- Research for Technologies / Know-How in Waste Management



+++ Preparation of Questionnaire to be distributed to & collected from Local Authorities in Province

(Points to Check e.g.)
How many local authorities in city & village level 

1) understand as for current situation of waste management exactly ?
2) understand targets set up by both central government & provincial office ?
3) set up their targets in waste management ? 
4) set up target in consistency with those set up by both or either by central government & local government ?
5) Any other targets which are not mandated by the central government or provincial office ? 
6) drew & published their development plan ?
7) put those target into their development plan ?
8) drew & published waste management plan ?
9) Put target(s) set up in waste management plan ? 

4. Schedule (1) 

DATE SCHEDULE
2017/08/23 1st Seminar for Integrated Waste Management in Chiang Mai

- At Chiang Mai Grandview Hotel
- 08:30-16:00
- Expecting 200 participants
- Hosted by The Governor with Chiang Mai Natural Resource & Environmental Bureau 
- Director General from Pollution Control Department will participate as representative of MONRE and 

give a lecture as for Waste Management in Thailand
- Introduction of (1) Project, (2) Waste Management in Chiang Mai, (3) Kitakyushu & its waste 

management, (4) Technologies and (5) JCM by lecturers including those from Japanese Study Team
2017/08/24 Sites visit (site with possibility & potentiality to introduce anaerobic fermentation)

- Intakin SAO
- Wiang Fang SAO 

2017/08/25 Ditto
- To be confirmed



1 Progress of the Project (1) Milestones 

• Sep 01 : Progress Report Meeting held at the Ministry of Environment, Japan (Tokyo)

• Nov 6-21 COP23 Bonn, Germany (only the case being invited)

• Dec     : 2nd Seminar workshop for the project (Chiang Mai)
3rd Official Meeting   

• Jan      : 2nd JCM Workshop in Japan (Kitakyushu & Tokyo)

• Jan      : High Level Meeting (only the being invited) 

• Feb     : Final Meeting for the Project

Data & Information
Collection

Reporting & Assessment
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Kitakyushu model for Waste 
management 

Kitakyushu Asian Center
for Low Carbon Society,

City of Kiakyushu

TOTO Ltd. Nippon Steel 
Corporation 

Yaskawa Electric 
Corporation 

Major companies in Kitakyushu area 

Mitsubishi Chemical 
Corporation 

Toyota Motor Corporation 
Nissan Motor Co., Ltd. 

Kanmon Straits 
Octopuses 

Ouma Bamboo Shoots 

Wakamatsu
Special Tomatoes 

Kokura Beef 

Buzen-Sea Oysters 

Rich nature and branded food materials 

Karst Plateau Hiraodai Wakamatsuhoku Beach 

Kitakyushu City 
Population: 977,000 (2010)  Area: 487.88 Km2

GDP: 3,430 billion yen (2010) 

Mitsubishi Materials 
Corporation 

City located near to other Asian nations, rich in nature,
and developed as a manufacturing area 

Kitakyushu City 

Japan Tokyo

CHIANGMAI

Japan 

2



Regional resources
(Experience with overcoming pollution problems) (1) 

Company visit by citizens

Partnership

Citizens 

Government Companies 

Reinforcement of restrictions 
and supervision

Agreement to prevent pollution

Solution of pollution problems is a starting 
point for international cooperation on 

environmental issues. 
Transferring the experience of overcoming pollution 

problems so that developing nations need not repeat the 
same mistake 

Present

Kitakyushu City
with recovered environments 

1960s

3

Regional resources (Development of international 
cooperation on environmental issues) (2) 

Partnership with other Asian nations for mutual prosperity

Received trainees: 7,453 persons from 150 nations; Dispatched specialists: 175 persons to 25 nations
Promotion of cooperation networking between Asian cities and environmental improvement projects : 
67 projects

(62 cities in 18 nations)
Kitakyushu Initiative Network

Contribution to environmental improvements
in Dalian, China

(Dalian City received the Global 500 Award in 2001.) 

Exchanged memorandum 
for cooperation on eco-
town with Tianjin City 
(At the Prime Minister�s 

official residence) 

Water supply project at Phnom Penh Air pollution survey in Mongolia 

Driving forward the waste 
composting project with 
Surabaya City, Indonesia 

(Adopted by over 20,000 families) 

4



Kitakyushu Asian Center for Low Carbon Society 

Kitakyushu Asian Center for Low Carbon Society opened in June 2010
�Changing the approach from  environment cooperation to environment business�  

Utilization of the environmental technologies developed through the solution of pollution 
problems and manufacturing processes, and the City to City network established by 

international cooperation in the past 

Kitakyushu City was selected as Eco-Model City in 2008 
CO2 reduction: -200%(50% in domestic, 150% in overseas) by 2050   

based on CO2 emission in 2005 

5

Diverse Project Development Map
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7

Visits by World Leaders
Kitakyushu�s actions are the focus of international attention

Xi Jinping
President of PRC

(Dec 2009)

Arkhom Termpittayapaisith
Secretary General, NESDB (Oct 2013)

�Kitakyushu�s rich experiences in 
environmental protection and 
development of advanced technologies 
deserve to be used as a model for 
application in China today.�

The People�s Daily (Dec 17, 2009)

Photo courtesy of The Daily NNA

Bangkok Post  (Oct. 25, 2013)  reported that
"The Kitakyushu eco-town is a good example of 
communities and factories living together in 
harmony, while Rayong is home to many industrial 
factories along the Eastern Seaboard"  

" Kitakyushu has become a clear example of 
development by shifting from heavy to 
environmental industries."

Paris, France Chicago, U.S.A. Kitakyushu, JapanStockholm, Sweden

�Green Growth in Haiphong, Vietnam � 
issued by OECD in 2017

OECD Green Cities Programme

Thanks to the support of Kitakyushu, the OECD report is being 
made on ground that Haiphong City is positioned as the Green 
Gross City in Asia

�Green Growth in Kitakyushu, Japan � 
issued by OECD in 2013

8



Department of Industrial Works (DIW)
IRPC Eco Industrial Zone (DIW)

This is the largest petrochemical complex in Southeast 
Asia. It is owned by IRPC Public Company Limited, a oil 
refining and petrochemical company, under the 
umbrella of PTT, the largest energy company in Thailand. 

Based on the Green Industry Concept, the Eco-Industrial Town Concept aims to create an eco-
friendly industrial complex in cooperation with industrial estates, local communities, DIW, and IEAT .

City of Kitakyushu
(Asian Center for Low Carbon 

Society)
Kitakyushu Model

Support tool that has systematically 
arranged the know-how, experience, 
and technologies acquired in 
Kitakyushu�s quest to overcome 
pollution and become an 
environmentally-advanced city.

Kitakyushu Eco-Town
Japan�s largest, leading resource 

recycling and circulation base. About 
30 recycling businesses are being 
developed or are in operation in Eco-
Town.

Kitakyushu Smart Community
Focusing on plant cogeneration, the 

Smart Community aims to achieve 
the local supply and local 
consumption of energy to connect 
factories and residences. 

METI, MOE

Signing of MoU between IEAT 
and City of Kitakyushu

Industrial  Estate Authority of Thailand (IEAT

MOI

Rayong PAO, Rayong City, Map Ta Phut City

Municipal Waste Management
Collaboration with industrial park and community
Energy utilization

MNRE

Map Ta Phut Industrial Estate (IEAT)
An industrial estate established in 1988 with a focus on 

the heavy and chemical industries, Map Ta Phut IE 
received a large amount of yen-based loans from the 
Overseas Economic Cooperation Fund (OECF) of Japan.  
The estate is well-located near the Port of Map Ta Phut 
and U Tapao International Airport.

Support

Thailand
National Social and Economic Development Board

(NESDB)
Japan

Inter-governmental 
(G-to-G)

Signing of MoU between DIW, 
IRPC and City of Kitakyushu

Support for the Thailand Eco-Industrial Town Concept

Support

Support Support

Support

Mutual consent  between 
NESDB and City of 

Kitakyushu 9

Chiang Mai Province

Land Area 20,107 2

Population(2012) 1,682,382

GPP THB138,112 m

GPP per capita THB86,211 -

GPP by sector Primary (18%)

Secondary (12%)

Teriary (70%)

No of 
Visitor(2011)

19,098,323

(General Information)

(Waste Related Information)
Cluster MSW

1 Sansaai 803.10t/d

2 Muang Chiang 
Mai 

677.00t/d

3 Saraphi 267.87t/d

4 Chai Prakan 53.65t/d

Total 1,801.00t/d

2000 Kitakyushu Initiative Network ESCAP)
2008 Selected as Environmental Model City  (Green Frontier Plan) 
2010 Establishment of Asia Low Carbon Center (Technical Support & Transfer)
2011 Selected as Environmental Future City (set up voluntary target on mitigation)

�Set up a voluntary Target for GHG emission reduction 
(-50% for the city and -150% for the Asian countries)�

Letter of Intent (to be signed within 2017) City to City Cooperation 

Targeted project in Provincial Development Plan
Chiang Mai province will achieve appropriate waste treatment & disposal by 2019 by 3Rs, 
efficiency improvement in waste management and appropriate treatment & disposal

Target (JCM) & Activities in the study 

To provide comprehensive support on Integrated Waste Management in 
the area (support each step as waste management shown in above)
To select suitable technologies (Japanese Technology with high 
efficiency) for Appropriate Waste Treatment in Integrated Waste 
Management in the area
To select projects with high possibility, including WtE planned by Chiang 
Mai Waste to Power for feasibility study including JCM registration
To materialize projects and registered as JCM project

Waste
Generation

Collection &
Transportation

Intermediate 
Treatment Disposal

10

Kitakyushu � Chiang Mai Cooperation Project: Project Overview

City-City Cooperation between Chiang Mai province & City of   
Kitakyushu 
Recommendation on city-city cooperation by the Minister of Natural
Resources & Environment
Kitakyushu invited province to JCM city-city workshop (2017)
Private Sector from the city provides technical support to parties in 
Chiang Mai (2015-)
Kitakyushu supported city�s 3Rs promotion in Chiang Mai (2010-)
Kitakyushu received a personnel for six months trainning (2009)
Kitakyushu invites city to participate in seminars, workshops (2000-)



Yukuhashi city & Miyako town
Population : 90,000
Amount of waste : 27,000 ton/yearNougata city

Population : 60,000
Amount of waste : 17,000 ton/year

Nakama city & four towns
Population : 140,000
Amount of waste : 38,000 ton/year

Hiagarii 
incineration plant

Cans & Bottles 
recycling center

Kougasakii 
incineration plant

Cans & Bottles 
recycling center

Landfill area

towt wns

0000 ton/year

n plant

Another city 

Another city 
YY

Another city 

Kitakyushu city
Population : 981,000
Household : 432,000

Area           : 487 km2

Plastics 
recycling center

Shinmoji 
incineration plant

Amount of waste

Kitakyushu city�s waste : 370,000 ton
Another city�s waste       :   82,000 ton    

Total : 452,000 ton

Waste treatment in Kitakyushu City  
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Cans and Bottles PET Bottles Plastic Containers

Paper Kitchen Garbage Others

Many kinds of domestic waste in Kitakyushu
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Waste Collection Point

Blue net used for 
prevention
of bird picking

Number of collection point 32,000 points
One point consists of around 10-15 households

Two times a week collection 13

Waste Collection of Kitchen Garbage and Others

Two times a week collection

The worker sweep the
collection point after collection

14



Kitchen
Garbage
& Others

2 times/week 1 time/week

Citizens carry it to collection points

Incinerators Separation facilities

Landfill Recycling companies

1 time/month

Door to 
door

collection

A

Charge for
collection

Crushing &
Incineration

Free charge

Citizens carry it to community centers, super markets and electrical shops.

Recycling companies

Cans
&

Bottles

PET
Bottles

Plastic
Containers Bulky

Waste

Landfill

News 
paper

Cardboard

Styrofoam

Milk
Carton

Fluorescent
Light Metal

Materials
Button 
Battery
Cooking 

Oil

Small size
Electrical

Appliances

127 places 261 places 209 places 65 places

B C

Styrofoam

Waste separation and recycling system in 
Kitakyushu City 
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Unsuitable
materials

Flow chart  of separation in 
Can &Bottle Recycling Center

Stock yard Tearing machine Vibration  separator

Unsuitable 
materials  

separation

Compaction 
machine

Product stock yard 

Heavy 
materials

Light 
materials

Unsuitable 
materials

Conveyor 
belt 

Conveyor 
belt 
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Transparent bottle Brown bottle Other bottle

PET bottle Steel & Aluminum can Plastic bag

After separation

17

Combustible Waste Incineration Structure

Collection & Incineration & Landfill

Municipal responsibility

900 24hours 
operation 

without fuel

18



Disclosing data
HCl,  SOx, NOx, CO, Dust (Every second measurement)

Dioxion  (Two times a year measurement)

One method of operation data disclosing
The indicator is located toward the public road.
People can get the information during 24 hours.

19

How to increase citizen�s cooperation 
for  3R activity.    

1. Hold many public meetings for explanation of separation and 
recycling system.

2. Charge waste management fee for raising citizen�s concerning.
3. Set different price between kitchen garbage and recyclables.

These 2 methods are �Kitakyushu�s
Challenges�, so we can not prove 
whether it will be applicable or not
in Thailand now. 

However, raising citizen�s cost  
consciousness for waste  is 
very important !!
Proper separation should be given 
some incentive compared  to no separation!! 

45 liter 50 

25 liter 33 

45 liter 20 

25 liter 12 
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Decrease collection frequency for kitchen garbage and  
others and carry out new recycling system.

Re-zoning collection area inside city.
Promoting recycling system to reduce kitchen garbage.
Cooperating with private companies.

Until 1992 (Mix collection)

A  zone

B  zone Tuesday & Friday

C  zone

Monday & Thursday

Wednesday & Saturday

A C1 zone Monday & Thursday 

B C2 zone Tuesday & Friday

Kitchen garbage and others 

After 1993 (Start re-zoning and recycling) 

A  +C1 zone
B C2 zone Wednesday

Cans and Glass bottles
(recyclable)  

How to reduce cost of waste treatment 
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Yukuhashi city & Miyako town
Population : 90,000
Amount of waste : 27,000 ton/year

Nougata city
Population : 60,000
Amount of waste : 17,000 ton/year

Nakama city & four towns
Population : 140,000
Amount of waste : 38,000 ton/year

Hiagarii 
incineration plant

Cans & Bottles 
recycling center

Kougasakii 
incineration plant

Cans & Bottles 
recycling center

Landfill area

towt wns

0000 ton/year

n plant

Another city 

Another city 
YY

Another city 

Kitakyushu city
Population : 981,000
Household : 432,000

Area           : 487 km2

Plastics 
recycling center

Shinmoji 
incineration plant

Amount of waste

Kitakyushu city�s waste : 370,000 ton
Another city�s waste       :   82,000 ton    

Total : 452,000 ton

Collaboration with neighbor cities for 
reduction of total cost   

22



Thank you for your attention 
!!



http://www.price-management.jp/ 

 
Price Management of Japan Co., Ltd 
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Business Guide 

acid electrolyte products 
earthquake Countermeasures products 
Science device 
Health food 
UV-LED products Development 
Biogas  Generating System 
 
 
 

 
Biogas Generation System 

Outline of Biogas Generation 

Unique technology of PM Japan 

Biogas generation system of PM Japan 



Biogas generating system 

Plant Type 

 
 
 

 
 
 

Container Type 

 
 
 

 
 
 

What is Biogas Generation? 



Merit of Biogas Generation 

 
 

 
 

Society 

Economy Environment 

Feature of PMJ Biogas Generation system 

4 times as prior art 

 2 times as solubilization  

    2 times methane gas 

return of methane fermentation liquor  

 Realization of Rapidly methane fermentation by no dilution water 

 greater energy efficiency by warming liquor reduction 

solubiliztion system 

 Improved decomposition rate of solid matter. By reducing the number of pathogenic 
microorganisms. Removal of ammonia, sand-bath 

High temperature and high concentration methane fermentation 

 Naturally holds the concentration of methane-producing bacteria at high concentration. Stable operation and  
high decomposition rate (over 95%) 

 



Biogas Generation Process 

( ) CH3COOH→CH4 CO2 
( ) CO2 H2→CH4 

Methane 
Carbon dioxide 

First                             Second                        Third 
 
                                

Short-chain fatty acid 
Acetic acid 
Alcohl 
 

aldehyde 

 hydrolysis  bacteria  acid-producing bacteria   Methan-producing bacteria          
 
 

Bacteria  growth            Bacteria  growth             Bacteria  growth 
 
 

Hydrolysis  Acid product Methane formation 

 Polysaccharide  

fat  

protein 

monosaccharide  

glycerin 
fat acid 

amino ascid 

Summary of Methane fermentation system 

 



Receiving 
Pit 

Mixing 
Tank 

Solubilizati
on Tank 

Fermentati
on Tank 

Gas Purification 
Desulfurization 

Tower 
Gas Holder Buffer Tank 

Surplus Gas 
Combustion 
Apparatus 

Digestive 
Juice 

Tank/Aeration 

Gas Booster Gas Purification 
Gas Engine 
Generator 

Grid 
interconnection 

Board 

Selling Electricity 
(66kVPower Supply 

Line) 

85  

60  

Solid-liquid 
Separation 

Biological 
Treatment 

Decolorization/ 
Deodoriztion 

Discharge/ 
Drainage 

Liquid 
Manure 

compost 

Selling Gas 
(CH4 92%) 

(Solubilization fungus culture apparatus) 
Unique technology 



Solubilization system 

 Anoxybacillus sp. MU 3 strain is a high temperature 
bacterium isolated in hot spring area Production of heat-
resistant protease under aerobic-high temperature condition 
at 80  

Electron micrograph of MU 3 strain and skim milk solubility

1 μm  

Molecular weight about 57,000
Excellent heat resistance (can grow at 45 ~ 80 C)
Wide pH range (Optimum pH is around 6)
High proteolysis

Change in solubilization rate by 
administration of solubilizing bacteria

By high-temperature aerobic solubilizing bacteria, 80  
Perform high temperature solubilization under aerobic - 
high temperature conditions

Plant type biogas generation sisytem 

biogas Engine 
Gas balloon 

Methane fermentation tank 

Mixing tank 

Material input 

solubilization tank 

Ammonium removal facility 

Sand removal tank 

Hot water tank 

Cooling tank 

  

  



Container type Biogas generation system 

 
Solubilization Tank 

 
Mixing tank 

 
Gas Holder 

 
Desulfurization 

Equipment 

 
Cooling tank 

 
Fermentation tank 

 
Breaker 

1 

   
1

 
kWh/

2 2 400

2 4 4 400 800

4 6 6 800 1,200

6 8 8 1,200 1,600

8 10 10 1,600 2,000

1 

C o n t a i n e r  t r a n s f e r a b l e

Biogas generation system image 

 
Electrogenic ability 



How to use waste heat 

Waste heat generated during power generation can be used for various purposes!! 

It can be used for heating and hot 
water supply at facilities such as 
hospitals and nurseries. It can be 
used for the swimming pool at the 
hotel and athletic facilities. 
 
 

It can also be used for agriculture. By using 
waste heat for the heating used for house 
cultivation, utility costs can be drastically 
reduced. 

bebe uuseseseddddd fffoforr hhhhhhhhhehhe tatatiiningg anana dd hohhott Binary - electricity generation is also 
possible. Binary power generation is a 
power generation system that makes steam 
from a liquid with a low boiling point using 
a heat source and turns a steam turbine. 

Solid-liquid separator 

Water disposal of Digestive fluid) 

M e t h a n e 
f e r m e n t a t i o n 

Ferm
entation resudue 
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compost/Liquid fertillizer) 
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 (Flow of digestive juice treatment) throughput 

Input material       Methane fermentation                    Aeration                           Solid-liquid separator(slow )         Solid-liquid separator(rapid)                Micro aeration                   uv-led irradiation          Activated carbon      outfall     

material  digestive juice  Humus soil slow rapid 

Removal rate Removal rate Removal rate Removal rate Removal rate Removal rate 

Technical Objective 
Methan gas/)Liquid fertillizer garbage 

sewage 
waste sewage farm 

Methane fermentationPlant 

sew
age 

 Livestock w
aste 

General household 

sewage slude 
food factory 

Livestock famer 

Effective use of Methane gas 

Methane gas 

Methan gas 



Than you for listening 



Make it possible ???

JCM
Joint Crediting Mechanisms initiated by the Government of Japan)

EX Research Institute Limited / EXRI ASIA 
(a member of Team Kitakyushu) 

CONTENT

1 What is JCM ?
2 Background & Frameworks
3.   Projects registered in JCM
4.   How to develop JCM project 



A New Mechanism in Climate Change (Mitigation) initiated by the 
Government of Japan
Developed with ultimate purpose of realization of NET-Reduction of GHG 
Emission

1 What is JCM ?

Administrated by Joint Committee formed by the Government of Japan and 
that of host country (bilateral base)(17 countries)  

1 What is JCM ? (continued from previous slide)



Both host country and Japan plan to count GHG emission reduction as a 
part of INDC submitted to UNFCCC under  Agreement 
Financial Support in a form of subsidy to be granted to the Projects, which 
will contribute for CO2 emission reduction (JCM Subsidy by the 
Government of Japan), is applicable for eligible projects.

1 What is JCM ? (continuous from previous slide)

Source: UNFCCC

2 Background…issues in the world



Background…framework for international cooperation 

Developed Countries
Contribution / Trust Fund

International Organizations

Multilateral Cooperation

Under Developing Countries

Under Developing Countries

Financial Support / Infrastructure / Technical Cooperation / Disaster Recovery Support / 
Refugees Support / Human Right Protection / Education / Gender etc.)

Bilateral Cooperation

South-South Cooperation

Background…International Cooperation in Global Warming
/ Climate Change

Entrust
• Mitigation 50% / Adaptation 

50%  (>50%=LDCs, SIDS 
& Africa)

A
cc

re
di

te
d

E
nt

iti
es

 (5
4)

  

International (27)
(AAFC/ADB/AFDB/AFD/
GIZ/ERDB/EIB/FAO/WB/
IFC/JICA/KfW/UNDP/UN
EP/FAO etc.) 

Under 
Developing 
Countries 

National (17) 

Regional (10) 

(Operation Entity for Financial 
Mechanism (COP16 2000))

Direct (27) 

Country ADeveloped Countries Country B
J/I

CDM

Market Mechanism
(COP3 1997)

C
on

tri
bu

tio
n 

 &
 T

ru
st

 F
un

d • Project (inc. T/A)
• New Mechanism (COP13-)

• Entered into force in 1994
• 197 parties 

Co-Finance



Framework of Joint Crediting Mechanism

Government of  Japan Host Countries 
(e.g. Thailand)

Joint Committee

Project(s)
Special Account for Energy

Case of Applying for JCM Subsidy
(1) Subsidy Application

(2) Subsidy (Grant, 50% of project cost)

(3) Carbon Credit to be generated from Project (>50%) 

(1) Registration & (2) MRV

(3) Carbon Credit

Kyoto Mechanism 1st Commitment Period (2008-2012)
Kyoto Mechanism 2nd Commitment Period (2013-2020)
Paris Agreement (2020-)

• INDC2030= 25.4% (2005)
• Consider to count carbon credits generated from JCM as a part

• INDC
• Consider to count carbon 

credits generated from 
JCM as a part

Bilateral Agreement on Low Carbon Society

Projects registered and under registration with Joint Crediting Mechanism
27 projects in total (+ more than 100 projects subsidized & under implementation) 
By Sector
- Energy Saving 20 
- Renewable Energy 7

By Country
- Bangladesh 2
- Indonesia 10
- Kenya 1
- Laos 1
- Mongol 5
- Palau 3
- Thailand 1
- Vietnam 4



How to develop JCM Projects 
STEP 1-1. Applicability Check…Feasibility of the Project

1. Economically Feasible ? 

2. Project participant(s) is financially stable ? 

3. Any barrier and/or difficulty in business establishment (laws & regulation, license & etc.) ? 

4.Any impact on socio economic and/or environment ? 

How to develop JCM Projects 
STEP 1-2. Applicability Check…JCM Registration & Subsidy 

1. GHG (CO2) emission reduction ?

2. How much GHG (CO2) can be reduced from project implementation ?

3. With proven cutting edge technology (with high efficiency) ?

4. Any Japanese party ? 

5. Proposed project has not yet been started ? 

6. Proposed project will  start commercial operation within 3 years (after making decision) ? 

7. Ability & Capability to communicate with J/C & conduct MRV / 

8. Unit cost for GHG emission reduction is preferably less than JPY4,000.-/CO2t 



How to develop JCM Projects 
STEP 2. Procedure

Eligibility Check

Project Idea

Consultation

Subsidy 
Application

N

N

Approval 

Construction
Installation

N

Construction
Installation

Commercial
Operation

Project 
Registration

JCM Subsidy

Reporting &
Verification

Monitoring

Request for 
Carbon Credit 

Joint Committee

Possible Projects (1) to be developed under JCM (Waste Sector)

Segregation Center RDF

Municipal Solid Waste (>300t/day)

Export
(46,831MWh)

National Grid

=0.5113(tCO2/MWh))

Stoker Furnace of Nippon Steel & Sumikin Engineering Co., Ltd. 

GHG Emission Reduction
23,858tCO2/y



Possible Projects (2) to be developed under JCM (Waste Sector) 

Incombustible 
Waste 

SPC

M
un

ic
ip

al
 S

ol
id

 W
as

te
  

Organic Waste

Valuable
Waste

RDF Biogas
Collection & 
Utilization

Facility

LFGOption 1. Electricity ((substitution of grid electricity)

Recycle Shop Cement Factory Segregation Center

Option 2. Alternative 
Fuel (for waste 
collection car etc.)

Challenges in development of JCM Projects 

1. Income for Business Operation
2. Cost & Expenses

(Initial Investment + Operation & Maintenance
3. Operation & Maintenance

(with special knowledge & experience ???)
4. More Work + Cost & Expenses in management of JCM registered project
1) Development
2) Subsidy Application
3) Registration (Validation) (once)
4) Monitoring (including installment of measurement units & calibration)
5) Reporting 
6) Verification 
7) Methodology Development & Registration (once)
8) Corresponding with Joint Committee during project implementation period 

Business Models (even with JCM subsidy) in Japan are feasible or not ??? 



Thank you for your attention

We welcome all of you to participate in 
(1) Question & Answer Session       13:30-14:30
(2) Individual Consultation Session 14:30-16:00 

Or for further information, please contact to us at
cs@exri.co.th or info@exri.co.th
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1. (1) 1) 

-

•
• ECO TOWN

20,107

(2555) 1,735,762

138,112  

86,211

(18%)

(12%)

(70%)

(2554) 19,098,323

•
•

•

• ( )

•

•
•

•

• / / / 

???  

•

1.(1) 2) 

2000-Kitakyushu Model & Initiative Network
(ESCAP)

2008
2010 Asia Low Carbon Center

( )
2011 

(-50% -150% )
2000

2009
6 

2010 3Rs 

2011

2015

2017
( ) 

-

Chiang Mai is one of the most popular 
destinations for the tourist in the world (e.g. 
ranked 12th for Chinese tourist) 
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210 (149/61)

605,351.16 / 

/ 
191,911.28 / (31.7%)

253,001.41 / (41.8%)
( 456.25 / )

160,894.72 / (26.6%)

42,978.96 



1. (1) 4) (3) 

( )

•
( , )

•
•

(1) (2) (Biogas Digester)

I & II

•
?? 

• (L/Fs) 

• 1 
ECO TWON 

(23 2560)

1. (1) 4) (4) 

2560 2561

1
(16 LAs)

194LAs

• 2 
(12/12/2560)

•
•

•

•
( . ).



1. (1) 4) (5) 

2   

09:30- 12 2560

(1)
(2)
(3) (JICA)
(4)
(5)
(6)

-
-

-
( )

1. (1) 4) (5) 

. ( 14 2560 )
-
-

-

( 15
2560 )
-

. ( 15 2560 )
-

.



2. ( 1) ( 2) 

• ( 1)
• ( 2 1 

(16 LAs))
• ( )
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•
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Link & Co-Work ???
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Kitakyushu Model for 
Waste Management 

Hiroshi YASUTAKE, Deputy Director
Kitakyushu Asian Center
for Low Carbon Society,

City of Kitakyushu

TOTO Ltd. Nippon Steel 
Corporation 

Yaskawa Electric 
Corporation 

Major companies in Kitakyushu area 

Mitsubishi Chemical 
Corporation 

Toyota Motor Corporation 
Nissan Motor Co., Ltd. 

Kanmon Straits 
Octopuses 

Ouma Bamboo Shoots 

Wakamatsu
Special Tomatoes 

Kokura Beef 

Buzen-Sea Oysters 

Rich nature and branded food materials 

Karst Plateau Hiraodai Wakamatsuhoku Beach 

Kitakyushu City 
Population: 977,000 (2010)  Area: 487.88 Km2

GDP: 3,430 billion yen (2010) 

Mitsubishi Materials 
Corporation 

City located near to other Asian nations, rich in nature,
and developed as a manufacturing area 

Kitakyushu City 

Japan Tokyo

CHIANGMAI

Japan 

2



Regional resources
(Experience with overcoming pollution problems) (1) 

Company visit by citizens

Partnership

Citizens 

Government Companies 

Reinforcement of restrictions 
and supervision

Agreement to prevent pollution

Solution of pollution problems is a starting 
point for international cooperation on 

environmental issues. 
Transferring the experience of overcoming pollution 

problems so that developing nations need not repeat the 
same mistake 

Present

Kitakyushu City
with recovered environments 

1960s

3

Regional resources (Development of international 
cooperation on environmental issues) (2) 

Partnership with other Asian nations for mutual prosperity

Received trainees: 7,453 persons from 150 nations; Dispatched specialists: 175 persons to 25 nations
Promotion of cooperation networking between Asian cities and environmental improvement projects : 
67 projects

(62 cities in 18 nations)
Kitakyushu Initiative Network

Contribution to environmental improvements
in Dalian, China

(Dalian City received the Global 500 Award in 2001.) 

Exchanged memorandum 
for cooperation on eco-
town with Tianjin City 
(At the Prime Minister’s 

official residence) 

Water supply project at Phnom Penh Air pollution survey in Mongolia 

Driving forward the waste 
composting project with 
Surabaya City, Indonesia 

(Adopted by over 20,000 families) 

4



Kitakyushu Asian Center for Low Carbon Society 

Kitakyushu Asian Center for Low Carbon Society opened in June 2010
“Changing the approach from  environment cooperation to environment business”  

Utilization of the environmental technologies developed through the solution of pollution 
problems and manufacturing processes, and the City to City network established by 

international cooperation in the past 

Kitakyushu City was selected as Eco-Model City in 2008 
CO2 reduction: -200%(50% in domestic, 150% in overseas) by 2050   

based on CO2 emission in 2005 

5
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Visits by World Leaders
Kitakyushu’s actions are the focus of international attention

Xi Jinping
President of PRC

(Dec 2009)

Arkhom Termpittayapaisith
Secretary General, NESDB (Oct 2013)

“Kitakyushu’s rich experiences in 
environmental protection and 
development of advanced technologies 
deserve to be used as a model for 
application in China today.”

The People’s Daily (Dec 17, 2009)

Photo courtesy of The Daily NNA

Bangkok Post  (Oct. 25, 2013)  reported that
"The Kitakyushu eco-town is a good example of 
communities and factories living together in 
harmony, while Rayong is home to many industrial 
factories along the Eastern Seaboard"  
" Kitakyushu has become a clear example of 
development by shifting from heavy to 
environmental industries."

Paris, France Chicago, U.S.A. Kitakyushu, JapanStockholm, Sweden

“Green Growth in Haiphong, Vietnam ” 
issued by OECD in 2017

OECD Green Cities Programme

Thanks to the support of Kitakyushu, the OECD report is being 
made on ground that Haiphong City is positioned as the Green 
Gross City in Asia

“Green Growth in Kitakyushu, Japan ” 
issued by OECD in 2013

8



Department of Industrial Works (DIW)
IRPC Eco Industrial Zone (DIW)

This is the largest petrochemical complex in Southeast 
Asia. It is owned by IRPC Public Company Limited, a oil 
refining and petrochemical company, under the 
umbrella of PTT, the largest energy company in Thailand. 

Based on the Green Industry Concept, the Eco-Industrial Town Concept aims to create an eco-
friendly industrial complex in cooperation with industrial estates, local communities, DIW, and IEAT .

City of Kitakyushu
(Asian Center for Low Carbon 

Society)
Kitakyushu Model

Support tool that has systematically 
arranged the know-how, experience, 
and technologies acquired in 
Kitakyushu’s quest to overcome 
pollution and become an 
environmentally-advanced city.

Kitakyushu Eco-Town
Japan’s largest, leading resource 

recycling and circulation base. About 
30 recycling businesses are being 
developed or are in operation in Eco-
Town.

Kitakyushu Smart Community
Focusing on plant cogeneration, the 

Smart Community aims to achieve 
the local supply and local 
consumption of energy to connect 
factories and residences. 

METI, MOE

Signing of MoU between IEAT 
and City of Kitakyushu

Industrial  Estate Authority of Thailand (IEAT

MOI

Rayong PAO, Rayong City, Map Ta Phut City

Municipal Waste Management
Collaboration with industrial park and community
Energy utilization

MNRE

Map Ta Phut Industrial Estate (IEAT)
An industrial estate established in 1988 with a focus on 

the heavy and chemical industries, Map Ta Phut IE 
received a large amount of yen-based loans from the 
Overseas Economic Cooperation Fund (OECF) of Japan.  
The estate is well-located near the Port of Map Ta Phut 
and U Tapao International Airport.

Support

Thailand
National Social and Economic Development Board

(NESDB)
Japan

Inter-governmental 
(G-to-G)

Signing of MoU between DIW, 
IRPC and City of Kitakyushu

Support for the Thailand Eco-Industrial Town Concept

Support

Support Support

Support

Mutual consent  between 
NESDB and City of 

Kitakyushu 9

Chiang Mai Province

Land Area 20,107 2

Population(2012) 1,682,382

GPP THB138,112 m

GPP per capita THB86,211 -

GPP by sector Primary (18%)

Secondary (12%)

Teriary (70%)

No of 
Visitor(2011)

19,098,323

(General Information)

(Waste Related Information)
Cluster MSW

1 Sansaai 803.10t/d

2 Muang Chiang 
Mai 

677.00t/d

3 Saraphi 267.87t/d

4 Chai Prakan 53.65t/d

Total 1,801.00t/d

2000 Kitakyushu Initiative Network ESCAP)
2008 Selected as Environmental Model City  (Green Frontier Plan) 
2010 Establishment of Asia Low Carbon Center (Technical Support & Transfer)
2011 Selected as Environmental Future City (set up voluntary target on mitigation)

“Set up a voluntary Target for GHG emission reduction 
(-50% for the city and -150% for the Asian countries)”

Letter of Intent (to be signed within 2017) City to City Cooperation 

Targeted project in Provincial Development Plan
Chiang Mai province will achieve appropriate waste treatment & disposal by 2019 by 3Rs, 
efficiency improvement in waste management and appropriate treatment & disposal

Target (JCM) & Activities in the study 

To provide comprehensive support on Integrated Waste Management in 
the area (support each step as waste management shown in above)
To select suitable technologies (Japanese Technology with high 
efficiency) for Appropriate Waste Treatment in Integrated Waste 
Management in the area
To select projects with high possibility, including WtE planned by Chiang 
Mai Waste to Power for feasibility study including JCM registration
To materialize projects and registered as JCM project

Waste
Generation

Collection &
Transportation

Intermediate 
Treatment Disposal

10

Kitakyushu – Chiang Mai Cooperation Project: Project Overview

City-City Cooperation between Chiang Mai province & City of   
Kitakyushu 
Recommendation on city-city cooperation by the Minister of Natural
Resources & Environment
Kitakyushu invited province to JCM city-city workshop (2017)
Private Sector from the city provides technical support to parties in 
Chiang Mai (2015-)
Kitakyushu supported city’s 3Rs promotion in Chiang Mai (2010-)
Kitakyushu received a personnel for six months trainning (2009)
Kitakyushu invites city to participate in seminars, workshops (2000-)



Cans and Bottles PET Bottles Plastic Containers

Paper Kitchen Garbage Others

Solid Waste Treatment in Kitakyushu City

11

Kitchen
Garbage
& Others

2 times/week 1 time/week

Citizens carry it to collection points

Incinerators Separation facilities

Landfill Recycling companies

1 time/month

Door to 
door

collection

A

Charge for
collection

Crushing &
Incineration

Free charge

Citizens carry it to community centers, super markets and electrical shops.

Recycling companies

Cans
&

Bottles

PET
Bottles

Plastic
Containers Bulky

Waste

Landfill

News 
paper

Cardboard

Styrofoam

Milk
Carton

Fluorescent
Light Metal

Materials
Button 
Battery
Cooking 

Oil

Small size
Electrical

Appliances

127 places 261 places 209 places 65 places

B C

Styrofoam

Waste separation and recycling system in 
Kitakyushu City 
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Combustible Waste Incineration Structure

Collection & Incineration & Landfill

Municipal responsibility

900 24hours 
operation 

without fuel

13

Decrease collection frequency for kitchen garbage and  
others and carry out new recycling system.

Re-zoning collection area inside city.
Promoting recycling system to reduce kitchen garbage.
Cooperating with private companies.

Until 1992 (Mix collection)

A  zone

B  zone Tuesday & Friday

C  zone

Monday & Thursday

Wednesday & Saturday

A C1 zone Monday & Thursday 

B C2 zone Tuesday & Friday

Kitchen garbage and others 

After 1993 (Start re-zoning and recycling) 

A  +C1 zone
B C2 zone Wednesday

Cans and Glass bottles
(recyclable)  

How to reduce cost of waste treatment 

14



Yukuhashi city & Miyako town
Population : 90,000
Amount of waste : 27,000 ton/year

Nougata city
Population : 60,000
Amount of waste : 17,000 ton/year

Nakama city & four towns
Population : 140,000
Amount of waste : 38,000 ton/year

Hiagarii 
incineration plant

Cans & Bottles 
recycling center

Kougasakii 
incineration plant

Cans & Bottles 
recycling center

Landfill area

Another city 

Another city 
Another city 

Kitakyushu city
Population : 981,000
Household : 432,000

Area           : 487 km2

Plastics 
recycling center

Shinmoji 
incineration plant

Amount of waste

Kitakyushu city’s waste : 370,000 ton
Another city’s waste       :   82,000 ton    

Total : 452,000 ton

Collaboration with neighbor cities for 
reduction of total cost   

15

How to increase citizen’s cooperation 
for  3R activity.    

1. Hold many public meetings for explanation of separation and 

recycling system.

2. Charge waste management fee for raising citizen’s concerning.
3. Set different price between kitchen garbage and recyclables.

These 2 methods are “Kitakyushu’s
Challenges”, so we can not prove 
whether it will be applicable or not
in Thailand now. 

However, raising citizen’s cost  
consciousness for waste  is 
very important !!
Proper separation should be given 
some incentive compared  to no separation!! 

45 liter 50 

25 liter 33 

45 liter 20 

25 liter 12 

16



We collect information on illegal dumping as soon as 
possible and remove it early so as to prevent prolonged 
or expanded.

Leave
alone

Normali-
zation

Accumulati
on of illegal 

waste

Illegal 
dump

Declining 
problem 

awareness

Get out 
of hand

Removal work 
is serious

Vicious circle of 
illegal dumping

Early stage
Removal

Maintaining the state without 
garbage will prevent illegal dumping

Significance of information gathering

17
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Name outline Execution Achievements
In 2016

Weekday patrol

Implemented along 
with on-site 
inspection of 
authorized dealers 
con-cerning
industrial waste

Main office 587

Center 1,658

Night / Saturday 
patrol

Patrolled at closing 
office day and time 
zone

Main office 115

Holidays Patrol Center 89

Late night / early 
morning patrol

Patrol of illegal 
dumping addiction

Private 
consign-ment 200

Total 2,649
Main office Industrial Waste Management Division
Center Simmoji, Hiagari, kougasaki Environment Center

Patrol

19

Illegal 
incineration

Term of office (year) Number of people

Added in FY 2005

Company

Status of appointment ceremony

reporting person

20



Illegal dumping surveillance cameras

21

Currently 30 installed in the city
(actual and fake cameras)

Signboard of Illegal Dumping Ban

Illegal dumping [household garbage about 10 kg], such as a rice 
cooker, a microwave oven, a frying pan, a cassette cylinder, empty 
cans

Experience of Illegal dumping prevention 
surveillance cameras (example)

22



The contents of illegal dumps, images of surveillance 
cameras, cases that can specify executors are dealt 
with in cooperation with the police

Identify the investigator / performer
Hearing the circumstances · confessions
Prospective in illegal dumping cases

Cooperation for investigation
· Witnessing on-site confirmation
· Temporary storage of waste

Let the performer check illegal dump

Police Kitakyushu

Bring it to a processing facility such as an 
incineration factory by himself / herself

Inspection

Collaboration with the police against
illegal  dumping cases 
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Year.month Illegal dump waste Place Result

2016.6 General waste Kokuraminam
Yukawa Fine 300,000 yen

2016.6 Household garbage Cam Yahatanishi
Honjo Collect reason statement

2016.6 General waste Kokuraminami
Yoshida

Collect reason statement
Proper handling by the actor

2016.7 Bulky garbage Kokurakita
Sunatsu

Collect reason statement
Proper handling by the acto

2016.8 Bulky garbage Kokuraminami
Fujimi

Collect reason statement
Proper handling by the acto

2017.1 Household garbage Moji Yanagimachi Usually arrested, Prosecutors' 
office · Suspect prosecution

2017.1 General waste Wakamatsu
Otomaru Fine 300,000 yen

2017.2 Waste tires Kokurakita
Katano Fine 200,000 yen

2017.2 Household garbage Cam Yahatanishi
Honjo Collect reason statement

Report with police case (2016FY) 
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Number of findings (cases) Treated amount/t

Treated amount 
(Waste dumpers, etc.)
Treatment amount (city)
Number of findings

Current state of illegal dumping Kitakyushu (2016FY) 

25
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By Dr. Chatchawan Chaichana
Chief of Green Energy Technology Research Center 
Faculty of Engineering, Chiang Mai University

 What is biogas ?
 biogas generation process
 composition of biogas
 biogas utilization
 
 waste processing technologies  (anaerobic digestion 
technology) 

1



What is biogas ?
biogas is clean energy generated from waste, for example, any 

kind of animal dung, waste water from farm, waste water from 
factories, waste, and/or residues from agricultural related activities, 
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digestion  

1. Hydrolysis 
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2. Acidogenesis 
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4. Methanogenesis 
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 (Alkalinity)
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/   5,000 /

 
(Volatile Acid)

 COD:N:P 
 100:2.2:0.4  BOD:N:P  100:1.1:0.2

 (Nutrients)
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Substances)

 
    

   

 (Mixing)
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2nd Seminar / Workshop 
for 

Integrated Waste Management in Chiang Mai  
under city to city cooperation 

between 
Chiang Mai Province & City of Kitakyushu

(JCM project development study entrusted by the Ministry of Environment, Japan) 

0. Review
(Summary of Seminar Aug 2017)



1. Baseline & Policy Review

Temporary Storage in 
communities (50 places 2 
each = 38 places + Gas 
Station etc.)

Final Disposal 
Site (Hort)

1-1 Waste Flow & Management

Waste Generation Sources
Tambol : 3
Community : 19

Household : 12,353

Business : 85

Hospital : 1

Clinic : 50

SANSAI Hospital
150kg/day in average)

←   Cost : THB11,319,150/y (FY2559)    →
* Single Year Contract basis

Waiting for
Instruction 
from CPO 

SANSAI Waste Disposal 
Site (Open Dump) 

Private Sector

←   Collection & Transport    →
Services provided by the City 

Infectious Waste
• 0.X tons /day

Recycable Waste
• 0.X tons /day

Private Sector 
Registered : x
Non Registered : xx

MRF(s)

(11 units)

Plastic Waste

Organic Waste

General Waste
• Containers for Waste 

Disposal are set in front of 
each house

• No Waste Separation 
• XX tons/day

Hazardous Waste
• 50 collecting sites (in front of 

shops) in municipality
• 0.X tons/month



1-2 Waste Information

*** Chiang Mai Provincial Office together with the city of Kitakyushu in cooperation with Chiang Mai University and EX Research 
Institute will conduct waste analysis for waste generated in Mae Jo Municipality

1-3 Waste Management related Policy & Regulation at city level

Announcement of the City related to Set up Committee and Advisory Board for Waste Management

Issued on May 11, 2017
In accordance with city’s policy of  make Mae Jo Municipality as comfortable city to live, with clean, less waste, good 
environment and safety then good health as per policy set up by the Government. 
The Ministry of Interior works to solve municipal solid waste issues at each places for realization of Clean Province by 
promoting 3Rs activities for short period of 1 year
Committee will be set up and in charge of cleanliness program to reduce problems

BE2558 City Ordinance related to addition on the BE2552 City Ordinance related to Public Health (Addition II)  
• 2nd addition after 1st addition prescribed by the BE2556 City Ordinance
• Revision of Tariff for Waste related services (see Appendix 3 for more detail)
BE2552 City Ordinance related to Public Health
• Instruct house & building managing parties to set up waste disposal points and do not throw away places other than 

intended
• Municipality will collect transport and treat in accordance with BE2535 Public Health Act and BE2545 Ministerial Order 

for Service Tariff for Waste Water and Municipal Solid Waste Management   



Appendix 1. Households in the City
Community name No of Household Abandoned 

* Independent (not belong to any community) * 406 63
Tao Hai 1 68 0
Tao Hai 2 133 0
Pabong 137 11
Huai Kiang 168 0
Pa Kham 252 0
Mae Jo 1,074 44
Sahakornnikom 1 103 1
Sahakornnikom 2 2,235 50
Thung Pa Ket 1,272 15
Thung Muen Noi 1,620 14
Kaset Mai 371 0
Rai Sahakon 664 17
Mae Jo Mai 633 10
Phae Pa Ha 354 7
Sri Sahakon 630 15
Mae Du 261 0
Nong Sai 308 0
Ling Muen 1,250 25
Phatthana Saikaeo 414 18
total 12,353 290

Appendix 2. Municipal Solid Waste Collection in the City (1/3)

Transporter Area Mon Tue Wed Thu Fri Sat Remarks

83-2363 Tao Hai 1, Tao Hai 2, Chiratchaya, Suwichada, Junction Sansai Hospital - Phrao Road, 

Pabong

Rai Sahakon

Sansai Hospital

Wassana Place Hostel, Chom Doi village, Khru Phen Hostel

82-7004 - Pa Kham, Onsirin4

- Huai Kiang, Mae Pa, Old landfill, Behind Mae Jo Garden, Srivichai Village

- Kaset Mai, Nattakamol village

- Onsirin11

- Phuet Rai  

82-5958 - Mae Jo community, Mae Jo school, Mae Jo market, Soi Krungthai Straight line Daily / Direct Service

- Mae Jo Mai, Lukkwat dorm, Side Market Mae Jo, Soi Steak Idea, Mon Mai, 

Accommodation behind Maejo University, Pramong Sai B

- Than Nam Thip village, Chanyawan

- Mae Jo Soi.1, Mae Jo village Straight line

- Wio Doi village, May Apartment, Phaya Lanna

- Wieng Thong Village

82-0397 - Mar Jo University, Sri Sangwan School, Tobacco Compact Garbage 
Truck

- Sansai Wittayakom School

- Freshwater Fisheries Research and Development Center, Chiang Mai



Appendix 2. Municipal Solid Waste Collection in the City (2/3)

Transporter Area Mon Tue Wed Thu Fri Sat Remarks

82-7704 - Thung Muen Noi

- Nonnipa village

- Golden Garden home village, Mae Jo Mansion Village

- Janya Wan village

82-5934 - Sahakornnikom 1 Daily / Direct Service

- Mae Jo Village, Pruk Siri Village, Piwich Inn

- Soi4 Straight lines all the way, Soi Tonngoen, Kwan Arun Kindergarten

- Sun Side Village, Mind shine, Setthi Village

- Thung Muen Noi Soi1 To every dorm

- Alongkon village

- Soi Om Mueang Kha Mai

- Ban Rong, Nutthanan Village

83-3965 - Thung Pa Ket Daily / Direct Service

- Green View Village, Somwang Village, Chom Doi dorm

- Thongchai Village, Baan Duang Thida, Doi Kham Hillside House, Meesuk villa, Ban 

Thana Chai, Clapmake hotel

- Birse House dorm, essy mansion, U-to House, Inthanin Place, Pinthong Place, 

Kochakorn House, Doi Ngam Place, Pang Thong dorm, Deedee mansion, Sky and D.C 

apartment, Porn Sawan houseboat, Pracha Nikhom Restaurant, Porn Sawan Village

Transporter Area Mon Tue Wed Thu Fri Sat Remarks

83-3965 Intersection Mae Jo Police Station - Intersection Wat Mongkol Setthi, Dorm Soi

Bangkhen - The old road

Nanta Thani Village

Thanthanan Village

Thanakit Animal feed – junction Thung Muen Noi - Company BETAGRO Daily / Direct Service

Dorm Soi4

82-3108 Ling Muen ( Straight lines every day )- Ruai Chok market Daily / Direct Service

Thanyakorn, Green Beach Home, Wanalee Village

Ban Lao Moo10

82-1192 Mae Du, Phatthana Saikaeo, Nong Sai

Deeya Village, Karnkanok8

Duangdara Village, Ban BJ Hill, Ban Pongsakorn

Sri Sahakon, Ying Charoen Pillow House, Junction Phae Pa Ha to Wat Mongkol Setthi

to Finlow Village, Fang dorm - Sahakon Soi2 - Mind House - Ran Rabb Thung Setthi -

Phum Siri Dorm - Ban Udomsuk Garden - Banthoeng Bar

Phae Pa Ha - Onsiri1 - Soi Deva Sathan - Soi Yanyong - Sang Tawan Village, Soi Ban 

Thung

Sri Anan Mansion, Ban Nayok, Department of Lands

Onsiri1 - Ran Supnana Daily / Direct Service

Wang Bua Tong

Soi13 Ling Muen - Soi Ran Pratu Muan - Thaen Lueang shrine - Sahakon Soi5



No Item Fee (Baht)
Charge rates for sewage and solid waste

1. Storage and handling of feces or sewage One time
1.1) Remnants of cubic meters  or first cubic meters and cubic meters the next Per cubic meter
1.2) Not more than half a cubic meter (Half a cubic meter The figure equals 1 cubic meter)

33
20

2. The collection and transportation of solid waste monthly
2.1) The collection and transportation of solid waste monthly. The amount of waste a day does not exceed 500 liters.
- One day not more than 20 liters per month
- One day more than 20 liters but not more than 40 liters per month
- One day more than 40 liters but not more than 60 liters per month
- One day more than 60 liters but not more than 80 liters per month
- One day more than 80 liters but not more than 100 liters per month
- One day more than 100 liters but not more than 200 liters per month
- One day more than 200 liters but not more than 300 liters per month
- One day more than 300 liters but not more than 400 liters per month
- One day more than 400 liters but not more than 500 liters per month
2.2) The collection and transportation of solid waste monthly. The amount of waste a day, 500 liters or more.
- One day, no more than 1 cubic meter per month
- One more than 1 cubic meter Store and transport every cubic meter or fraction of cubic meter Per cubic meter
2.3) Collection and disposal of solid waste from time to time.
- Not more than 1 cubic meter
- More than 1 cubic meter
Store and transport every cubic meter or fraction of cubic meter Per cubic meter

20
40
60
80
100
200
300
400
500

1,000
1,000

150
150

3. License fee rate Undertake the collection and disposal of sewage and solid waste By doing business or by receiving benefits with a 
fee.
3.1) Sewage and solid waste collection
3.2) Get rid of sewage and solid waste.

5,000
5,000

Appendix 3. Service Charge

2. Forecasting Study 



2-1. Concept of Forecasting Study

Amount of Waste Factors and Variation of Amount of Waste

• Increase of Population
• Increase of Income 
• Development Plan 
• New Business Operation
• Changes of Life Style & Behavior

• Decrease of Population
• Revision of Laws & Regulation

(Waste Management & Resource 
Conservation ETC.)

• Technology Innovation
(High Durability, Biodegradable etc.) 

• 3Rs Promotion 
• Shut Down of  Business Operation
• Changes of Life Style & Behavior

How to process &/or Dispose waste ???
(Disposal Site(s), Capacity available at Disposal Site(s), 
Technologies)

2-2. Forecasting Study in Mae Jo City



3. Objective & Goal Setting

3-1. Targets consider to be newly set up in Waste Management Sector in Thailand 

- Targets for waste management set up by the Central Government -

National Solid Waste Management Plan (2016-2021)
Presented by Pollution Control Department & Approved by the Cabinet on May 3rd, 2016

Framework

Encourage citizens, including children, and the 
private sector to reduce waste at the source by 
following the 3Rs concept (Reduce, Reuse, 
Recycle)

Establish proper disposal methods for municipal 
solid waste and household hazardous waste by 
using centralized facilities for clusters of 
municipalities emphasizing waste utilization and 
waste to energy methods

All relevant sectors participate in the 
management of solid and hazardous waste



3-2. Objectives & Goals set up in Waste Management Sector in Municipality 

OBJECTIVE
To make Mae Jo Municipality as comfortable city to live, with clean, less waste, good environment and safety then good 
health as per policy set up by the Government. 

TARGET(S)

No National Policy Target set up by the Municipality Remarks

1 3Rs Promotion To reduce 5% by BE2560

2 Waste Separation at origins To promote in the area

3 Appropriate Disposal of Municipal Solid Waste 
(>75% by 2021)

Completed (Transport to Sanitary Landfill in Hort
District)

4 Appropriate Disposal of Hazardous Waste from 
domestic sector (>30% by 2020)

Waiting for answer from Chiang Mai 
Provincial Office

5 Appropriate Disposal of Infectious Waste
(100% by 2020)

Need o find out solution 

6 Introduction of proper processing &/or disposal 
technology at waste management center under 
clustering concept

To promote waste separation at generation points 
to be sold for material recycling (plastic waste)

7 Appropriate treatment of accumulated  old waste 
disposed in inappropriate sites (100% by 2019)

Completed (no such accumulated waste is 
existing in the area)

8 Encouragement of all parties to participate in 
waste management

To conduct workshop & seminar with purpose of 
awareness raising & capacity development.
To conduct 3Rs promotion  

4. Development Resource and  
Waste Management Strategies



Project Name Outline Output
1 Sustainable Environmental 

Management (Seminar) 
1. To let communities understand and manage community in sustainable 

way
2. To create concept of regulation cost management & rules in 

environmental management in the community.
3. To let community to continuously conduct environmental activities.

1. Management of the municipality, Member of  city congress, 
responsible officers, leaders of  communities understand and 
aware sustainable environmental management in the community.

2. Trainees can join with the community and set up regulations cost 
and value in environmental management in each community.

3. Environmental conditions in the community will be improved 
and continuously maintain for long time

2 Network Establishment 
against smog Issues 

1. To create a community network to protect and solve the smog in the 
Maejo Town municipality area.

2. To raise awareness and conscious not to do open burning in agricultural 
land & weeds along the roads and motivate and promote conservation of 
natural resources and the environment.

3. To reduce patients suffering from diseases such as Respiratory system

1. Citizen will know and understand in prevention of having smog.
2. Networks  in communities to solve and monitor open burning of  

waste in communities.
3. The rate of illness from respiratory disease decreased.

3 Mae Jo clean city to promote 
Cleanliness in municipality 

1. To carry out the activities of community empowerment projects to reduce 
waste problems.

2. To activate and encourage people & authorities to cooperate in continuous 
solid waste reduction.

3. To make Mae Jo municipality as a clean city and to reduce cost & 
expenses for waste management of  the municipality

4. In response to the government's policy to discipline people in the nation to 
maintain the cleanliness of the country.

1. Citizen will know as for waste separation at household
2. More citizen will support for solving waste problems and pay more 

attention in environmental in both household and community.
3. The amount of municipal solid waste must be processed & Stored 

in the community to be transported & reduced amount of waste.
Does this mean  some recyclable waste can be recycle either as 
material recycle or thermal recycle shall be separated, processed and 
stored at warehouse in the community to create value ???

Proposed Activities in Environmental Management including Waste Management in 2560-2561

Project Name Outline
4 Green City 20 under Local 

Agenda LA 20 (Seminar)
1. To grow up environment leaders.
2. To develop the skills of thinking, analysis and planning in community 

development & capacity development of  community.  Parties in the area 
support for various projects & activities to encourage their daily life to be eco-
friendly way with green consumption, including collaborative & balanced 
management of natural resources and local environmental in sustainable way. 

3. To develop a model and mechanism for area development toward green city, 
green community and  green society through cooperation by all parties.  

4. To Encourage to know the value, including conservation of natural resources 
and environment in order to strengthen the local network for development to 
drive the green society

5. To publish the format, concepts and Knowledge for Sustainable Development 
to the Public

1. Community leaders and core leaders from other groups will  
well aware to participate in environmental program, change 
their daily life and eco-friendly consumption and cooperate in 
conservation of natural resources and environment in both 
balanced and sustainable way

2. There will be  a sustainable development network. Which 
enable to drive the area to green society

3. The area has been developed to strengthen the implementation 
mechanism and upgrade to the model community level. Area 
will be comfortable to live for long and move forward to the 
green society through cooperation of many parties.

4. To have model, way of thinking and part of knowledge  as for 
development of sustainable green society. Publish & distribute 
to members in LA 20 network  and all level in public in order to 
build up cooperation, develop a model for further expansion

5 Research for biomass oriented 
organic fertilizer production 
for reduction of fog issues 

1. To reduce the fragments of Natural materials, leaves, Twigs, Biodegradable 
waste, which cause smog problems in the area, if burn.

2. To avoid paying any expense to dispose natural materials, leaves, twigs, weed, 
Biodegradable waste at landfill.

3. To increase productivity by utilization of organic compost with mineral, which 
effect on growing plants for long time 

4. To minimize problems, such as environmental impact caused by smog, and to 
reduce cost  for production by less utilization of expensive chemical fertilizer.

5. Organic Compost enable to improve agricultural areas, gardens, landscape in 
municipality in terms of beautification. Improve agricultural land for better 
conditions. No chemical residue to reduce from the usage of chemicals and 
chemical fertilizers which might cause pollution in the community. To 
preserve nature and the environment

1. To reduce the open burning problem of  fragments of natural 
materials, leaves, branches, weeds, which cause of  smoke in the 
area, and to save cost in  waste management, waste disposal of 
natural materials, leaves, branches, Weeds degraded at landfill.

2. To fertilize soil to increase productivity the agricultural areas, 
and save cost by reducing utilization of expensive chemicals.

3. The exchange of knowledge and experience of composting from 
natural remnants of the community. Contribute to the 
conservation of nature and the environment. In the development 
of quality of life and community development and reduce the 
problem of smoke in the area.



Current Situation (iv) Activities in Environmental Management including Waste Management in Past & Assessment 

Project Name Objectives & Target Assessment

1 Participation in TOYOTA GREEN TOWN 
contest

1. Energy (Electricity) Saving
2. Energy Saving in Transportation
3. Reduction of MSW 
4. Increase Green Area in city

แพะป่าห้า community from Mae Jo city 
won 1st prize in community group

2

3

4

5. Discussion
(How to set up waste 
management plan for the area)



Reduction

TARGET 1. What is the baseline for the target ???
(1) How many tons of Waste generated in your area ?
(2) How fluctuate amount of waste generated in the area ?
(3) Which year’s date will be baseline ?

2. What is the exact amount for 5 percent (how many tons/day) ?

3. How to achieve the target (reduce the amount mentioned in 2 above) ? 

4. How to measure & assess outcome from activities  

5. How to continue to improve waste management    

Options from Waste Data

Composition of Waste generated and transported to 
Rayon Integrated Waste Management Center

Source: EX Research Institute Limited

There are many options to reduce 5 percent of waste sent for 
landfilling ! Such as

(1) Reduction (Less cost & High Priority)
• Reduction of only 1/5 of Organic Waste (in Wet Weight)
• Reduction of 1/5 of Plastic Waste
• Reduction of ½ of Paper Waste
• Reduction of ½ of Biomass Waste
• Or mix up a few options mentioned above.

(2) Material & Thermal Recycle (more cost)
• Composting (Organic Waste & Biomass)

Amount of Waste to be reduced to ½ 
• Anaerobic Digestion

Amount of Waste to be reduced to 3/10
• RDF

Amount of Waste to be reduced to 7/10
• WtE

Amount of Waste to be reduced to5-10%



Case Study … How to reduce Organic Waste 

How Organic Waste generate ? 

Raw Material

Unused & Decay
- Industry
- Commerce
- Household

Residue
- Industry
- Commerce
- Household

Residue
- Commerce
- Household

Preservation

Case Study … How to reduce Organic Waste…How to reduce Organic Waste ?  

Draining 
(Dehydrate)

Animal Feed

Compost



Case Study … How to reduce Organic Waste…How to realize Organic Waste reduction ?  

1. Awareness Raising 

2. Capacity Building 
(1) Responsible Persons from Administrative Office
(2) Leaders from communities, schools, offices & companies
(3) Volunteers 

3. Organization
(1) Assignment of environmental committee in each community / schools, offices & company
(2) Networking   

4. System & Mechanism
(1) Monthly / Periodically Meeting
(2) Environmental Week / Month
(3) Surveillance & Monitoring
(4) Exhibition
(5) Seminar & Workshop     

5. Tools  
(1) Competition & Commendation
(2) Regulation, Guidebook & Penalties
(3) Economic Incentives
(4) Information Disclosure  

Case Study … How to reduce Other types of  Waste 

How Other Waste to be generated ? 

• Broken 
• No Use 



Case Study … How to reduce Other types of  Waste 

How to reduce other Waste to be generated ? 

Minimization 

e.g. Plastic Waste 
(1) Plastic shopping bag
• Promotion of Eco Bag Utilization
• No Plastic Bag campaign at Convenience Stores, Grocery shops & Department Stores
• Plastic Bag for pay (stop free distribution)
• Point Program
• Introduction of biodegradable shopping bag

(2) Other plastic waste
• Quality Improvement (high durability)
• Quality Improvement (simple package with less plastic)
• Promotion of Refilling System with less plastic material
• Utilization of own lunch box, dish, bowl & other tableware 
• Utilization with best care        

Waste Management Hierarchy & Basic Concept for Waste Management 

Activities Reduction
(1+2)+3 a1+a2
(1+2)+4 b1+b2
(1+2)+5 c1+c2
(1+2)+6 d1+d2



Activities in Waste Management by each stage  

Stage Activities
1 • Laws & Regulation

• Guideline
• Awareness Raising
• Capacity Building (Administrators, Leaders from Communities, Organization & Volunteers)
• Waste Management System Development
• Planning
• Financing
• Changes of Lifestyle & Behavier

2 • 3Rs Promotion
3 • Reduction of waste by type

promotion on utilization of ECO BAG for plastic waste reduction
extra charge on plastic bag at shopping center 
introduction of bio degradable material for container and/or packing
introduction of resource saving products
introduction of high durability products
promotion of utilization of eco products 
No food waste campaign
Establishment of Sharing System 

4 Waste Exchange Center
Free Market (exchange or buy-sell of unused items / products)

Activities in Waste Management by each stage  

Stage Activities
5 • Establishment of Material Recycle System 

Waste Bank (Software and Hardware)
Exchange waste to daily necessaries 

• Involvement of Private Sector
Material Recyclable Waste Collection System
Development Material Recycle Factories and support for operation

• Green Purchasing Campaign (Government & Private Sector)
• ECO Mark

6 • Develop facilities, such as RDF/RPF manufacturing plant, Biogas digester with utilization unit, and/or 
WtE plant

• Understanding on factors to develop such thermal recycle facilities and support for operation
7 • Appropriate Disposal 

dispose at either Sanitary Landfill, Engineered Landfill or Controlled Dump <50t/day
(If local authorities need to have such facilities, should consider how let any partied to decide to develop the 
facilities & maintain its operation)

Others • Efficiency / Economic Feasibility in Waste Flow & Environmental Impact
Clustering & Integrated Waste Management Center / Transfer Station



Financial Assessment  

REVENUE

EXPENDITURE
Deficit (loss from Operation)

Source of Loss Compensation
General Budget allocated to Local Authorities from the Central Government

How to make up the balance ???
(1) Increase Revenue

1) Revision (Increase) of Service Charge
2) Increase no of payer for service charge in the area 
3) Generation of additional Income (Material & Thermal Recycle) 

(2) Reduce Expenditure
1) Reduction of Amount of Waste to be processed and/or disposal for pay
2) Reduction of unit cost for waste processing and disposal for pay
3) improvement of efficiency in waste management, including collection & transportation

If Local Authorities could utilize cost & expenses currently spent on waste management for other purpose, such as education, 
social welfare or even conservation of environment, then citizen will be happy (support for the local government) or not ??? 

5. Others



Co-Relation among Activities in waste management by each administrative level in Thailand   

• Revision of Law
• Issuance of Notification

(Clustering)

• Development of 
Data System

• Power Purchase 
from WtE power 
plants

Central Government

Chiang Mai Province
Activities (including under the Project)
1. Awareness Raising 
2. Capacity Building

1) Planning /  2) Management
3. 3Rs Promotion
4. Development of Appropriate Waste Management Facilities

Realization of 
1. Reduction of Waste
2. Material Sound Society
3. Clean city / province
4. Green city / province
5. Appropriate Waste 

Management

Contribution

Achievement of National 
Target in
1. Waste Management
2. Power Development

Proposal on cooperation among the parties concern, i.e., Local Authorities in Chiang Mai Province, City of Kitakyushu, 
Pollution Control Department and Japan International Cooperation Agency (JICA)   

• Knowledge Sharing (Level I)
• Knowledge Sharing (Level II for 1st

group (16 LAs))
• Model Project Development (Mae Jo

municipality)
• JCM model project development 

study 

• Knowledge Sharing (Level I) 2nd round
• Knowledge Sharing (Level II for 2nd group (xx LAs))
• Model Project Development (Mae Jo municipality)
• Model Project Expansion (xx LAs)
• Wide Area Processing
• JCM model project development study
• JCM Project Implementation 

Technical Support for Municipal Solid 
Waste Management

Link & Co-Work ???

Support (subject to budget allocation by MOEJ)



THANK YOU
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